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  この実施計画は、第５次新座市総合計画において将来都市像として掲げる「未来もずっと 暮らしに『プラス』が生まれる 
豊かなまち 新座」を実現するための同計画基本計画に位置付けた施策を推進することを目的とし、今後３か年の主要な事業
の概要、事業費などを示すことで、計画的かつ効果的に市政運営を展開するため、策定するものです。 

  ≪第５次新座市総合計画の構成≫ 

 
※１ 市政運営の指針となる長期構想であり、市が目指すべき将来都市像を掲げ、分野ごとの基本政策を示します。  

※２ 基本構想に掲げる将来都市像及び基本政策を実現するため、各分野における施策の現況と課題や主な施策展開などを示します。  

第１章 実施計画の趣旨 

（※１） 

（※２） 
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令和６年度(2024 年度)から令和８年度(2026 年度)までの３か年を計画期間とし、事業の進捗状況等を踏まえ、毎年度見直し
を行います。  

 

 

 

 
実施計画の掲載対象とする事業は、令和６年度予算に予算科目（中事業）があるもので、次のいずれかに該当する事業とし

ます。 
⑴ 令和６年度(2024 年度)の事業費が１００万円以上のもの 
⑵ 令和６年度(2024 年度)から令和８年度(2026 年度)までの事業費の合計が３００万円以上のもの 
ただし、予算科目「一般事務」及び「職員人件費」等の事務的経費並びに各行政委員会（教育委員会を除く。）の予算につい

ては、原則として実施計画の掲載対象外とします。 
なお、令和７年度(2025 年度)及び令和８年度(2026 年度)の事業内容及び事業費は、あくまで現時点における実施計画上の見

込みであり、本市では、長引く物価高騰が本市財政に与える影響を鑑み、第５次新座市総合計画前期基本計画の策定の際に試
算した財政見通し（令和４年度(2022 年度)作成）について、令和６年度(2024 年度)に改めて試算することとしており、その試
算結果に加え、今後の財政状況や事業の見直しの取組により変更になる場合があります。 
 

 

第２章 実施計画の計画期間 

第３章 実施計画の掲載対象事業 

３８０事業 
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 第５次新座市総合計画を効果的に推進するため、市長を本部長とする新座市政策推進本部を中心とした全庁的な連携の下、
ＰＤＣＡサイクルに基づき、進行管理を行います。 

また、有識者及び市民により構成された新座市政策評価委員会において、進捗状況や取組成果について報告を行うとともに、
市の取組に対して意見を求めます。 

≪第５次新座市総合計画の推進体制≫ 

        

第４章 実施計画の進行管理 
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第１章 基本政策❶ みんなにやさしく誰もが幸せを感じるまち【福祉健康】                      
 第１節 子育て支援 

施策１ 子ども・子育て支援の充実 ⑴ こども基本法の基本理念に基づいた施策の推進 
⑵ 地域における子育て支援の充実 ⑶ 保育環境の充実 
⑷ 子どもの権利擁護の推進 ⑸ 経済的支援の充実 ⑹ ひとり親家庭福祉の充実 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

地域子育て支援拠点運営 こども支援課 89,222 89,222 89,222 
ファミリー・サポート・センター運営 こども支援課 10,914 10,914 10,914 
子ども・子育て会議 こども支援課 7,161 403 403 
利用者支援（基本型） こども支援課 16,731 16,731 16,731 
子ども家庭総合支援拠点運営 こども支援課 18,850 18,850 18,850 
助産施設入所委託 こども支援課 3,150 3,150 3,150 
出産・子育て応援事業 こども支援課 5,145 5,145 5,145 
児童センター運営管理 こども支援課 67,728 67,786 69,408 
ひとり親家庭等支援 こども支援課 20,682 20,682 20,682 
利用者支援（特定型） 保育課 5,290 5,603 5,753 
市立保育園運営管理 保育課 495,885 497,000 499,000 
市立保育園施設整備 保育課 9,500 1,500 1,500 
法人保育園等管理 保育課 15,558 15,558 15,558 
保育料徴収 保育課 12,669 12,669 12,669 
施設型給付 保育課 487,872 556,866 544,646 
地域型保育給付 保育課 839,957 832,770 825,561 
保育入所委託 保育課 2,973,377 2,972,402 2,963,977 
家庭保育室委託 保育課 5,091 2,090 2,090 
子育てのための施設等利用給付 保育課 573,011 573,011 573,011 
地域子ども・子育て支援 保育課 639,949 639,949 646,349 
幼稚園長時間預り保育補助 保育課 30,900 30,900 30,900 
放課後児童保育室運営管理 保育課 787,888 787,888 787,888 

第５章 実施計画の体系 
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事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

放課後児童保育室施設整備 保育課 10,306 12,381 2,593 
野寺放課後児童保育室整備 保育課 401,828 2,589 0 
こども医療費助成 こども給付課 700,303 692,152 692,152 
児童手当 こども給付課 2,325,238 2,325,238 2,325,238 
児童扶養手当支給 こども給付課 439,785 439,785 439,785 
ひとり親家庭等医療費助成 こども給付課 64,392 60,862 60,862 
児童発達支援センター運営管理 児童発達支援センター 94,028 97,715 98,273 
児童発達支援センター施設整備 児童発達支援センター 1,551 0 0 

 
 第２節 高齢者福祉 

施策１ 高齢者福祉の充実 ⑴ 地域包括ケアシステムの充実・推進と高齢者の権利擁護の推進 
⑵ 高齢者の社会参加と健康づくりの推進 ⑶ 介護サービスの充実と基盤の整備 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

高齢者住宅管理 長寿はつらつ課 6,771 6,817 6,771 
老人クラブ活動支援 長寿はつらつ課 4,449 4,449 4,449 
高齢者いきいき広場管理 長寿はつらつ課 16,083 16,083 16,083 
シルバー人材センター支援 長寿はつらつ課 19,630 19,630 19,712 
老人ホーム入所 長寿はつらつ課 34,255 34,255 34,255 
緊急連絡システム 長寿はつらつ課 40,164 41,643 42,336 
配食サービス 長寿はつらつ課 32,397 33,110 33,839 
寝具乾燥サービス 長寿はつらつ課 1,559 1,559 1,559 
高齢者おむつ等給付 長寿はつらつ課 91,273 99,404 107,535 
重度要介護高齢者手当 長寿はつらつ課 20,400 20,400 20,400 
高齢者移送サービス 長寿はつらつ課 5,226 5,400 5,600 
高齢者保健事業 長寿はつらつ課 5,042 5,042 5,042 
健診費補助金 長寿はつらつ課 95,289 102,911 109,086 
人間ドック受診料補助金 長寿はつらつ課 37,568 40,593 43,042 
埼玉県後期高齢者医療広域連合負担金 長寿はつらつ課 53,650 57,942 61,419 
療養給付費負担金 長寿はつらつ課 1,740,854 1,880,122 1,992,930 
後期高齢者医療事業特別会計繰出金 長寿はつらつ課 435,841 435,841 435,841 
老人福祉センター・第二老人福祉センター運営管理 長寿はつらつ課 99,461 99,591 99,591 
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事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

福祉の里老人福祉センター運営 長寿はつらつ課 2,528 2,528 2,528 
介護予防促進 介護保険課 10,429 9,783 10,429 
高齢者福祉施設整備費補助 介護保険課 54,882 0 0 
介護保険事業特別会計繰出金 介護保険課 1,944,684 1,944,684 1,944,684 
成年後見制度支援 長寿はつらつ課 11,058 11,623 12,123 
介護認定審査会 介護保険課 30,262 30,262 30,262 
認定調査 介護保険課 104,999 104,999 104,999 
趣旨普及業務 介護保険課 1,553 1,553 1,553 
居宅介護サービス給付費 介護保険課 5,469,802 5,469,802 5,469,802 
地域密着型介護サービス給付費 介護保険課 1,490,738 1,490,738 1,490,738 
施設介護サービス給付費 介護保険課 3,349,110 3,349,110 3,349,110 
居宅介護福祉用具給付費 介護保険課 13,922 13,922 13,922 
居宅介護住宅改修費給付費 介護保険課 29,736 29,736 29,736 
居宅介護サービス計画給付費 介護保険課 668,127 668,127 668,127 
介護予防サービス給付費 介護保険課 127,184 127,184 127,184 
地域密着型介護予防サービス給付費 介護保険課 6,919 6,919 6,919 
介護予防福祉用具給付費 介護保険課 3,061 3,061 3,061 
介護予防住宅改修費給付費 介護保険課 16,235 16,235 16,235 
介護予防サービス計画給付費 介護保険課 31,661 31,661 31,661 
高額介護サービス費 介護保険課 312,713 312,713 312,713 
高額医療合算介護サービス費 介護保険課 46,014 46,014 46,014 
特定入所者介護サービス費 介護保険課 234,435 234,435 234,435 
介護予防・生活支援サービス 介護保険課 196,338 203,539 211,007 
介護予防ケアマネジメント 介護保険課 24,571 25,480 26,423 
介護予防普及啓発 介護保険課 6,675 7,453 6,675 
地域介護予防活動支援 介護保険課 1,265 2,245 1,265 
地域包括支援センター事業 介護保険課 236,562 236,562 236,562 
地域ケア会議推進 介護保険課 2,309 2,549 2,669 
在宅医療・介護連携推進 介護保険課 7,086 7,115 7,144 
生活支援体制整備 介護保険課 32,000 32,000 32,000 
認知症地域支援・ケア向上 介護保険課 3,200 3,220 3,120 
家族介護支援 介護保険課 3,375 3,375 3,375 
一般会計繰出金（介護保険課） 介護保険課 10,918 10,918 10,918 
後期高齢者医療広域連合納付金 長寿はつらつ課 2,619,389 2,793,639 2,934,814 
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第３節 障がい者福祉 
施策１ 障がい者福祉の充実 ⑴ こころのバリアフリー化の推進 ⑵ 生活環境のバリアフリー化の推進 

⑶ 福祉サービス推進のための環境の充実 ⑷ 自立と社会参加の支援 
⑸ 保健とリハビリテーションの充実 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

障がい者就労支援センター運営 障がい者福祉課 12,813 12,813 12,813 
医療費助成 障がい者福祉課 303,401 307,260 307,260 
生活介助 障がい者福祉課 42,195 42,195 42,195 
施設入所委託 障がい者福祉課 5,539 5,539 5,539 
社会参加促進 障がい者福祉課 41,509 41,509 41,509 
団体支援 障がい者福祉課 9,297 4,297 4,297 
福祉手当支給 障がい者福祉課 209,781 209,781 209,781 
手話通訳者派遣センター運営 障がい者福祉課 10,541 10,541 10,541 
自立支援 障がい者福祉課 3,442,991 3,839,249 4,290,135 
地域生活支援 障がい者福祉課 200,207 200,207 200,207 
障がい児通所支援 障がい者福祉課 1,418,326 1,792,822 2,276,881 
障がい者施策委員会・地域自立支援協議会 障がい者福祉課 2,237 886 1,557 
朝霞地区一部事務組合負担金 障がい者福祉課 25,219 25,219 25,219 
障がい者福祉センター運営管理 障がい者福祉センター 95,248 95,248 95,248 
福祉の里施設整備 障がい者福祉センター 224,770 0 0 

 
第４節 生活困窮者支援 

施策１ 生活困窮者支援の充実 ⑴ 相談体制の充実 ⑵ 自立と生活の支援 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

中国残留邦人等支援 生活支援課 21,317 21,317 21,317 
生活困窮者自立支援 生活支援課 50,190 50,190 50,190 
生活保護 生活支援課 5,106,988 5,106,988 5,106,988 
一般事務（健康管理支援事業・年金申請支援事業） 生活支援課 49,503 49,503 49,503 
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第５節 健康づくり・保健衛生 

施策１ 健康づくりの推進 ⑴ 健康づくりの推進 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費  
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

健康づくり推進協議会 保健センター 3,984 212 212 
 
施策２ 保健衛生の向上 ⑴ 保健予防の推進 ⑵ 保健・医療の連携強化 ⑶ 感染予防対策の推進 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

保健センター管理 保健センター 16,321 16,321 16,321 
地域医療確保 保健センター 69,127 19,545 19,545 
旧保健センター管理 保健センター 1,589 0 0 
旧保健センター解体 保健センター 11,387 107,796 71,864 
がん検診 保健センター 296,368 296,368 296,368 
保険未加入者健康診査 保健センター 2,694 2,694 2,694 
骨粗しょう症検診 保健センター 3,127 3,127 3,127 
成人歯科検診 保健センター 2,843 2,813 2,813 
予防接種 保健センター 499,744 482,313 482,313 
３０代のからだチェック 保健センター 1,140 1,140 1,140 
利用者支援（母子保健型） 保健センター 10,301 10,301 10,301 
産前・産後サポート 保健センター 2,894 2,894 2,894 
早期不妊・不育症検査費助成 保健センター 1,940 1,940 1,940 
乳幼児相談 保健センター 1,340 1,340 1,340 
乳幼児健康診査 保健センター 23,430 23,423 23,430 
妊婦健康診査 保健センター 107,240 107,240 107,240 
母子訪問指導 保健センター 7,598 7,591 7,598 
未熟児養育支援 保健センター 14,217 14,217 14,217 
出産・子育て応援給付金給付 保健センター 118,717 118,717 118,717 
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第６節 国民健康保険・国民年金 
施策１ 国民健康保険の充実 ⑴ 保険制度の健全な運営 ⑵ 健康増進活動の推進 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

国民健康保険事務 国保年金課 95,347 95,347 95,347 
国民健康保険事業特別会計繰出金 国保年金課 675,668 675,668 675,668 
国民健康保険団体連合会負担金 国保年金課 1,670 1,670 1,670 
国民健康保険中央会負担金 国保年金課 1,088 1,088 1,088 
賦課業務 国保年金課 3,311 3,311 3,311 
一般被保険者療養給付費 国保年金課 8,060,312 8,060,312 8,060,312 
一般被保険者療養費 国保年金課 112,730 112,730 112,730 
一般被保険者高額療養費 国保年金課 1,221,260 1,221,260 1,221,260 
一般被保険者高額介護合算療養費 国保年金課 2,000 2,000 2,000 
出産育児一時金 国保年金課 50,000 50,000 50,000 
葬祭費 国保年金課 11,500 11,500 11,500 
傷病手当金 国保年金課 4,600 4,600 0 
一般被保険者医療給付費分 国保年金課 2,779,449 2,779,449 2,779,449 
一般被保険者後期高齢者支援金等分 国保年金課 1,063,476 1,063,476 1,063,476 
介護納付金分 国保年金課 417,091 417,091 417,091 
特定健康診査等事業 国保年金課 145,500 145,500 145,500 
特定保健指導 国保年金課 8,587 8,587 8,587 
保健衛生普及業務 国保年金課 6,165 6,165 6,165 
疾病予防 国保年金課 40,334 40,334 40,334 

 
施策２ 国民年金制度の推進 ⑴ 制度の周知 ⑵ 相談業務の充実 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

国民年金事務 国保年金課 13,225 13,225 13,225 
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第７節 地域福祉 
施策１ 地域福祉の充実 ⑴ 相談体制・情報提供機能の充実 ⑵ 地域福祉ネットワークづくり 

⑶ 地域で支え合える人材の育成と活動支援 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

市民相談 地域活動推進課 4,290 4,290 4,290 
民生・児童委員業務 福祉政策課 25,039 25,140 25,039 
更生保護 福祉政策課 1,609 1,609 1,609 
社会福祉協議会補助 福祉政策課 131,798 131,798 126,493 
福祉フェスティバル補助 福祉政策課 3,293 3,293 3,293 
生活支援体制整備 福祉政策課 55,836 55,836 55,836 

 

第２章 基本政策❷ 生きる力と生きがいを育むまち【教育文化】                           
第１節 就学前教育 

施策１ 就学前教育の充実 ⑴ 家庭や地域における教育のための学習機会の充実 
⑵ 認定こども園・幼稚園・保育園・小学校の連携の充実 

 
第２節 学校教育 

施策１ 教育内容の充実 ⑴ 確かな学力の育成 ⑵ 豊かな心の育成 ⑶ 健やかな体の育成 ⑷ 特別支援教育の充実 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

教育委員会運営 教育総務課 4,054 4,054 4,054 
林間学校助成（小学校） 学務課 3,068 3,068 3,068 
特別支援教育就学奨励（小学校） 学務課 4,662 4,662 4,662 
生徒派遣費助成 学務課 3,500 3,500 3,500 
林間学校助成（中学校） 学務課 6,422 6,422 6,422 
特別支援教育就学奨励（中学校） 学務課 3,048 3,048 3,048 
学校健康管理 学務課 63,977 63,977 63,977 
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事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

学校環境衛生検査 学務課 2,554 2,554 2,554 
国際理解教育推進 教育支援課 28,529 27,571 27,582 
小学校英語教育推進 教育支援課 33,534 35,276 37,018 
音楽会 教育支援課 2,250 2,250 2,250 
キャリア教育体験 教育支援課 1,128 1,128 1,128 
学校水泳指導委託 教育支援課 23,355 33,319 41,310 
教育相談 教育相談センター 55,003 55,253 55,253 
特別支援教育整備 教育相談センター 140,877 140,877 140,877 
日本語指導員派遣 教育相談センター 2,338 3,709 3,709 

 
施策２ 教育活動の質の向上 ⑴ 教員の指導力の向上 ⑵ 学校・地域・関係機関の連携による学校教育の質の向上 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

小学校運営 教育総務課 62,881 62,881 62,881 
中学校運営 教育総務課 35,427 35,427 35,427 
小中学校用務委託 学務課 40,965 40,965 40,965 
学校教育管理運営支援 学務課 72,687 72,687 72,687 
小学校第一学年副担任 学務課 42,741 42,741 42,741 
教育活動及び学校運営支援（小学校） 学務課 2,324 2,324 2,324 
学校応援団推進 教育支援課 1,246 1,246 1,246 
２１世紀教育研究 教育支援課 3,227 3,227 3,227 
教育副読本整備 教育支援課 8,356 3,632 3,632 

 
施策３ 教育環境の整備・充実 ⑴ 教育施設・制度の充実 ⑵ 地域と共にある学校づくりの整備・充実 

⑶ 就学・進学への支援 ⑷ 学区域の弾力的運用 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

教育ネットワーク整備 教育総務課 399,293 380,115 380,115 
小学校施設管理 教育総務課 143,502 206,229 234,990 
小学校施設修繕 教育総務課 28,000 28,000 28,000 
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事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

小学校施設整備 教育総務課 685,790 3,144,447 3,167,225 
小学校用地借上 教育総務課 16,706 16,706 16,706 
小学校備品整備 教育総務課 20,115 20,115 20,115 
小学校図書整備 教育総務課 10,000 10,000 10,000 
小学校樹木管理 教育総務課 28,671 28,671 28,671 
小学校コンピュータ教育推進 教育総務課 88,392 68,769 68,769 
中学校施設管理 教育総務課 66,752 105,381 116,313 
中学校施設修繕 教育総務課 13,000 13,000 13,000 
中学校施設整備 教育総務課 40,833 79,245 306,858 
中学校用地借上 教育総務課 25,675 25,675 25,675 
中学校備品整備 教育総務課 12,658 12,658 12,658 
中学校図書整備 教育総務課 4,300 4,300 4,300 
中学校樹木管理 教育総務課 9,760 9,760 9,760 
中学校コンピュータ教育推進 教育総務課 34,211 26,937 26,937 
第二中学校校舎長寿命化改修 教育総務課 0 633,754 0 
給食室施設管理 教育総務課 33,047 58,222 58,222 
給食室施設修繕 教育総務課 9,600 9,600 9,600 
給食室施設整備 教育総務課 7,100 9,722 24,282 
奨学金貸付 学務課 1,200 960 480 
修学資金利子補給 学務課 800 1,600 2,400 
コミュニティ・スクール推進 学務課 1,319 1,319 1,319 
要保護及び準要保護児童生徒就学援助（小学校） 学務課 75,434 75,434 75,434 
要保護及び準要保護児童生徒就学援助（中学校） 学務課 70,268 70,268 70,268 
学校給食管理 学務課 16,646 16,646 16,646 
学校給食運営 学務課 83,579 83,439 83,579 
学校給食調理委託 学務課 506,424 541,382 568,450 
学校給食備品整備 学務課 24,000 24,000 24,000 
学校ふるさと支援 教育支援課 2,230 2,230 2,230 
小中学校コンピュータ業務補助員配置 教育支援課 10,363 11,188 12,013 
交通安全活動 教育支援課 52,846 53,398 53,950 
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第３節 青少年健全育成 
施策１ 青少年の健全育成の推進 ⑴ 青少年活動の充実 ⑵ 青少年健全育成活動の支援と担い手の確保 

⑶ 子どもの安全・安心な居場所の充実 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

青少年教育振興基金 生涯学習スポーツ課 2,952 2,952 2,952 
新座っ子ぱわーあっぷくらぶ 生涯学習スポーツ課 3,704 3,704 3,704 
子どもの放課後居場所づくり 生涯学習スポーツ課 161,151 161,151 161,151 

 
第４節 生涯学習 

施策１ 生涯学習の推進 ⑴ 生涯学習機会の充実 ⑵ 生涯学習施設の整備・充実 ⑶ 自主的な活動の支援・充実 
⑷ 学習の成果をいかす仕組みづくり ⑸ 関係機関との連携・協力 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

社会教育団体補助 生涯学習スポーツ課 2,016 2,016 2,016 
新座快適みらい都市市民まつり 生涯学習スポーツ課 1,265 1,703 1,265 
にいざプラスカレッジ 生涯学習スポーツ課 1,009 1,009 1,009 
市民会館運営管理 生涯学習スポーツ課 83,548 83,804 83,765 
市民会館整備 生涯学習スポーツ課 4,974 0 0 
ふるさと新座館ホール運営管理 生涯学習スポーツ課 3,760 3,860 3,860 
公民館施設管理 中央公民館 106,932 106,932 106,932 
公民館施設整備 中央公民館 23,881 0 0 
公民館講座 中央公民館 7,198 7,198 7,198 
社会教育指導員 中央公民館 12,577 12,577 12,577 
ふるさと新座館施設管理 中央公民館 50,645 50,645 50,645 
図書館資料整備 中央図書館 47,797 47,797 47,797 
図書館施設管理 中央図書館 112,338 112,338 112,338 
図書館講座、講習等 中央図書館 738 1,637 1,637 
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第５節 文化芸術 
施策１ 文化芸術活動の振興 ⑴ 文化芸術活動の環境整備 ⑵ 文化芸術活動振興のためのネットワークづくり 

 
施策２ 文化財の保存・活用 ⑴ 文化財保護体制の充実 ⑵ 文化財の保存・活用と施設の整備 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

文化財調査 歴史民俗資料館 48,971 48,971 48,971 
文化財補助 歴史民俗資料館 324 2,794 794 
文化財保存活用 歴史民俗資料館 1,636 2,772 2,403 
睡足軒の森運営管理 歴史民俗資料館 5,274 5,274 5,548 
歴史民俗資料館運営管理 歴史民俗資料館 16,430 16,430 16,430 

 
第６節 スポーツ・レクリエーション 

施策１ スポーツ・レクリエーションの振興 ⑴ スポーツ・レクリエーション活動の推進 ⑵ スポーツ環境の整備 
⑶ スポーツ・レクリエーション振興のための人材育成・活用 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

スポーツ推進 生涯学習スポーツ課 1,629 1,629 1,629 
学校開放 生涯学習スポーツ課 1,986 1,986 1,986 
市民総合体育大会 生涯学習スポーツ課 5,235 5,235 5,235 
スポーツ協会補助 生涯学習スポーツ課 23,491 23,491 23,491 
新座快適みらい都市市民まつり 生涯学習スポーツ課 4,242 3,100 3,100 
市民総合体育館運営管理 生涯学習スポーツ課 122,920 122,920 122,920 
体育館施設整備 生涯学習スポーツ課 594,163 11,407 0 
体育施設運営管理 生涯学習スポーツ課 107,479 103,930 103,930 
体育施設整備 生涯学習スポーツ課 269,959 7,136 160,000 
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第３章 基本政策❸ やすらぎと利便性が共存するまち【都市整備】                          
第１節 都市づくり 

施策１ 計画的なまちづくりの推進 ⑴ 市街地環境の向上 ⑵ 有効な土地利用の推進 
⑶ バリアフリー・ユニバーサルデザインによるまちづくりの推進 
⑷ 景観づくりの推進 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

立地適正化計画策定 都市計画課 14,577 13,387 0 
土地区画整理事業特別会計繰出金 都市計画課 643,478 430,000 460,700 
土地区画整理事業 新座駅北口土地区画整理事務所 1,016,294 710,000 710,000 

 
施策２ 空家等対策体制の充実 ⑴ 空家等の管理意識の高揚 ⑵ 空家等対策体制の整備 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

空家等対策 建築審査課 1,084 1,084 1,084 
 

第２節 公共交通網 
施策１ 公共交通網の充実 ⑴ 都市高速鉄道１２号線の延伸 ⑵ 鉄道利用環境の向上 ⑶ バス利用環境の向上 

⑷ バリアフリー化の推進 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

自転車駐車場管理 交通政策課 17,031 6,238 6,238 
コミュニティバス運行 交通政策課 68,913 67,724 67,724 
路線バス運行支援 交通政策課 8,338 8,338 8,338 
地域公共交通システム 交通政策課 9,627 10,108 453 
都市高速鉄道１２号線延伸促進 地下鉄１２号線延伸促進室 2,097 1,597 1,597 
志木駅南口エレベーター管理 道路管理課 4,043 2,642 4,043 
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施策２ 交通安全の確立 ⑴ 交通安全意識の高揚 ⑵ 安全な交通環境の整備 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

一般事務（交通政策課） 交通政策課 7,418 7,418 7,418 
放置自転車対策 交通政策課 15,141 15,141 15,141 
交通安全推進補助 交通政策課 1,711 1,711 1,711 
道路施設整備 道路管理課 7,479 7,479 7,479 

 
第３節 公園・緑地 

施策１ 良好な自然環境の保全、活用、創出 ⑴ 緑地の保全・活用の推進 ⑵ 緑地空間の創出 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

みどりのボランティア活動 みどりと公園課 1,378 1,378 1,378 
みどりの保全協定緑地等管理 みどりと公園課 26,858 36,858 26,858 
みどりの保全協定緑地等施設整備 みどりと公園課 18,060 34,010 95,600 
緑化推進助成 みどりと公園課 300 1,400 1,400 

 
施策２ 憩いの場となる公園の充実 ⑴ 拠点となる公園の整備 ⑵ 誰もが利用できる公園の充実 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

公園管理 みどりと公園課 158,315 158,315 158,315 
公園施設整備 みどりと公園課 23,375 23,375 23,375 
大和田水辺の丘公園管理 みどりと公園課 28,548 28,548 28,548 
大和田水辺の丘公園施設整備 みどりと公園課 426,804 0 0 
児童遊園管理 みどりと公園課 53,481 53,481 53,481 
児童遊園施設整備 みどりと公園課 21,190 21,190 21,190 
総合運動公園管理 みどりと公園課 74,795 74,795 74,795 
総合運動公園施設整備 みどりと公園課 10,000 2,780 780 
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第４節 道路 
施策１ 道路交通網の整備 ⑴ 道路環境の改善・整備 ⑵ 幹線道路の整備 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

道路拡幅用地取得 道路管理課 90,360 93,000 52,500 
生活道路拡幅用地取得 道路管理課 4,000 4,000 4,000 
都市計画道路保谷秋津線用地取得 道路管理課 105,441 106,000 106,000 
都市計画道路東久留米志木線整備 道路河川課・道路管理課 13,700 173,000 173,000 

 
施策２ 道路管理の充実 ⑴ 道路の維持・補修 ⑵ 橋の維持・補修 ⑶ 私道整備への支援 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

道路管理 道路管理課 139,852 111,574 111,574 
測量調査 道路管理課 4,990 14,951 4,990 
街路事業費負担金 道路管理課 390,651 338,000 338,000 
道路施設管理 道路河川課 95,157 97,297 97,297 
道路維持補修 道路河川課 583,242 575,000 575,000 
道路改良 道路河川課 424,902 102,500 102,500 

 
第５節 河川・水路 

施策１ 治水対策の推進 ⑴ 治水安全対策の促進 ⑵ 雨水流出抑制の推進 
 

施策２ 河川・水路環境の整備 ⑴ 水辺に親しめる環境づくり 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

河川管理 道路河川課 81,744 91,350 91,350 
河川改修 道路河川課 24,000 75,000 75,000 
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第６節 上水道 
施策１ 上水道の安定供給 ⑴ 安定的・継続的な健全経営 ⑵ 供給体制の充実 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

耐震管更新 水道施設課 612,065 673,821 628,181 
浄水場施設設備更新 水道施設課 230,494 150,000 330,000 
水質検査・放射性物質検査 水道施設課 11,545 11,545 11,545 
漏水調査・修繕 水道施設課 47,480 48,668 47,480 

 
第７節 下水道 

施策１ 下水道の整備促進 ⑴ 安定的・継続的な健全経営 ⑵ 汚水排水対策の推進 ⑶ 雨水排水対策の推進 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

排水施設管理 下水道課 4,964 6,114 6,114 
公共下水道事業会計繰出金 下水道課 822,798 813,159 918,478 
汚水排水対策推進 下水道課 444,509 345,000 385,000 
雨水排水対策推進 下水道課 353,500 531,000 847,000 

 

第４章 基本政策❹ にぎわいと環境が調和するまち【市民生活】                           
第１節 地域活動 

施策１ コミュニティ活動の推進 ⑴ 地域コミュニティへの支援 ⑵ コミュニティの拠点整備 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

町内会活動推進 地域活動推進課 23,918 23,918 23,918 
集会所管理 地域活動推進課 82,954 82,954 82,954 
集会所施設整備 地域活動推進課 1,865 1,234 1,234 
ホタル飼育施設維持管理 地域活動推進課 1,027 1,027 1,027 
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施策２ ボランティア・市民活動の推進 ⑴ ボランティア・市民活動の支援 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

ボランティア・地域活動推進 地域活動推進課 2,181 2,181 2,181 
 

施策３ 国際化の推進 ⑴ 国際交流の推進 ⑵ 多文化共生のまちづくり 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

外国人市民のための生活ガイドブック作成 地域活動推進課 1,813 0 0 
 

第２節 地域経済振興 
施策１ 中小企業の経営基盤の強化 ⑴ 中小企業の育成・支援体制の充実 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

中小企業融資 産業振興課 26,171 24,320 24,247 
にいざビジネスサポート 産業振興課 7,388 7,388 7,388 

 
施策２ 商工業の充実 ⑴ 商工業振興の充実 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

商店街活動推進 産業振興課 17,512 17,512 17,512 
商工会補助 産業振興課 14,600 14,600 14,600 
新座快適みらい都市市民まつり 産業振興課 7,016 7,016 7,016 

 
施策３ 都市農業の振興 ⑴ 都市近郊型農業の振興 ⑵ 農地の保全 ⑶ 身近な農業の推進 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

農地土埃防止対策 産業振興課 1,295 1,295 1,295 
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事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

農業振興協議会補助 産業振興課 3,544 3,544 3,544 
都市農業推進対策事業費補助 産業振興課 8,371 8,371 8,371 
片山農産物直売所管理 産業振興課 1,079 1,079 1,079 
新座快適みらい都市市民まつり 産業振興課 2,404 2,404 2,404 
ユニバーサル農業推進 産業振興課 1,130 0 0 

 
施策４ 就労支援体制の充実 ⑴ 就労支援体制の充実 

 
施策５ 豊かで安心できる消費生活 ⑴ 消費者意識の向上 ⑵ 相談支援体制の充実 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

消費生活相談 産業振興課 15,040 15,128 15,233 
 

第３節 環境保全 
施策１ 脱炭素社会の推進 ⑴ 環境負荷の低減と市民意識の高揚 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

ゼロカーボン推進 環境課 143,907 135,377 132,128 
 

施策２ 循環型社会の推進 ⑴ ごみ減量化対策と資源循環の促進 ⑵ ごみ処理体制の充実 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

廃棄物減量化・再資源化促進 環境課 12,209 8,587 8,587 
集団資源回収 環境課 31,779 31,779 31,779 
一般廃棄物（可燃ごみ）収集運搬 環境課 223,106 223,106 223,106 
一般廃棄物（不燃ごみ）収集運搬 環境課 65,531 65,531 65,531 
一般廃棄物（リサイクル資源）収集運搬 環境課 248,855 248,855 248,855 
一般廃棄物（粗大ごみ）収集運搬 環境課 78,658 78,641 78,641 
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事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

動物死体収集運搬 環境課 2,317 2,317 2,317 
志木地区衛生組合負担金 環境課 1,183,937 1,183,937 1,183,937 
ふれあい収集運搬 環境課 19,911 19,911 19,911 

 
第４節 生活環境 

施策１ 安全で快適な環境の創出 ⑴ 公害対策の推進 ⑵ 快適な生活環境の実現 
⑶ 墓園・斎場等の整備・改修の推進 ⑷ 防衛施設・基地周辺環境整備の推進 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

不法投棄対策 環境課 11,373 11,160 11,373 
スズメバチ駆除 環境課 1,950 1,950 1,950 
駅前公衆トイレ管理 環境課 5,375 5,375 5,375 
路上喫煙防止 環境課 1,671 1,671 1,397 
環境ボランティア 環境課 7,204 7,204 7,204 
朝霞地区一部事務組合負担金 環境課 34,085 34,085 34,085 
墓所管理 環境課 161,106 161,106 161,106 
墓所施設整備 環境課 8,215 7,689 7,689 
集会施設管理 環境課 38,325 40,520 38,875 
広域行政 政策課 8,967 3,879 2,092 

 

第５章 基本政策❺ 安全・安心を実感できるまち【安全安心】                            
第１節 危機管理 

施策１ 災害に強いまちづくりの推進 ⑴ 防災意識の啓発と防災行動力の向上 ⑵ 防災体制の充実 
⑶ 消防体制の充実 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

耐震診断・耐震改修等助成 建築審査課 25,482 25,482 25,482 
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事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

宅地耐震化推進事業 都市計画課 2,552 19,008 0 
自主防災組織育成 危機管理室 11,853 8,973 8,973 
防災行政無線等維持管理 危機管理室 4,351 16,351 4,351 
防災行政無線等施設整備 危機管理室 1,199 1,199 960 
災害用指定井戸維持管理 危機管理室 2,645 139 2,645 
災害時復旧対策 危機管理室 1,001 1,001 1,001 
避難拠点運営管理 危機管理室 17,460 15,583 17,015 
街角消火器維持管理 危機管理室 2,490 4,241 3,086 
被災者支援システム 危機管理室 1,468 1,468 1,846 
朝霞地区一部事務組合負担金 危機管理室 1,695,650 1,695,650 1,695,650 
消防団活動 危機管理室 57,817 57,817 57,817 
消防団機械器具等管理 危機管理室 3,522 3,522 3,522 
消防団車庫管理 危機管理室 2,587 1,729 1,729 
消防団車庫整備 危機管理室 115,264 108,116 0 
消防自動車取得 危機管理室 29,440 29,440 29,440 
一般事務（水道会計負担金） 危機管理室 44,260 42,312 42,312 
消防施設管理 危機管理室 4,003 2,639 2,639 

 
施策２ 防犯体制の充実 ⑴ 防犯意識の高揚 ⑵ 防犯体制の整備 ⑶ 犯罪被害者への支援 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

防犯等推進補助 危機管理室 2,174 2,174 2,174 
 

施策３ 危機管理への対応力強化 ⑴ 危機管理への対応力強化 
 

第６章 基本構想の推進のために                                          
第１節 共創のまちづくり 

施策１ 共創によるまちづくりの推進 ⑴ 共創のまちづくりの推進 ⑵ 市民参画の機会の充実  
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⑶ 広聴・広報活動の充実 ⑷ 開かれた市政の推進 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

ホームページ運営 シティプロモーション課 4,625 4,541 4,541 
広報にいざ発行 シティプロモーション課 45,858 52,725 54,032 
秘書広聴業務 秘書広聴課 6,865 6,865 6,865 

 
第２節 人権 

施策１ 人権尊重社会の構築 ⑴ 人権教育の推進 ⑵ 人権啓発・交流の推進 ⑶ 相談・支援体制の充実 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

人権啓発推進 人権推進室 4,115 4,115 4,115 
 

施策２ 多様性を認め合う社会の形成とジェンダー平等の推進 ⑴ 多様性の尊重と配偶者等からの暴力の防止 
⑵ 男女共同参画の推進 
⑶ 男女が共に働きやすい環境づくり 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

福祉相談 福祉政策課 4,018 4,018 4,018 
配偶者暴力相談支援センター 福祉政策課 4,881 4,881 4,881 

 
施策３ 平和意識の高揚 ⑴ 平和意識の高揚 

 
第３節 シティプロモーション 

施策１ 選ばれるまちになるためのシティプロモーションの推進 ⑴ シティプロモーションの推進 
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事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

シティプロモーション推進 シティプロモーション課 4,750 8,354 4,662 
 

施策２ 新座ならではの魅力づくり ⑴ 地域資源をいかした魅力づくり ⑵ 地域ブランドの確立 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

ふるさと納税促進 シティプロモーション課 18,004 18,004 18,004 
祭り振興補助 シティプロモーション課 1,300 1,300 1,300 

 
施策３ まちの魅力を伝え広める仕組みづくり ⑴ 魅力発信の強化 ⑵ シティプロモーションの担い手づくり 

 
第４節 行財政運営 

施策１ 行政の効率化・高度化の推進 ⑴ 行政経営の推進 ⑵ 職員の能力向上と組織の活性化 ⑶ 民間活力の活用 
⑷ ＤＸの推進による業務効率化とサービスの向上 ⑸ 広域連携の推進 
⑹ 公共施設等の適正な管理・整備 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

職員研修 人事課 3,238 3,238 3,238 
職員厚生人間ドック等助成 人事課 5,220 5,220 5,220 
職員健康管理 人事課 6,424 6,424 6,424 
情報系ネットワーク運用 情報システム課（デジタル市役所推進室） 149,421 149,421 149,421 
住基系ネットワーク運用 情報システム課（デジタル市役所推進室） 12,468 12,468 12,468 
地理情報システム（情報システム課） 情報システム課（デジタル市役所推進室） 2,957 2,957 2,957 
地理情報システム（都市計画課） 都市計画課 2,957 2,957 2,957 
電子申請システム 情報システム課（デジタル市役所推進室） 1,053 1,053 1,053 
公共施設予約システム 情報システム課（デジタル市役所推進室） 1,947 1,947 1,947 
ＡＩ・ＲＰＡ活用 情報システム課（デジタル市役所推進室） 2,905 2,905 2,905 
ＤＸ研修 情報システム課（デジタル市役所推進室） 1,089 1,089 1,089 
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事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

情報セキュリティ強化対策 情報システム課（デジタル市役所推進室） 37,466 37,466 37,466 
埼玉県自治体情報セキュリティクラウド 情報システム課（デジタル市役所推進室） 3,219 3,219 3,219 
社会保障・税番号（マイナンバー）制度 情報システム課（デジタル市役所推進室） 8,326 8,326 3,701 
住民基本台帳管理 市民課 40,490 40,490 40,490 
住民基本台帳ネットワークシステム 市民課 23,620 23,620 23,620 
住民情報システム 市民課 24,175 24,175 24,175 
コンビニ交付サービス 市民課 16,056 16,056 16,056 
戸籍管理 市民課 36,547 36,547 36,547 
旅券事務 市民課 70,034 70,034 70,034 
出張所管理 市民課 13,480 13,480 13,480 
公共施設マネジメント推進 公共施設マネジメント課 12,584 8,261 0 
（仮称）三軒屋公園等複合施設整備 （仮称）三軒屋公園等複合施設整備推進室 12,994 32,335 1,292,682 
庁舎管理 管財契約課 247,908 261,518 261,518 
庁舎等整備 管財契約課 12,056 900 900 

 
施策２ 健全な財政の確立 ⑴ 規律ある財政運営の推進 ⑵ 財源の確保 

事業名 所属 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

事業費 
(千円) 

市債元金償還 財政課 4,516,859 4,431,962 5,142,491 
市債利子償還 財政課 155,151 174,271 196,816 
一時借入金利子償還 財政課 1,300 1,300 1,300 
予備費 財政課 100,000 100,000 100,000 
市税等徴収事務 納税課 124,524 124,524 124,524 
市民税等賦課事務 課税課 106,638 106,638 106,638 
固定資産税等賦課事務 課税課 51,561 61,624 52,000 

 
※ 実施計画は、基本計画に掲げる施策を推進するための具体的な事業について記載しています。 

事業が複数の施策領域にまたがる場合は、最も関連がある施策領域に事業の位置付けをしています。 
施策領域「行財政運営」分野においては、上記に記載した事業とは性質の異なる「行財政改革の視点」による取組も並行して行って

いくこととしており、当該取組については、別に定める「新座市行財政改革推進実施計画」に記載しています。 
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【単位：千円】 
基本政策 施策領域 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

基本政策❶ 
みんなにやさしく 

誰もが幸せを感じるまち 
【福祉健康】 

子育て支援 11,156,713 10,794,563 10,765,062 

高齢者福祉 19,849,897 20,144,543 20,428,979 

障がい者福祉 6,044,074 6,587,566 7,523,182 

生活困窮者支援 5,228,581 5,228,581 5,228,581 

健康づくり・保健衛生 1,199,772 1,223,763 1,187,845 

国民健康保険・国民年金 14,714,540 14,714,540 14,709,940 

地域福祉 222,107 222,208 218,936 

基本政策❶ 合計 58,415,684 58,915,764 60,062,525 

基本政策❷ 
生きる力と生きがいを育むまち 

【教育文化】  

就学前教育 32 32 32 

学校教育 3,176,229 6,434,608 6,144,147 

青少年健全育成 168,750 168,750 168,750 

生涯学習 461,119 433,957 433,480 

文化芸術 72,824 76,430 74,335 

スポーツ・レクリエーション 1,132,303 282,033 423,490 

基本政策❷ 合計 5,011,257 7,395,810 7,244,234 

第６章 実施計画における事業費概算 
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※ 事業費は、予算科目「一般事務」及び「職員人件費」等の事務的経費並びに各行政委員会（教育委員会を除く。）の予
算を除いた全ての事業の事業費を指し、一般会計、特別会計及び企業会計の合計です。 

基本政策 施策領域 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

基本政策❸ 
やすらぎと利便性が共存するまち 

【都市整備】 

都市づくり 1,676,618 1,155,656 1,172,969 
公共交通網 142,008 128,606 120,352 
公園・緑地 843,882 436,908 486,498 

道路 1,852,295 1,615,322 1,564,861 
河川・水路 105,744 166,350 166,350 

上水道 901,584 884,034 1,017,206 
下水道 1,625,771 1,695,273 2,156,592 

基本政策❸ 合計 7,147,902 6,082,149 6,684,828 

基本政策❹ 
にぎわいと環境が調和するまち 

【市民生活】  

地域活動 114,660 111,805 112,216 
地域経済振興 107,482 104,589 104,621 

環境保全 2,010,210 1,998,041 1,994,792 
生活環境 280,650 276,973 273,542 

基本政策❹ 合計 2,513,002 2,491,408 2,485,171 
基本政策❺ 

安全・安心を実感できるまち 
【安全安心】  

危機管理 2,027,764 2,038,834 1,902,514 

基本政策❺ 合計 2,027,764 2,038,834 1,902,514 

基本構想の推進のために  

共創のまちづくり 57,537 64,312 65,619 
人権 15,134 15,134 15,134 

シティプロモーション 25,249 29,555 25,078 
行財政運営 5,806,184 5,767,942 7,738,853 

基本構想の推進のために 合計 5,904,104 5,876,943 7,844,684 
合計  81,019,713 82,800,908 86,223,956 
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 第１章 基本政策❶ 福祉健康  
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施策１ 子ども・子育て支援の充実 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

地域子育
て支援拠
点運営 

こど
も支
援課 

核家族化及び地域社会の希薄化による子育ての孤立化
や保護者の不安感等、子育てを巡る課題に対応するた 
め、地域の身近な場所に地域子育て支援拠点を設置し、 
乳幼児のいる子育て中の親子の交流や育児相談、情報
提供等を実施する。 

地域子育て支援セ 
ンター（１１か所） 

89,222 地域子育て支援セ 
ンター（１１か所）

89,222 地域子育て支援セ 
ンター（１１か所）

89,222 

ファミリ
ー・サポ
ート・セ
ンター運
営 

こど
も支
援課 

ファミリー・サポート・センターを運営し、地域での
子育てを支援する。センターには会員間の調整や仲介
を行うアドバイザーを配置し、相互援助による活動を
支援するとともに事業の周知、啓発、会員募集や会員
情報の管理、講習会、会報誌の発行、交流会等を実施
することにより子育てしやすい環境づくりを図る。 

・会員の募集、登
録 
・援助活動の支援 
・入会説明会、講
習会、研修会 
・会員間の交流の
支援 

10,914 ・会員の募集、登
録 
・援助活動の支援 
・入会説明会、講
習会、研修会 
・会員間の交流の
支援 

10,914 ・会員の募集、登
録 
・援助活動の支援 
・入会説明会、講
習会、研修会 
・会員間の交流の
支援 

10,914 

子ども・
子育て会
議 

こど
も支
援課 

新座市子ども・子育て会議において、新座市子ども・
子育て支援事業計画の推進に関し必要な事項及び当該
計画の実施状況を調査審議する。 
また、令和７年度からを計画期間とする第３次新座市
子ども・子育て支援事業計画の策定を行う。 

・新座市子ども・
子育て会議の開催
（5 回） 
・第 3 次新座市子
ども・子育て支援
事業計画の策定 

7,161 ・新座市子ども・
子育て会議の開催
（3 回） 

403 ・新座市子ども・
子育て会議の開催
（3 回） 

403 

利用者支
援（基本
型） 

こど
も支
援課 

子育て世代包括支援体制の整備に向けて、子どもとそ
の保護者に対し、地域の身近な場所で子ども・子育て
支援に関する情報提供や相談・助言、また、地域資源
の発掘や関係機関との連携・調整等総合的に行う子育
て支援コーディネーターを配置する。 

基本型３か所 16,731 基本型３か所 16,731 基本型３か所 16,731 

子ども家
庭総合支
援拠点運
営 

こど
も支
援課 

子どもとその家庭の支援に係る業務全般（実情の把握、 
情報の提供、相談等への対応、総合調整）を行う子ど
も家庭総合支援拠点を設置し、運営する。 

電話・面接・家庭
訪問による相談 
心理相談・言語相
談 

18,850 電話・面接・家庭
訪問による相談 
心理相談・言語相
談 

18,850 電話・面接・家庭
訪問による相談 
心理相談・言語相
談 

18,850 

助産施設
入所委託 

こど
も支
援課 

経済的理由により入院助産を受けられない場合に、児
童福祉法第２２条に基づき助産施設に入所措置をし、
助産の援助を行う。                 
助産施設は、第１種助産施設（病院）と第２種助産施
設（助産院）に分類され、原則として入所は県指定の
病院･助産院とする。 

助産施設入所措置 3,150 助産施設入所措置 3,150 助産施設入所措置 3,150 

第１節 子育て支援  関連する  
 ＳＤＧｓ 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

出産・子
育て応援
事業 

こど
も支
援課 

埼玉県が行うコバトンベビーギフト事業と連携し、令
和５年４月以降に生まれた子どもに対して１人当たり
５，０００円分の育児用品を贈呈する。 

子育てファミリー
応援事業 

5,145 子育てファミリー
応援事業 

5,145 子育てファミリー
応援事業 

5,145 

児童セン
ター運営
管理 

こど
も支
援課 

新座市児童センター及び福祉の里児童センターにおい
て、児童の健康を増進し、情操を豊かにするとともに
地域の児童健全育成に関する組織活動の育成支援を図
る等、児童の健全育成に関する事業を総合的に行う。 
ＮＰＯ法人新座子育てネットワークを指定管理者とす
る（令和５年度〜令和９年度）。 

・児童センターの
管理運営（指定管
理） 

67,728 ・児童センターの
管理運営（指定管
理） 

67,786 ・児童センターの
管理運営（指定管
理） 

69,408 

ひとり親
家庭等支
援 

こど
も支
援課 

ひとり親家庭等の生活の安定と向上のために相談に応
じ、自立に必要な情報の提供、指導及び次の支援を行
う。 
就業支援内容 
ひとり親自立支援プログラム策定事業／ひとり親家庭
自立支援教育訓練給付金事業／ひとり親家庭高等職業
訓練促進給付金等事業 

自立に必要な情報
の提供、指導及び
支援の実施 

20,682 自立に必要な情報
の提供、指導及び
支援の実施 

20,682 自立に必要な情報
の提供、指導及び
支援の実施 

20,682 

利用者支
援（特定
型） 

保育
課 

子育て世代包括支援体制の整備に向けて、引き続き市
役所に保育コンシェルジュを配置し、保育施設の利用
相談を中心に子ども・子育て支援に関する情報提供や
相談・助言、関係機関との連絡調整を行う。 

利用者支援専門員
の配置 

5,290 利用者支援専門員
の配置 

5,603 利用者支援専門員
の配置 

5,753 

市立保育
園運営管
理 

保育
課 

児童福祉法第２４条の規定に基づき、保護者の労働又
は疾病等により家庭で保育できない児童を保護者に代
わって保育する。 

市立保育園６園の
運営管理 

495,885 市立保育園６園の
運営管理 

497,000 市立保育園６園の
運営管理 

499,000 

市立保育
園施設整
備 

保育
課 

市立保育園の保育環境を改善するため、施設・設備の
改修工事等を行う。 

公立保育園Ｗｉ−
Ｆｉ整備工事 
市立保育園改修工
事 
備品購入 

9,500 市立保育園改修工
事 

1,500 市立保育園改修工
事 

1,500 

法人保育
園等管理 

保育
課 

法人保育園等のうち市有施設の管理及び用地の転貸を
行う。 
１ 建物 栗原保育園／北野の森保育園／新堀保育園 
２ 用地の転貸 
妙音沢もみじ保育園／白梅第二保育園／竹の子保育園 
／みどりの丘の保育園／まこと保育園／新堀保育園 

法人保育園の土地
建物借上 

15,558 法人保育園の土地
建物借上 

15,558 法人保育園の土地
建物借上 

15,558 

保育料徴
収 

保育
課 

市立保育園及び法人保育園の入所児童保護者負担金の
徴収を行う。 

負担金の徴収 12,669 負担金の徴収 12,669 負担金の徴収 12,669 

施設型給
付 

保育
課 

子ども・子育て支援法第６５条第２号の規定に基づき、 
特定教育及び保育施設に対し、施設型給付費を支給す
る。 

特定教育・保育施
設への施設型給付
費の支給 

487,872 特定教育・保育施
設への施設型給付
費の支給 

556,866 特定教育・保育施
設への施設型給付
費の支給 

544,646 

地域型保
育給付 

保育
課 

子ども・子育て支援法第６５条第２号の規定に基づき、 
特定地域型保育事業者に対し、地域型保育給付費を支
給する。 

特定地域型保育事
業者への地域型保
育給付費の支給 

839,957 特定地域型保育事
業者への地域型保
育給付費の支給 

832,770 特定地域型保育事
業者への地域型保
育給付費の支給 

825,561 



- 34 - 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

保育入所
委託 

保育
課 

児童福祉法第２４条の規定に基づく保育業務を行う社
会福祉法人等の設置する民間保育所に対し、子ども・
子育て支援法第６５条第２号の規定に基づき、保育の
実施に要する費用を支給する。 

民間保育所への保
育入所委託費の支
給 

2,973,377 民間保育所への保
育入所委託費の支
給 

2,972,402 民間保育所への保
育入所委託費の支
給 

2,963,977 

家庭保育
室委託 

保育
課 

保護者の就労又は疾病等により保育を必要とする乳幼
児の保育を家庭保育室に委託する。 

新座市家庭保育室
委託事業実施要綱
に基づく委託 

5,091 新座市家庭保育室
委託事業実施要綱
に基づく委託 

2,090 新座市家庭保育室
委託事業実施要綱
に基づく委託 

2,090 

子育ての
ための施
設等利用
給付 

保育
課 

幼児教育・保育の無償化に伴い、無償化の対象となる
保護者負担の施設等利用費の給付を行う。 

幼児教育・保育の
無償化対象施設及
び利用者に対して
の施設等利用費の
支給 

573,011 幼児教育・保育の
無償化対象施設及
び利用者に対して
の施設等利用費の
支給 

573,011 幼児教育・保育の
無償化対象施設及
び利用者に対して
の施設等利用費の
支給 

573,011 

地域子ど
も・子育
て支援 

保育
課 

保育に対するニーズが多様化する中で、幼稚園、保育
所、認定こども園、地域型保育事業の保育水準維持と
振興を図るため、事業者に対し、次の補助を行う。 
運営改善費補助／特別保育事業補助／一時預かり事業
補助／延長保育事業補助／病児・病後児保育事業補助
／保育士宿舎借上支援事業補助／実費徴収に係る補足
給付事業補助／多様な集団活動事業利用支援補助／保
育対策総合支援事業費補助 

各種補助金の交付 639,949 各種補助金の交付 639,949 各種補助金の交付 646,349 

幼稚園長
時間預り
保育補助 

保育
課 

保育需要の増大、多様化する保育ニーズに対応するた
め、幼稚園において、教育時間の前後の時間並びに春
季、夏季及び冬季休園期間中の預り保育を実施する市
内の私立幼稚園に対し、助成を行う。 

事業実施４園に対
して事業費補助金
の交付 
第一新座幼稚園 
片山幼稚園 
こばとの森幼稚園 
わかのび幼稚園 

30,900 事業実施４園に対
して事業費補助金
の交付 
第一新座幼稚園 
片山幼稚園 
こばとの森幼稚園 
わかのび幼稚園 

30,900 事業実施４園に対
して事業費補助金
の交付 
第一新座幼稚園 
片山幼稚園 
こばとの森幼稚園 
わかのび幼稚園 

30,900 

放課後児
童保育室
運営管理 

保育
課 

保護者の就労等により、放課後に常時留守家庭となっ 
ている就学児童を対象に保育を行い、健全育成を図る。 
なお、市内放課後児童保育室１７室（全小学校に各１
室）の運用については、社会福祉法人新座市社会福祉 
協議会（８室）及びシダックス大新東ヒューマンサー 
ビス株式会社（９室）を指定管理者とする（令和６年 
度〜令和１０年度）。 

１７保育室で実施 787,888 １７保育室で実施 787,888 １７保育室で実施 787,888 

放課後児
童保育室
施設整備 

保育
課 

放課後児童保育室の保育環境を改善するため、施設・
設備の改修等を行う。 
⑴片山放課後児童保育室トイレ改修工事設計業務委託 
⑵西堀放課後児童保育室トイレ改修工事設計業務委託 
⑶西堀放課後児童保育室トイレ改修工事 

放課後児童保育室
トイレ改修工事設
計業務委託及びト
イレ改修工事 
放課後児童保育室
改修工事 

10,306 放課後児童保育室
トイレ改修工事 
放課後児童保育改
修工事 

12,381 放課後児童保育室
改修工事 

2,593 

野寺放課
後児童保
育室整備 

保育
課 

既存の野寺放課後児童保育室の狭あい化を解消するた
め、野寺小学校敷地内に新たに放課後児童保育室を整
備する。 

保育室整備のため
の建設工事 

401,828 保育室引っ越しの
ための委託料及び
備品購入費等 

2,589 
 

0 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

こども医
療費助成 

こど
も給
付課 

１８歳（通院は１５歳）までの児童が必要とする医療
を容易に受けられるよう、児童の保護者に対し、医療
費（保険診療の一部負担金）を助成する。 
※対象年齢について、令和６年７月診療分から通院も
１８歳に拡大 

対象児童の医療費
（保険診療の一部
負担金）の助成 

700,303 対象児童の医療費
（保険診療の一部
負担金）の助成 

692,152 対象児童の医療費
（保険診療の一部
負担金）の助成 

692,152 

児童手当 こど
も給
付課 

次世代の社会を担う児童の健やかな育ちを支援するた
め、中学校修了までの児童を養育する者に児童手当・
特例給付を支給する。（所得制限あり） 

児童手当及び特例
給付の支給 

2,325,238 児童手当及び特例
給付の支給 

2,325,238 児童手当及び特例
給付の支給 

2,325,238 

児童扶養
手当支給 

こど
も給
付課 

ひとり親家庭等で育つ１８歳までの児童（障がいのあ
る児童は２０歳未満）が安定した環境で健やかに成長
することを支援するため、児童を養育している父又は
母、養育者に対し、児童扶養手当を支給する。（所得
制限あり） 

児童扶養手当の支
給 

439,785 児童扶養手当の支
給 

439,785 児童扶養手当の支
給 

439,785 

ひとり親
家庭等医
療費助成 

こど
も給
付課 

１８歳までの児童（障がいのある児童は２０歳未満）
を養育するひとり親家庭等が安心して医療を受けられ
るよう、医療費（保険診療の一部負担金）を助成す
る。（所得制限及び一部自己負担あり） 
※令和６年６月診療分から自己負担金を廃止 

ひとり親家庭等の
医療費（保険診療
の一部負担金）の
助成 

64,392 ひとり親家庭等の
医療費（保険診療
の一部負担金）の
助成 

60,862 ひとり親家庭等の
医療費（保険診療
の一部負担金）の
助成 

60,862 

児童発達
支援セン
ター運営
管理 

児童
発達
支援
セン
ター 

児童福祉法に基づき、障がい児に対し、児童発達支援
を行うとともに、心身の発達に遅れ又は心配があると
思われる児童及び保護者への支援を行う。 
また、保護者からの子どもの発達や成長に関する相談
を受け、支援を行うとともに、保育所等訪問支援とし
て、保育所等を訪問し、障がい児に対して集団生活へ
の適応のための専門的な支援を行う。 

児童発達支援事業
（通園）の実施 
保育所等訪問支援
事業の実施 
各種相談支援体制
の整備・充実 

94,028 児童発達支援事業
（通園）の実施 
保育所等訪問支援
事業の実施 
各種相談支援体制
の充実 

97,715 児童発達支援事業
（通園）の実施 
保育所等訪問支援
事業の実施 
各種相談支援体制
の充実 

98,273 

児童発達
支援セン
ター施設
整備 

児童
発達
支援
セン
ター 

児童発達支援センター（アシタエール）の施設・設備
の改修工事を行う。 

プール目隠し及び
日除け設置工事 
電話機・ひかり回
線増設工事 

1,551 
 

0 
 

0 
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施策１ 高齢者福祉の充実 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

高齢者住
宅管理 

長寿
はつ
らつ
課 

住宅に困窮しているひとり暮らしの高齢者（６５
歳以上）を対象として、生活の安定と福祉の増進
を図るため、所得に応じた家賃で市の高齢者住宅
を提供する。 

提供する高齢者住
宅の維持・管理 

6,771 提供する高齢者住
宅の維持・管理 

6,817 提供する高齢者住宅
の維持・管理 

6,771 

老人クラ
ブ活動支
援 

長寿
はつ
らつ
課 

老後の生活を健康で豊かなものにするため、地域
の高齢者が集まり、様々な文化活動や社会参加活 
動を通じて教養の向上や健康増進を図るとともに、 
地域社会との交流の場を提供する老人クラブ活動
に対し、助成を行う。 

連合会及び単位ク
ラブに対する活動
事業費の助成 

4,449 連合会及び単位ク
ラブに対する活動
事業費の助成 

4,449 連合会及び単位クラ
ブに対する活動事業
費の助成 

4,449 

高齢者い
きいき広
場管理 

長寿
はつ
らつ
課 

高齢者の健康の保持増進及び介護予防を図るため、 
趣味活動や仲間づくり、世代間交流の場として、
地域の高齢者が気軽に憩える高齢者いきいき広場
の充実を図る。 

高齢者の健康づく
り、介護予防、仲
間づくりの場とし
て体操や趣味活動
の実施 
※ 令和６年度か
ら、新座市社会福
祉協議会に管理運
営を委託 

16,083 高齢者の健康づく
り、介護予防、仲
間づくりの場とし
て体操や趣味活動
の実施 
※ 令和６年度か
ら、新座市社会福
祉協議会に管理運
営を委託 

16,083 高齢者の健康づく
り、介護予防、仲間
づくりの場として体
操や趣味活動の実施 
※ 令和６年度か
ら、新座市社会福祉
協議会に管理運営を
委託 

16,083 

シルバー
人材セン
ター支援 

長寿
はつ
らつ
課 

定年退職などにより引退した高齢者を会員として、 
就業の場を提供することにより、高齢者に働きが
いと生きがいを与えるとともに、活力ある地域社 
会 づ く り を 目 的 と す る 公 益 社 団 法 人 新 座 市 シ ル 
バー人材センターに対し、運営費の一部について
助成を行う。 

シルバー人材セン
ター運営に係る人
件費の助成 

19,630 シルバー人材セン
ター運営に係る人
件費の助成 

19,630 シルバー人材センタ
ー運営に係る人件費
の助成 

19,712 

老人ホー
ム入所 

長寿
はつ
らつ
課 

自分の身の回りのことができる６５歳以上の高齢
者（特別な場合は６０歳以上）で、環境上及び経
済的な理由により、自宅での生活が困難な者を養 
護 老 人 ホ ー ム に 、 ま た 、 ６ ５ 歳 以 上 の 高 齢 者 で 
あって、やむを得ない事由により自宅で生活でき
ない者を特別養護老人ホーム等に入所措置する。 
 

老人ホーム入所判
定委員会の開催 
老人ホーム等への
入所委託 

34,255 老人ホーム入所判
定委員会の開催 
老人ホーム等への
入所委託 

34,255 老人ホーム入所判定
委員会の開催 
老人ホーム等への入
所委託 

34,255 

第２節 高齢者福祉  関連する  
 ＳＤＧｓ 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

緊急連絡
システム 

長寿
はつ
らつ
課 

６５歳以上のひとり暮らしの高齢者や高齢者世帯
を対象として、急病や事故等緊急事態時に子機の
ボタンを押すと、自動的に埼玉県南西部消防局指
令センターに通報され、直ちに救急活動が行われ
る緊急連絡システム機器を対象者宅に設置する。 

緊急連絡システム
事業の実施 

40,164 緊急連絡システム
事業の実施 

41,643 緊急連絡システム事
業の実施 

42,336 

配食サー
ビス 

長寿
はつ
らつ
課 

おおむね６５歳以上のひとり暮らしの高齢者又は
高齢者世帯を対象として、月曜日から土曜日まで
の週６日の範囲内で、安否確認を兼ねて昼食の宅
配を行う。 

高齢者配食サービ
ス事業の実施 

32,397 高齢者配食サービ
ス事業の実施 

33,110 高齢者配食サービス
事業の実施 

33,839 

寝具乾燥
サービス 

長寿
はつ
らつ
課 

おおむね６５歳以上のひとり暮らしの高齢者又は
寝たきりの高齢者のいる世帯で、自宅において寝
具を干すことができない者を対象として、布団乾
燥車を派遣して寝具乾燥を行う。 

寝具乾燥サービス
事業の実施 

1,559 寝具乾燥サービス
事業の実施 

1,559 寝具乾燥サービス事
業の実施 

1,559 

高齢者お
むつ等給
付 

長寿
はつ
らつ
課 

要介護１〜５に該当する、６５歳以上の常時失禁
状態の高齢者で、全ての世帯員の市民税所得割額
が４７，８００円以下の者に対し、おむつ等の給
付を行う。 

高齢者おむつ等給
付事業の実施 

91,273 高齢者おむつ等給
付事業の実施 

99,404 高齢者おむつ等給付
事業の実施 

107,535 

重度要介
護高齢者
手当 

長寿
はつ
らつ
課 

６５歳以上の要介護４又は５に該当する高齢者で、 
全ての世帯員の市民税が非課税の者を対象として、 
年３回（４月・８月・１２月）、月額５，０００
円の重度要介護高齢者手当を支給する。 

重度要介護高齢者
手当支給事業の実
施 

20,400 重度要介護高齢者
手当支給事業の実
施 

20,400 重度要介護高齢者手
当支給事業の実施 

20,400 

高齢者移
送サービ
ス 

長寿
はつ
らつ
課 

介護保険施設に入所していない要介護３、４又は
５に該当する６５歳以上の寝たきりの状態等にあ 
る 高 齢 者 で 、 全 て の 世 帯 員 の 市 民 税 所 得 割 額 が 
４７，８００円以下の者を対象として、寝台や車
椅子に乗りながら乗降できる移送用車両による移
送サービスを利用した場合に、費用の９割を助成
する（ただし、通院等に関する利用に限る。）。 

高齢者移送サービ
ス費助成事業の実
施 

5,226 高齢者移送サービ
ス費助成事業の実
施 

5,400 高齢者移送サービス
費助成事業の実施 

5,600 

高齢者保
健事業 

長寿
はつ
らつ
課 

高齢者の心身の特性に応じ、健康管理及び疾病の
予防に係る被保険者の自助努力についての支援、
その他の被保険者の健康の保持増進を図ることを
目的とし、埼玉県後期高齢者医療広域連合からの
委託を受け、高齢者の保健事業と介護予防の一体
的な実施事業を行う。  

健診結果の分析･支
援対象者の把握 
高齢者に対する個
別的支援（ハイリ
スクアプローチ） 
通いの場等への積
極的な関与等（ポ
ピュレーションア
プローチ） 

5,042 健診結果の分析･支
援対象者の把握 
高齢者に対する個
別的支援（ハイリ
スクアプローチ） 
通いの場等への積
極的な関与等（ポ
ピュレーションア
プローチ） 

5,042 健診結果の分析･支
援対象者の把握 
高齢者に対する個別
的支援（ハイリスク
アプローチ） 
通いの場等への積極
的な関与等（ポピュ
レーションアプロー
チ） 

5,042 

健診費補
助金 

長寿
はつ
らつ
課 

後期高齢者医療被保険者の疾病の早期発見及び予
防のため、市の指定医療機関で行う健康診査の受
診料の自己負担額を助成する。 

健康診査補助金 
年度内 1 人 1 回 
13,541 円 

95,289 健康診査補助金 
年度内 1 人 1 回 
13,541 円 

102,911 健康診査補助金 
年度内 1 人 1 回 
13,541 円 

109,086 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

人間ドッ
ク受診料
補助金 

長寿
はつ
らつ
課 

後期高齢者医療被保険者の疾病の早期発見及び予
防のため、市の指定医療機関で行う人間ドックの
受診料の一部を助成する。 

人間ドック受診料
補助金 
年度内 1 人 1 回 
36,019 円 

37,568 人間ドック受診料
補助金 
年度内 1 人 1 回 
36,019 円 

40,593 人間ドック受診料補
助金 
年度内 1 人 1 回 
36,019 円 

43,042 

埼玉県後
期高齢者
医療広域
連合負担
金 

長寿
はつ
らつ
課 

後期高齢者医療制度を運営するために設立された
埼玉県後期高齢者医療広域連合の共通経費を加盟
する県内全市町村で負担する。 

埼玉県後期高齢者
医療広域連合の共
通経費の負担 

53,650 埼玉県後期高齢者
医療広域連合の共
通経費の負担 

57,942 埼玉県後期高齢者医
療広域連合の共通経
費の負担 

61,419 

療養給付
費負担金 

長寿
はつ
らつ
課 

高齢者の医療の確保に関する法律に定められた負
担率に基づき、埼玉県後期高齢者医療広域連合に
対して、後期高齢者医療費を負担する。 
 市負担率 １／１２ 

療養給付費負担金 1,740,854 療養給付費負担金 1,880,122 療養給付費負担金 1,992,930 

後期高齢
者医療事
業特別会
計繰出金 

長寿
はつ
らつ
課 

後期高齢者医療事業特別会計に係る繰出金 
高齢者の医療の確保に関する法律に定められた負
担率に基づき、保険料減額分を一般会計において
負担する。 
市負担率 １／４ 

保険基盤安定繰出
金 
県負担率 ３／４ 
市負担率 １／４ 

435,841 保険基盤安定繰出
金 
県負担率 ３／４ 
市負担率 １／４ 

435,841 保険基盤安定繰出金 
県負担率 ３／４ 
市負担率 １／４ 

435,841 

老人福祉
センタ
ー・第二
老人福祉
センター
運営管理 

長寿
はつ
らつ
課 

高齢者を対象に、各種の相談に応じるとともに、
健康の増進、教養の向上及びレクリエーション等
のサービスを総合的に提供するため、老人福祉セ
ンターの充実を図る。 

レクリエーション
や各種趣味の教室
を設けて、健康の
増進や教養の向
上、仲間づくりの
場の提供するとと
もに、高齢者への
各種相談を実施 
 

99,461 レクリエーション
や各種趣味の教室
を設けて、健康の
増進や教養の向
上、仲間づくりの
場の提供するとと
もに、高齢者への
各種相談を実施 

99,591 レクリエーションや
各種趣味の教室を設
けて、健康の増進や
教養の向上、仲間づ
くりの場の提供する
とともに、高齢者へ
の各種相談を実施 

99,591 

福祉の里
老人福祉
センター
運営 

長寿
はつ
らつ
課 

高齢者を対象に、各種の相談に応じるとともに、
健康の増進、教養の向上及びレクリエーション等
のサービスを総合的に提供するため、老人福祉セ
ンターの充実を図る。 

レクリエーション
や各種趣味の教室
を設けて、健康の
増進や教養の向
上、仲間づくりの
場の提供するとと
もに、高齢者への
各種相談を実施 
 
 

2,528 レクリエーション
や各種趣味の教室
を設けて、健康の
増進や教養の向
上、仲間づくりの
場の提供するとと
もに、高齢者への
各種相談を実施 

2,528 レクリエーションや
各種趣味の教室を設
けて、健康の増進や
教養の向上、仲間づ
くりの場の提供する
とともに、高齢者へ
の各種相談を実施 

2,528 

介護予防
促進 

介護
保険
課 

介護予防を促進していくため、次の事業を実施す
る。 
地域活動マップの作成・配布／歩き方測定会の実
施／介護予防活動実践講座の実施／介護予防普及
啓発冊子の配布／にいざの元気推進員活動グルー
プへのフォローアップの実施 

地域活動マップ作
成・配布 
歩き方測定会実施 
介護予防活動実践
講座実施 
介護予防普及啓発

10,429 地域活動マップ作
成・配布 
歩き方測定会実施 
介護予防普及啓発
冊子配布 

9,783 地域活動マップ作
成・配布 
歩き方測定会実施 
介護予防活動実践講
座実施 
介護予防普及啓発冊

10,429 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

冊子配布 
にいざの元気推進
員活動グループへ
のフォローアップ
の実施 

子配布 
にいざの元気推進員
活動グループへのフ
ォローアップの実施 

高齢者福
祉施設整
備費補助 

介護
保険
課 

埼玉県地域密着型サービス等整備助成事業費等補
助金を財源とし、令和６年度に移転を予定してい
る認知症高齢者グループホーム（１施設）の整備
及び開設準備にかかる費用の一部を補助する。 

地域密着型サービ
ス施設等の整備及
び開設準備に係る
費用の一部を補助 

54,882 
 

0 
 

0 

介護保険
事業特別
会計繰出
金 

介護
保険
課 

介護保険事業特別会計に係る繰出金 
介護保険法に定められた負担率に基づき、介護給
付費及び地域支援事業費の一部を、また、介護認
定事務、一般管理事務及び介護保険料の賦課業務
等に係る事務経費等については全額を、一般会計
において負担する。低所得者（第１段階、第２段
階及び第３段階）の保険料軽減に要する費用を負
担する（国１／２、県１／４、市１／４）。 

介護給付費繰出金 
介護認定事務費繰
出金 
一般事務費繰出金 
低所得者保険料軽
減負担金繰出金 
地域支援事業繰出
金（総合事業） 
等 

1,944,684 介護給付費繰出金 
介護認定事務費繰
出金 
一般事務費繰出金 
低所得者保険料軽
減負担金繰出金 
地域支援事業繰出
金（総合事業） 
等 

1,944,684 介護給付費繰出金 
介護認定事務費繰出
金 
一般事務費繰出金 
低所得者保険料軽減
負担金繰出金 
地域支援事業繰出金
（総合事業） 等 

1,944,684 

成年後見
制度支援 

長寿
はつ
らつ
課 

成年後見制度の利用促進を図るため、成年後見制
度の審判請求を行った低所得者等に対し、申立費
用や後見人等に対する報酬の助成を行う。 
また、市長が成年後見（補助・保佐・後見）の審
判請求を行う際の事務手続の一部を委託する。 

助成（申立費用
（本人・親族申立
て）、後見人等に
対する報酬） 
申立費用負担（市
長申立てのみ） 
申立て事務委託 

11,058 助成（申立費用
（本人・親族申立
て）、後見人等に
対する報酬） 
申立費用負担（市
長申立てのみ） 
申立て事務委託 

11,623 助成（申立費用（本
人・親族申立て）、
後見人等に対する報
酬） 
申立費用負担（市長
申立てのみ） 
申立て事務委託 

12,123 

介護認定
審査会 

介護
保険
課 

介護を必要とする被保険者からの申請に基づき、
要介護及び要支援の認定について介護認定審査会
を開催し、審査判定業務を実施する。 

介護認定審査会の
開催 
認定申請受付・結
果通知等 
 

30,262 介護認定審査会の
開催 
認定申請受付・結
果通知等 

30,262 介護認定審査会の開
催 
認定申請受付・結果
通知等 

30,262 

認定調査 介護
保険
課 

要介護及び要支援の認定に当たり、申請者の心身
の状況等に関する７４項目について認定調査を実
施する。 

認定調査 
主治医意見書作成
依頼 
 

104,999 認定調査 
主治医意見書作成
依頼 

104,999 認定調査 
主治医意見書作成依
頼 

104,999 

趣旨普及
業務 

介護
保険
課 

介護保険制度の趣旨普及のため、制度説明用資料
としてパンフレットを作成し、新規申請者等に配
布する。 

介護保険制度啓発
用パンフレット、
介護保険料納入通
知書同封パンフレ
ット、介護保険被
保険者証同封パン
フレット、介護保
険負担割合証同封
パンフレットの作
成 

1,553 介護保険制度啓発
用パンフレット、
介護保険料納入通
知書同封パンフレ
ット、介護保険被
保険者証同封パン
フレット、介護保
険負担割合証同封
パンフレットの作
成 

1,553 介護保険制度啓発用
パンフレット、介護
保険料納入通知書同
封パンフレット、介
護保険被保険者証同
封パンフレット、介
護保険負担割合証同
封パンフレットの作
成 

1,553 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

居宅介護
サービス
給付費 

介護
保険
課 

介護保険法第４１条の規定に基づき、要介護者が
利用した居宅サービスの費用について、自己負担
分を除く９割分（一定以上所得者の場合、７割又
は８割分）をサービス提供事業者に支払う。 

居宅介護サービス
給付 

5,469,802 居宅介護サービス
給付 

5,469,802 居宅介護サービス給
付 

5,469,802 

地域密着
型介護サ
ービス給
付費 

介護
保険
課 

介護保険法第４２条の２の規定に基づき、要介護 
者が利用した地域密着型サービスの費用について、 
自己負担分を除く９割分（一定以上所得者の場合、 
７割又は８割分）をサービス提供事業者に支払う。 

地域密着型介護 
サービス給付 

1,490,738 地域密着型介護 
サービス給付 

1,490,738 地域密着型介護 
サービス給付 

1,490,738 

施設介護
サービス
給付費 

介護
保険
課 

介護保険法第４８条の規定に基づき、要介護者が
利用した施設サービスの費用について、自己負担
分を除く９割分（一定以上所得者の場合、７割又
は８割分）をサービス提供事業者に支払う。 

施設介護サービス
給付 

3,349,110 施設介護サービス
給付 

3,349,110 施設介護サービス給
付 

3,349,110 

居宅介護
福祉用具
給付費 

介護
保険
課 

介護保険法第４４条の規定に基づき、要介護者が
特定福祉用具を購入した費用について、自己負担
分を除く９割分（一定以上所得者の場合、７割又
は８割分）を支給する。 

居宅介護福祉用具
給付 

13,922 居宅介護福祉用具
給付 

13,922 居宅介護福祉用具給
付 

13,922 

居宅介護
住宅改修
費給付費 

介護
保険
課 

介護保険法第４５条の規定に基づき、要介護者が
手すりの取付け、段差の解消等の住宅改修を行っ
た費用について、自己負担分を除く９割分（一定 
以上所得者の場合、７割又は８割分）を支給する。 

居宅介護住宅改修
費給付 

29,736 居宅介護住宅改修
費給付 

29,736 居宅介護住宅改修費
給付 

29,736 

居宅介護
サービス
計画給付
費 

介護
保険
課 

介護保険法第４６条の規定に基づき、要介護者が
利用する居宅サービス等の種類及び内容等を定め
た計画（ケアプラン）の作成費用について、当該
ケアプランを作成した居宅介護支援事業者に支払
う（自己負担なし）。 

居宅介護サービス
計画給付 

668,127 居宅介護サービス
計画給付 

668,127 居宅介護サービス計
画給付 

668,127 

介護予防
サービス
給付費 

介護
保険
課 

介護保険法第５３条の規定に基づき、要支援者が
利用した介護予防サービスの費用について、自己
負担分を除く９割分（一定以上所得者の場合、７
割又は８割分）をサービス提供事業者に支払う。 

介護予防サービス
給付 

127,184 介護予防サービス
給付 

127,184 介護予防サービス給
付 

127,184 

地域密着
型介護予
防サービ
ス給付費 

介護
保険
課 

介護保険法第５４条の２の規定に基づき、要支援
者が利用した地域密着型介護予防サービスの費用
について、自己負担分を除く９割分（一定以上所
得者の場合、７割又は８割分）をサービス提供事
業者に支払う。 

地域密着型介護予
防サービス給付 

6,919 地域密着型介護予
防サービス給付 

6,919 地域密着型介護予防
サービス給付 

6,919 

介護予防
福祉用具
給付費 

介護
保険
課 

介護保険法第５６条の規定に基づき、要支援者が
特定福祉用具を購入した費用について、自己負担
分を除く９割分（一定以上所得者の場合、７割又
は８割分）を支給する。 

介護予防福祉用具
給付 

3,061 介護予防福祉用具
給付 

3,061 介護予防福祉用具給
付 

3,061 

介護予防
住宅改修
費給付費 

介護
保険
課 

介護保険法第５７条の規定に基づき、要支援者が
手すりの取付け、段差の解消等の住宅改修を行っ
た費用について、自己負担分を除く９割分（一定 
以上所得者の場合、７割又は８割分）を支給する。 

介護予防住宅改修
費給付 

16,235 介護予防住宅改修
費給付 

16,235 介護予防住宅改修費
給付 

16,235 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

介護予防
サービス
計画給付
費 

介護
保険
課 

介護保険法第５８条の規定に基づき、要支援者が
利用する介護予防サービス等の種類及び内容等を
定めた計画（介護予防ケアプラン）の作成費用に
ついて、当該介護予防ケアプランを作成した介護
予防支援事業者に支払う（自己負担なし）。 

介護予防サービス
計画給付 

31,661 介護予防サービス
計画給付 

31,661 介護予防サービス計
画給付 

31,661 

高額介護
サービス
費 

介護
保険
課 

介護保険法第５１条の規定に基づき、要介護者が 
同 一 月 内 に 利 用 し た 居 宅 サ ー ビ ス 、 地 域 密 着 型 
サービス及び施設サービスの自己負担額の合計が
所得に応じた月額負担限度額を超えた場合に、そ
の超えた額を償還払いで支給する。 

高額介護サービス
費支給 

312,713 高額介護サービス
費支給 

312,713 高額介護サービス費
支給 

312,713 

高額医療
合算介護
サービス
費 

介護
保険
課 

介護保険法第５１条の２の規定に基づき、要介護
者の同一世帯内における介護保険及び医療保険の
自己負担額の合計が所得に応じた年額負担限度額
を超えた場合に、その超えた額を償還払いで支給
する（算定期間は毎年８月から翌年７月までの１
年間）。 

高額医療合算介護
サービス費 
支給 

46,014 高額医療合算介護
サービス費 
支給 

46,014 高額医療合算介護サ
ービス費 
支給 

46,014 

特定入所
者介護サ
ービス費 

介護
保険
課 

介護保険法第５１条の３の規定に基づき、低所得
の要介護者が入所系サービスを利用したときの食
費及び居住費又は滞在費について、所得に応じた
自己負担限度額を超えた額を支給する。 

特定入所者介護 
サービス費支給 

234,435 特定入所者介護 
サービス費支給 

234,435 特定入所者介護 
サービス費支給 

234,435 

介護予
防・生活
支援サー
ビス 

介護
保険
課 

介護保険法第１１５条の４５の３その他の規定に
基づき、要支援者や事業対象者が利用した訪問型
サービス及び通所型サービスの費用について、自
己負担分を除く９割分（一定以上所得者の場合、 
７割又は８割分）をサービス提供事業者に支払う。 

訪問型サービス従
事者研修 
高額介護予防サー
ビス費相当事業 
サービス事業（訪
問・通所） 
他 

196,338 訪問型サービス従
事者研修 
高額介護予防サー
ビス費相当事業 
サービス事業（訪
問・通所） 
他 

203,539 訪問型サービス従事
者研修 
高額介護予防サービ
ス費相当事業 
サービス事業（訪
問・通所） 
他 

211,007 

介護予防
ケアマネ
ジメント 

介護
保険
課 

要支援者や事業対象者の介護予防を目的として、
その心身の状況、環境等に応じ、対象者自らの選
択に基づき、包括的かつ効率的に適切な介護予防
事業を提供するための計画を作成する費用につい 
て 、 介 護 予 防 支 援 事 業 者 に 支 払 う （ 自 己 負 担 な 
し）。 

介護予防ケアマネ
ジメント事業 

24,571 介護予防ケアマネ
ジメント事業 

25,480 介護予防ケアマネジ
メント事業 

26,423 

介護予防
普及啓発 

介護
保険
課 

介護予防の普及啓発のため、次の事業を実施する。 
介護予防教室の実施／介護予防講演会の実施／に
いざ元気アップウォーキングの実施／認知機能測
定会の実施／介護予防ガイドブックの作成 

介護予防教室実施 
介護予防講演会実
施 
にいざ元気アップ
ウォーキング実施 
認知機能測定会実
施 
介護予防ガイド 
ブック作成 

6,675 介護予防教室実施 
介護予防講演会実
施 
にいざ元気アップ
ウォーキング実施 
認知機能測定会実
施 
介護予防ガイド 
ブック作成 等 

7,453 介護予防教室実施 
介護予防講演会実施 
にいざ元気アップ 
ウォーキング実施 
認知機能測定会実施 
介護予防ガイドブッ
ク作成 

6,675 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

地域介護
予防活動
支援 

介護
保険
課 

地域における介護予防活動を推進するため、次の
事業を行う。 
住民主体の通いの場の支援／ほっと茶や事業の実
施／健康長寿ポイント事業の実施／にいざの元気
推進員フォローアップ講演会・養成講座の実施 

住民主体の通いの
場の支援 
ほっと茶や事業の
実施 
健康長寿ポイント
事業の実施 
にいざの元気推進
員フォローアップ
講演会の実施 

1,265 住民主体の通いの
場の支援 
にいざの元気推進
員の養成 
ほっと茶や事業の
実施 
健康長寿ポイント
事業の実施 
にいざの元気推進
員の養成講座の実
施 

2,245 住民主体の通いの場
の支援 
ほっと茶や事業の実
施 
健康長寿ポイント事
業の実施 
にいざの元気推進員
フォローアップ講演
会の実施 

1,265 

地域包括
支援セン
ター事業 

介護
保険
課 

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることがで
きるよう、地域包括支援センター（高齢者相談セ
ンター）が次の事業を行う。 
１ 総合相談支援 
２ 権利擁護 
３ 包括的・継続的ケアマネジメント支援 
 

総合相談支援 
権利擁護 
包括的・継続的ケ
アマネジメント支
援 

236,562 総合相談支援 
権利擁護 
包括的・継続的ケ
アマネジメント支
援 

236,562 総合相談支援 
権利擁護 
包括的・継続的ケア
マネジメント支援 

236,562 

地域ケア
会議推進 

介護
保険
課 

多職種の協働の下、高齢者の個別課題の解決を図
るとともに、自立支援に資するケアマネジメント 
の実践力を高めるための地域ケア会議を開催する。 

地域ケア会議関係
者研修 
地域ケア会議 

2,309 地域ケア会議関係
者研修 
地域ケア会議 

2,549 地域ケア会議関係者
研修 
地域ケア会議 

2,669 

在宅医
療・介護
連携推進 

介護
保険
課 

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、
住みなれた地域で自分らしい暮らしを人生の最後
まで続けることができるよう、地域における在宅
医療・介護サービス事業所との連携・協力体制の
整備を図る。 
また、在宅医療と介護サービスを一体的に提供す
るため、医療機関と介護サービス事業者などの関
係者を対象とした研修会や、地域住民を対象とし
た出張講座を開催する。 

医療・介護関係者
の研修会 
エンディングノー
ト印刷製本 
ＡＣＰ普及啓発チ
ラシ印刷 
在宅医療・介護連
携推進事業委託
（高齢者相談セン
ター） 
在宅医療・介護連
携拠点設置委託 

7,086 医療・介護関係者
の研修会 
エンディングノー
ト印刷製本 
ＡＣＰ普及啓発チ
ラシ印刷 
在宅医療・介護連
携推進事業委託
（高齢者相談セン
ター） 
在宅医療・介護連
携拠点設置委託 

7,115 医療・介護関係者の
研修会 
エンディングノート
印刷製本 
ＡＣＰ普及啓発チラ
シ印刷 
在宅医療・介護連携
推進事業委託（高齢
者相談センター） 
在宅医療・介護連携
拠点設置委託 

7,144 

生活支援
体制整備 

介護
保険
課 

介護保険法第１１５条の４５第２項第５号に規定
する事業を推進するとともに、地域における支え
合いの生活支援体制づくりを推進することを目的
に、住民主体の支え合いの生活支援体制に対して
助成を行うため、一般会計へ繰出しする。 

・生活支援コーディ
ネーターの配置 
・協議体の設置 

32,000 ・生活支援コーディ
ネーターの配置 
・協議体の設置 

32,000 ・生活支援コーディ
ネーターの配置 
・協議体の設置 

32,000 

認知症地
域支援・
ケア向上 

介護
保険
課 

認知症等の高齢者が、できる限り住み慣れた地域
で暮らし続けることができるよう、以下の事業を
行う。 
１ 認知症地域支援推進員の設置 
２ オレンジカフェ（認知症カフェ）の実施 

・認知症地域支援
推進員の設置 
・オレンジカフェ
（認知症カフェ）
の実施 

3,200 ・認知症地域支援
推進員の設置 
・オレンジカフェ
（認知症カフェ）
の実施 

3,220 ・認知症地域支援推
進員の設置 
・オレンジカフェ
（認知症カフェ）の
実施 

3,120 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

家族介護
支援 

介護
保険
課 

認知症等の高齢者の在宅介護等を支援するため、
次の事業を行う。 
位置探索機の貸出し／家族介護者教室事業の実施
／認知症サポーター養成講座の開催／認知症サポ
ーターフォローアップ事業の開催／認知症高齢者
見守り模擬訓練の実施／高齢者見守りステッカー
の配布 

・位置探索機の貸
出し、ステッカー
の配布等 
・家族介護者教室
の実施 
・認知症サポーター 
養成講座等の開催 
・見守り模擬訓練
の実施 

3,375 ・位置探索機の貸
出し、ステッカー
の配布等 
・家族介護者教室
の実施 
・認知症サポーター 
養成講座等の開催 
・見守り模擬訓練
の実施 

3,375 ・位置探索機の貸出
し、ステッカーの配
布等 
・家族介護者教室の
実施 
・認知症サポーター
養成講座等の開催 
・見守り模擬訓練の
実施 

3,375 

一般会計
繰出金
（介護保
険課） 

介護
保険
課 

一般会計にて、保険者機能強化推進交付金を利用
して、介護予防促進事業及び介護事業者等適正化
事業を実施するため予算を計上する。また、前年
度介護給付費等に係る一般会計繰入金の精算を行
い、発生した超過繰入額を返還する。 

介護予防促進事業 
介護事業者等適正
化支援事業 

10,918 介護予防促進事業 
介護事業者等適正
化支援事業 

10,918 介護予防促進事業 
介護事業者等適正化
支援事業 

10,918 

後期高齢
者医療広
域連合納
付金 

長寿
はつ
らつ
課 

高齢者の医療の確保に関する法律に定められた埼
玉県後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医 
療に要する費用に充てるため、同広域連合に対し、 
納付する。 

市に納入された後
期高齢者医療保険
料等の埼玉県後期
高齢者医療広域連
合への納付 

2,619,389 市に納入された後
期高齢者医療保険
料等の埼玉県後期
高齢者医療広域連
合への納付 

2,793,639 市に納入された後期
高齢者医療保険料等
の埼玉県後期高齢者
医療広域連合への納
付 

2,934,814 
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施策１ 障がい者福祉の充実 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

障がい者
就労支援
センター
運営 

障が
い者
福祉
課 

障がい者の就労と社会参加を目的として、通所施
設利用者を含め、就労意欲のある障がい者を対象
に、特性や適性を把握し、雇用に向けた様々な支
援を実施するとともに、就労後における職場での
定着に向けた支援を行う。 

障がい者就労支援
センター機能の充
実（職場定着支援
の強化） 
・職場定着支援 
250 回 
・障がい者職場実
習 1,200 件 

12,813 障がい者就労支援
センター機能の充
実（職場定着支援
の強化） 
・職場定着支援 
250 回 
・障がい者職場実
習 1,200 件 

12,813 障がい者就労支援セ
ンター機能の充実
（職場定着支援の強
化） 
・職場定着支援 250
回 
・障がい者職場実習 
1,200 件 

12,813 

医療費助
成 

障が
い者
福祉
課 

障がい者や家族の経済的負担を軽減するため、病
院等で診療を受けた場合の各種医療保険制度によ
る医療費自己負担額の全部または一部を公費負担
する。 
１ 重度心身障がい者医療費助成 
２ 精神障がい者通院医療費助成 

年間延べ支給件数 
１ 65,146 件 
２ 23,624 件 

303,401 年間延べ支給件数 
１ 65,146 件 
２ 23,624 件 

307,260 年間延べ支給件数 
１ 65,146 件 
２ 23,624 件 

307,260 

生活介助 障が
い者
福祉
課 

障がい者の生活介助に係る次のサービスの提供及
び費用の助成を行う。 
１ 全身性障がい者介護人派遣事業 
２ 生活サポート事業 
３ 移送サービス事業 

１ 全身性障がい者 
介護人派遣事業 

２ 生活サポート事 
業 

３ 移送サービス事 
業 

42,195 １ 全身性障がい者 
介護人派遣事業 

２ 生活サポート事 
業 

３ 移送サービス事 
業 

42,195 １ 全身性障がい者 
介護人派遣事業 

２ 生活サポート事 
業 

３ 移送サービス事 
 業 

42,195 

施設入所
委託 

障が
い者
福祉
課 

次の障がい者施設入所事業等を行う。 
１ 重症心身障がい児（者）短期入所事業 
２ レスパイトケア事業 

１ 重症心身障が 
い児（者）短期 
入所事業 

２ レスパイトケ 
ア事業 

5,539 １ 重症心身障が 
い児（者）短期 
入所事業 

２ レスパイトケ 
ア事業 

5,539 １ 重症心身障が 
い児（者）短期 
入所事業 

２ レスパイトケ 
ア事業 

5,539 

社会参加
促進 

障が
い者
福祉
課 

障がい者の社会参加を促進する事業として、福祉
タクシー利用料金助成、自動車燃料購入費助成、
鉄道・バス利用料助成を行う。 

・福祉タクシー助
成 
658 名 
・自動車燃料費助
成 
1,410 名 
・鉄道・バス利用
料助成 
1,333 名 

41,509 ・福祉タクシー助
成 
658 名 
・自動車燃料費助
成 
1,410 名 
・鉄道・バス利用
料助成 
1,333 名 

41,509 ・福祉タクシー助成 
658 名 
・自動車燃料費助成 
1,410 名 
・鉄道・バス利用料
助成 
1,333 名 

41,509 

第３節 障がい者福祉  関連する  
 ＳＤＧｓ 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

団体支援 障が
い者
福祉
課 

次の障がい者福祉団体等に対し、活動経費及び事
業運営費の一部負担及び補助を行う。 
１ 埼玉県障害者スポーツ協会負担金 
２ 新座市障がい者団体等補助金 ６団体 
３ 障がい者通所施設体制強化補助金 ７事業所 

障がい者福祉団体
等への活動経費及
び事業運営費の補
助 

9,297 障がい者福祉団体
等への活動経費及
び事業運営費の補
助 

4,297 障がい者福祉団体等
への活動経費及び事
業運営費の補助 

4,297 

福祉手当
支給 

障が
い者
福祉
課 

国の制度に基づき、常時特別の介護を要する重度 
の障がい者に対し、福祉手当を支給するとともに、 
広く重度障がい者の生活向上と福祉増進を図るた
め、国の制度の対象とならない重度の障がい者に 
対しても、市の制度により、福祉手当を支給する。 

年間延べ支給件数 
・特別障がい者手
当 1,704 件 
・障がい児福祉手
当 1,008 件 
・経過的福祉手当   
0 件 
・重度心身障がい
者福祉手当         
29,342 件 

209,781 同左 209,781 同左 209,781 

手話通訳
者派遣セ
ンター運
営 

障が
い者
福祉
課 

聴覚障がい者等への情報提供、生活支援及び自己
決定の支援のため、聴覚障がい者等からの申請に
より手話通訳者を派遣する。 
また、手話通訳者養成講習会を開催し、手話通訳
者を養成するとともに、登録手話通訳者認定試験
を実施し、登録手話通訳者の増員を図る。 

手話通訳者の派遣 
手話通訳者の養成 

10,541 手話通訳者の派遣 
手話通訳者の養成 

10,541 手話通訳者の派遣 
手話通訳者の養成 

10,541 

自立支援 障が
い者
福祉
課 

障害者総合支援法に基づき、障がい者が自立した
日常生活又は社会生活を営むことができるよう、
様々な福祉サービス等を提供・費用負担し、総合
的な支援を行うとともに、同法によらない関連事
業を市単独事業等で行う。 

・自立支援医療費
（育成医療費）の
支給 
・自立支援医療費
（更生医療費）の
支給 
・介護給付費・訓
練等給付費の給付
等 

3,442,991 ・自立支援医療費
（育成医療費）の
支給 
・自立支援医療費
（更生医療費）の
支給 
・介護給付費・訓
練等給付費の給付
等 

3,839,249 ・自立支援医療費
（育成医療費）の支
給 
・自立支援医療費
（更生医療費）の支
給 
・介護給付費・訓練
等給付費の給付等 

4,290,135 

地域生活
支援 

障が
い者
福祉
課 

障がい者が自立した日常生活又は社会生活を営む
ことができるよう、障害者総合支援法に基づく地
域生活支援事業等として、次の事業を行う。 
成年後見制度利用支援事業／相談支援事業／意思
疎通支援事業／日常生活用具給付事業／移動支援
事業／地域活動支援センター事業／市町村任意事
業／発達障がい児者及び家族支援事業 

成年後見制度利用
支援事業／相談支
援事業／意思疎通
支援事業／日常生
活用具給付事業／
移動支援事業／地 
域 活 動 支 援 セ ン 
ター事業／市町村
任意事業／発達障
がい児者及び家族
支援事業 
 

200,207 成年後見制度利用
支援事業／相談支
援事業／意思疎通
支援事業／日常生
活用具給付事業／
移動支援事業／地 
域 活 動 支 援 セ ン 
ター事業／市町村
任意事業／発達障
がい児者及び家族
支援事業 

200,207 成年後見制度利用支
援事業／相談支援事
業／意思疎通支援事
業／日常生活用具給
付事業／移動支援事
業／地域活動支援セ
ンター事業／市町村
任意事業／発達障が
い児者及び家族支援
事業 

200,207 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

障がい児
通所支援 

障が
い者
福祉
課 

障がい児の日常生活における基本的な動作の指導
や知識技能の付与、集団生活への適応訓練などを
行う障がい児通所施設の利用者に対し、次の支援
を行う。 
対象事業（市負担率１／４） 
児童発達支援／放課後等デイサービス／障がい児
相談支援／保育所等訪問支援／高額障がい児通所
給付費負担 

年間延べ利用者数
17,629 人 

1,418,326 年間延べ利用者数
22,389 人 

1,792,822 年間延べ利用者数
28,434 人 

2,276,881 

障がい者
施策委員
会・地域
自立支援
協議会 

障が
い者
福祉
課 

障がい者に関する施策の総合的かつ計画的な推進
について、必要な事項を調査・審議するため、障
がい者施策委員会を開催する。また、障がい者等
への支援体制の整備を図るため、地域自立支援協
議会を運営する。 

・障がい者施策委
員会   
 ３回開催 
・地域自立支援協
議会 
 ４回開催 

2,237 ・障がい者施策委
員会   
 ３回開催 
・地域自立支援協
議会 
 ４回開催 

886 ・障がい者施策委員
会   
 ６回開催 
・地域自立支援協議
会 
 ６回開催 

1,557 

朝霞地区
一部事務
組合負担
金 

障が
い者
福祉
課 

新座市・朝霞市・志木市・和光市で構成する朝霞
地区一部事務組合事務のうち、「すわ緑風園」の
運営に係る費用を負担する。 
構成市の負担割合 
（１）人口割 ６５％ 
（２）均等割 ３５％ 

障がい者支援施設
すわ緑風園運営費
等負担金 
（１）人口割 

６５％ 
（２）均等割 

３５％ 

25,219 障がい者支援施設
すわ緑風園運営費
等負担金 
（１）人口割 

６５％ 
（２）均等割 

３５％ 

25,219 障がい者支援施設す
わ緑風園運営費等負
担金 
（１）人口割 

６５％ 
（２）均等割 

３５％ 

25,219 

障がい者
福祉セン
ター運営
管理 

障が
い者
福祉
セン
ター 

障がい者福祉センターでは、障がい者の身体機能
の維持向上や社会参加、自立の促進を図るため、
創作活動や機能訓練及び入浴や給食などの障がい
者地域活動支援センター事業を行う。 
また、障がい者及び一般市民を対象とした各種の
講座、教室を開催し、障がい者への理解を深める
とともにボランティアの育成を図る。 

地域活動支援セン
ター事業の実施 
各種講座の開催 

95,248 地域活動支援セン
ター事業の実施 
各種講座の開催 

95,248 地域活動支援セン 
ター事業の実施 
各種講座の開催 

95,248 

福祉の里
施設整備 

障が
い者
福祉
セン
ター 

福祉の里の機能維持及び利便性向上を図るための
工事等を行う。 

地域活動支援セン
ターの１階への移
設 
福祉の里老人福祉
センターの拡張 

224,770 地域活動支援セン
ターの１階への移
設 
福祉の里老人福祉
センターの拡張 

0 
 

0 
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施策１ 生活困窮者支援の充実 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

中国残
留邦人
等支援 

生活
支援
課 

中国残留邦人等に対して、老後の生活安定など、地
域でその人らしい暮らしを実現するための生活支援
を行う。 
 
１ 対象世帯数 ６世帯 
２ 対象人数  ９人 
  ８０〜８９歳 ５人 
  ７０〜７９歳 ４人 

中国残留邦人等支
援相談員配置 
中国残留邦人等交
流会開催 
中国残留邦人等支
援給付費支給 

21,317 中国残留邦人等支
援相談員配置 
中国残留邦人等交
流会開催 
中国残留邦人等支
援給付費支給 

21,317 中国残留邦人等支
援相談員配置 
中国残留邦人等交
流会開催 
中国残留邦人等支
援給付費支給 

21,317 

生活困
窮者自
立支援 

生活
支援
課 

生活困窮者世帯等の自立支援策の強化を図るため次
の事業を行う。 
自立相談支援事業／就労支援事業／子どもの学習・
生活支援事業／住居確保給付金支給／就労準備支援
事業／家計改善支援事業 
 
※子どもの学習・生活支援事業及び住居確保給付金
支給事務を除き、令和７年度から社協へ委託予定。 

自立相談支援事業 
就労支援事業 
子どもの学習・生
活支援事業 
住居確保給付金支
給 
就労準備支援事業 
家計改善支援事業 

50,190 自立相談支援事業 
就労支援事業 
子どもの学習・生
活支援事業 
住居確保給付金支
給 
就労準備支援事業 
家計改善支援事業 

50,190 自立相談支援事業 
就労支援事業 
子どもの学習・生
活支援事業 
住居確保給付金支
給 
就労準備支援事業 
家計改善支援事業 

50,190 

生活保
護 

生活
支援
課 

生活保護世帯に対し、健康で文化的な最低限度の生
活を保障するための必要な扶助を行う。 

生活保護費支給 5,106,988 生活保護費支給 5,106,988 生活保護費支給 5,106,988 

一般事
務（健
康管理
支援事
業・年
金申請
支援事
業） 

生活
支援
課 

生活保護世帯に対し、自立に向けた支援のため次の
事業を行う。 
健康管理支援事業／年金申請支援事業 

健康管理支援事業 
年金申請支援事業 

49,503 健康管理支援事業 
年金申請支援事業 

49,503 健康管理支援事業 
年金申請支援事業 

49,503 

 

 

第４節 生活困窮者支援  関連する  
 ＳＤＧｓ 
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施策１ 健康づくりの推進 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

健康づ
くり推
進協議
会 

保健
セン
ター 

第２次いきいき新座２１プランの推進を図るため、
関係機関から推薦された委員で構成する新座市健康
づくり推進協議会を開催する。 
また、令和６年度で計画期間を満了する「いきいき
にいざ２１プラン」の第３次計画を策定する。 

健康づくり推進協
議会 5 回 
第３次いきいき新
座２１プラン第３
次計画策定 

3,984 健康づくり推進協
議会 ２回 

212 健康づくり推進協
議会 ２回 

212 

 
施策２ 保健衛生の向上 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

保健セ
ンター
管理 

保健
セン
ター 

保健センターに係る施設管理を行う。 施設管理 16,321 施設管理 16,321 施設管理 16,321 

地域医
療確保 

保健
セン
ター 

地域医療活動を担う朝霞地区医師会及び朝霞地区歯
科医師会に対し、運営費の一部を朝霞地区４市で補
助するとともに、休日及び夜間における当番医療機
関の運営費の一部について補助する。また、小児救
急医療の充実を図るために大学医学部に設置する寄
附講座に係る費用を埼玉県及び朝霞地区４市で補助
するとともに、骨髄・末梢血幹細胞提供者に対し、
休業補償として助成を行う。 

朝霞地区医師会、
朝霞地区歯科医師
会、当番医療機関
及び大学医学部に
朝霞地区４市で補
助。また、骨髄・
末梢血幹細胞提供
者に対し、休業補
償として助成 

69,127 朝霞地区医師会、
朝霞地区歯科医師
会、当番医療機関
及び大学医学部に
朝霞地区４市で補
助。また、骨髄・
末梢血幹細胞提供
者に対し、休業補
償として助成 

19,545 朝霞地区医師会、
朝霞地区歯科医師
会、当番医療機関
及び大学医学部に
朝霞地区４市で補
助。また、骨髄・
末梢血幹細胞提供
者に対し、休業補
償として助成 

19,545 

旧保健
センタ
ー管理 

保健
セン
ター 

旧保健センターに係る施設管理を行う。 施設管理 1,589 
 

0 
 

0 

旧保健
センタ
ー解体 

保健
セン
ター 

旧保健センター建物の解体を行う。 地盤変動影響調査
の実施 
解体に係る補正設
計の実施 

11,387 解体工事の実施 107,796 解体工事の実施 71,864 

第５節 健康づくり・保健衛生  関連する  
 ＳＤＧｓ 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

がん検
診 

保健
セン
ター 

健康増進法に基づき、がんの死亡率減少を目的とし
て、集団又は個別による各種がん検診を実施する。 
がん検診の検査方法・対象年齢・受診間隔は国の指
針どおりとする。 

実施期間５月〜２
月 
胃がん検診 Ｘ線 
胃がん検診 内視
鏡 
大腸がん検診 
肺がん検診 
乳がん検診 
子宮頸がん検診 

296,368 実施期間５月〜２
月 
胃がん検診 Ｘ線 
胃がん検診 内視
鏡 
大腸がん検診 
肺がん検診 
乳がん検診 
子宮頸がん検診 

296,368 実施期間５月〜２
月 
胃がん検診 Ｘ線 
胃がん検診 内視
鏡 
大腸がん検診 
肺がん検診 
乳がん検診 
子宮頸がん検診 

296,368 

保険未
加入者
健康診
査 

保健
セン
ター 

健康増進法に基づき、４０歳以上の生活保護受給者
及び中国残留邦人等のうち社会保険未加入者の健康
診査を実施する。 

実施期間 7 月〜12
月 
対象者   40 歳以
上の生活保護受給
者及び中国残留邦
人等のうち社会保
険未加入者 
自己負担額 なし 

2,694 実施期間 7 月〜12
月 
対象者   40 歳以
上の生活保護受給
者及び中国残留邦
人等のうち社会保
険未加入者 
自己負担額 なし 

2,694 実施期間 7 月〜12
月 
対象者   40 歳以
上の生活保護受給
者及び中国残留邦
人等のうち社会保
険未加入者 
自己負担額 なし 

2,694 

骨粗し
ょう症
検診 

保健
セン
ター 

健康増進法に基づき、骨粗しょう症の予防を図るた
め、集団検診による骨粗しょう症検診を実施する。 

実施回数 年 14 回 
対象者 節目年齢
の女性 
自己負担額 なし 
内容 骨密度測定 
 

3,127 実施回数 年 14 回 
対象者 節目年齢
の女性 
自己負担額 なし 
内容 骨密度測定 

3,127 実施回数 年 14 回 
対象者 節目年齢
の女性 
自己負担額 なし 
内容 骨密度測定 

3,127 

成人歯
科検診 

保健
セン
ター 

健康増進法に基づき、歯の喪失の予防を図るため、
個別による成人歯科検診を実施する。 

実施期間 7 月〜1
月 
対象者  今年度
20、30、40、50、
60、70 歳になる住
民登録のある者 
自己負担額 なし 
 

2,843 実施期間 7 月〜1
月 
対象者  今年度
20、30、40、50、
60、70 歳になる住
民登録のある者 
自己負担額 なし 

2,813 実施期間 7 月〜1
月 
対象者  今年度
20、30、40、50、
60、70 歳になる住
民登録のある者 
自己負担額 なし 

2,813 

予防接
種 

保健
セン
ター 

予防接種法に基づき、対象者に個別による各種予防
接種を実施する。 
ロタウイルス／四種混合／五種混合／Ｂ型肝炎／二
種混合／麻しん風しん混合／日本脳炎／ＢＣＧ／高
齢者インフルエンザ／ＨＰＶ／ヒブ／小児肺炎球菌
／水痘／高齢者肺炎球菌／風しん第５期（令和元年
度〜令和６年度）／定期予防接種助成金／任意再接
種助成金／HPV 接種費助成金 

予防接種健康被害
調査委員会 
予診票外印刷 
予防接種業務 
風しん抗体検査
（成人） 
定期接種助成金 
任意再接種助成金 
その他 
 

499,744 予防接種健康被害
調査委員会 
予診票外印刷 
予防接種業務 
定期接種助成金 
任意再接種助成金 
その他 

482,313 予防接種健康被害
調査委員会 
予診票外印刷 
予防接種業務 
定期接種助成金 
任意再接種助成金 
その他 

482,313 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

３０代
のから
だチェ
ック 

保健
セン
ター 

30 代の者を対象とした健康診査を実施する。 実施回数 年 1 回 
対象者  
30 歳から 39 歳ま
での者 
自己負担額 
1,200 円 
内容 身体計測、 

血圧測定、 
   血液検査、 

尿検査   

1,140 実施回数 年 1 回 
対象者  
30 歳から 39 歳ま
での者 
自己負担額 
1,200 円 
内容 身体計測、 

血圧測定、 
   血液検査、 

尿検査 

1,140 実施回数 年 1 回 
対象者  
30 歳から 39 歳ま
での者 
自己負担額 
1,200 円 
内容 身体計測、 

血圧測定、 
   血液検査、 

尿検査 

1,140 

利用者
支援
（母子
保健
型） 

保健
セン
ター 

子育て世代包括支援事業の一環として、妊娠期から
子育て期にわたる様々な悩み等に対応するため、助
産師等が専門的な見地から相談支援等を行う。 
また、保健センター及びこども支援課に、妊娠届出
及び母子健康手帳交付時に相談支援を実施する母子
保健コーディネーターを配置する。 

利用者支援（母子
保健型） 

10,301 利用者支援（母子
保健型） 

10,301 利用者支援（母子
保健型） 

10,301 

産前・
産後サ
ポート 

保健
セン
ター 

産婦等が抱える子育て等に関する悩みについて、助
産師等の専門家による次の相談支援を行い、家庭や
地域での妊産婦等の孤立感の解消を図る。 
１ 産後ケア事業 
２ 参加型 

産後ケア事業：家
庭訪問 
参加型：面接相談 

2,894 産後ケア事業：家
庭訪問 
参加型：面接相談 

2,894 産後ケア事業：家
庭訪問 
参加型：面接相談 

2,894 

早期不
妊・不
育症検
査費助
成 

保健
セン
ター 

子どもを望む夫婦に対し、県の補助金を活用し、早
期不妊検査費・不育症検査費を助成する。 

妻の年齢が３５歳
未満の夫婦は各上
限額３万円（３５
歳から４３歳未満
の夫婦は各上限額
２万円）を助成 
回数 各１回限り 

1,940 妻の年齢が３５歳
未満の夫婦は各上
限額３万円（３５
歳から４３歳未満
の夫婦は各上限額
２万円）を助成 
回数 各１回限り 

1,940 妻の年齢が３５歳
未満の夫婦は各上
限額３万円（３５
歳から４３歳未満
の夫婦は各上限額
２万円）を助成 
回数 各１回限り 

1,940 

乳幼児
相談 

保健
セン
ター 

母子保健法に基づき、次の乳幼児相談等を実施す
る。 
１ 乳幼児相談 
２ 乳幼児発達相談 
３ １歳６か月児健診事後指導 
４ 乳幼児運動発達支援訪問指導 

乳幼児相談 
乳幼児発達相談 
1 歳 6 か月児健診事
後指導 
乳幼児運動発達支
援訪問指導 

1,340 乳幼児相談 
乳幼児発達相談 
1 歳 6 か月児健診事
後指導 
乳幼児運動発達支
援訪問指導 

1,340 乳幼児相談 
乳幼児発達相談 
1 歳 6 か月児健診事
後指導 
乳幼児運動発達支
援訪問指導 

1,340 

乳幼児
健康診
査 

保健
セン
ター 

母子保健法に基づき、乳幼児の発育・発達状況の確
認と疾病の早期発見及び育児不安の軽減・解消を図
るため、集団及び個別で次の健康診査を実施する。 
３〜４か月児健康診査/９〜１０か月児健康診査/１
歳６か月児健康診査/３歳児健康診査/２歳児歯科健
康診査 

３〜４か月児健康
診査 
９〜１０か月児健
康診査 
１歳６か月児健康
診査 
３歳児健康診査 
２歳児歯科健康診
査 

23,430 ３〜４か月児健康
診査 
９〜１０か月児健
康診査 
１歳６か月児健康
診査 
３歳児健康診査 
２歳児歯科健康診
査 

23,423 ３〜４か月児健康
診査 
９〜１０か月児健
康診査 
１歳６か月児健康
診査 
３歳児健康診査 
２歳児歯科健康診
査 

23,430 



- 51 - 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

妊婦健
康診査 

保健
セン
ター 

母子保健法に基づき、妊娠中の異常の早期発見、産
後の身体的・精神的機能回復を促し、適切な保健指
導を行うため、委託医療機関において健康診査等を
実施する。 

妊婦健康診査：14
回 
HBs 抗原検査、
HCV 抗体検査、子
宮頸がん検査、HIV
抗体検査、HTLV-
1、クラミジア抗原
検査、風しん抗体
検査、新生児聴覚
スクリーニング検
査、産婦健康診
査：1 回 

107,240 妊婦健康診査：14
回 
HBs 抗原検査、
HCV 抗体検査、子
宮頸がん検査、HIV
抗体検査、HTLV-
1、クラミジア抗原
検査、風しん抗体
検査、新生児聴覚
スクリーニング検
査、産婦健康診
査：1 回 

107,240 妊婦健康診査：14
回 
HBs 抗原検査、
HCV 抗体検査、子
宮頸がん検査、HIV
抗体検査、HTLV-
1、クラミジア抗原
検査、風しん抗体
検査、新生児聴覚
スクリーニング検
査、産婦健康診
査：1 回 

107,240 

母子訪
問指導 

保健
セン
ター 

母子保健法に基づき、各種家庭訪問を実施する。 
１ 赤ちゃん訪問事業 
２ 乳幼児訪問指導 
３ 未熟児訪問 

家庭訪問 
助産師連絡会議 

7,598 家庭訪問 
助産師連絡会議 

7,591 家庭訪問 
助産師連絡会議 

7,598 

未熟児
養育支
援 

保健
セン
ター 

母子保健法に基づき、低体重児の届出受理、養育医
療の給付等を行う。 

未熟児養育医療給
付対象児が出生し
た場合における届
出受理及び医療券
の給付 

14,217 未熟児養育医療給
付対象児が出生し
た場合における届
出受理及び医療券
の給付 

14,217 未熟児養育医療給
付対象児が出生し
た場合における届
出受理及び医療券
の給付 

14,217 

出産・
子育て
応援給
付金給
付 

保健
セン
ター 

妊娠期から出産・子育てまで一貫して身近で相談に
応じ、様々なニーズに即した必要な支援につなぐ伴
走型相談支援の充実を図るとともに、妊娠届や出生
届を提出した妊婦・子育て世帯等に対し、経済的な
負担の軽減を図る出産・子育て応援給付金を給付す
る。 

出産応援給付金の
給付 
子育て応援給付金
の給付 
伴走型相談支援の
実施 

118,717 出産応援給付金の
給付 
子育て応援給付金
の給付 
伴走型相談支援の
実施 

118,717 出産応援給付金の
給付 
子育て応援給付金
の給付 
伴走型相談支援の
実施 

118,717 
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施策１ 国民健康保険の充実 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

国民健
康保険
事務 

国保
年金
課 

国民健康保険事務に係る共通事務経費等 
国民健康保険は、健康保険、国家公務員共済組合等
の被用者保険や、後期高齢者医療制度等の適用を受
けない者を対象に、その疾病、負傷、出産及び死亡
に関して必要な保険給付を行い、被保険者の健康の
保持・増進に寄与することを目的とした公的医療保
険制度である。 

国民健康保険事務 95,347 国民健康保険事務 95,347 国民健康保険事務 95,347 

国民健
康保険
事業特
別会計
繰出金 

国保
年金
課 

国民健康保険財政の健全化・安定化を図るため、一
般会計から国民健康保険事業特別会計へ繰出しを行
う。 
保険基盤安定繰出金／未就学児均等割保険料繰出金
／産前産後保険料繰出金／出産育児一時金繰出金／
財政安定化支援事業繰出金／事務費繰出金 

保険基盤安定繰出
金 
未就学児均等割保
険料繰出金 
出産育児一時金繰
出金 
財政安定化支援事
業繰出金 
事務費繰出金 

675,668 保険基盤安定繰出
金 
未就学児均等割保
険料繰出金 
出産育児一時金繰
出金 
財政安定化支援事
業繰出金 
事務費繰出金 

675,668 保険基盤安定繰出
金 
未就学児均等割保
険料繰出金 
出産育児一時金繰
出金 
財政安定化支援事
業繰出金 
事務費繰出金 

675,668 

国民健
康保険
団体連
合会負
担金 

国保
年金
課 

埼玉県国民健康保険団体連合会は、国民健康保険法
第８３条の規定により、保険者が共同して国民健康
保険事業の目的を達成するために設立された団体で
あり、県内の全市町村が加入し、保険者の規模に応
じてその運営経費を負担する。 

国民健康保険団体
連合会負担金の支
払 

1,670 国民健康保険団体
連合会負担金の支
払 

1,670 国民健康保険団体
連合会負担金の支
払 

1,670 

国民健
康保険
中央会
負担金 

国保
年金
課 

国民健康保険中央会は、一般社団法人及び一般財団
法人に関する法律に基づき、国民健康保険事業の普
及等を目的として組織された公益財団法人であり、
中央会が運営するオンライン資格確認等システムに
ついて、保険者の規模に応じてその運営経費を負担
する。 

国民健康保険中央
会負担金の支払 

1,088 国民健康保険中央
会負担金の支払 

1,088 国民健康保険中央
会負担金の支払 

1,088 

賦課業
務 

国保
年金
課 

国民健康保険税の賦課業務を行う。 国民健康保険税の
賦課業務 

3,311 国民健康保険税の
賦課業務 

3,311 国民健康保険税の
賦課業務 

3,311 

 
第６節 国民健康保険・国民年金  関連する  

 ＳＤＧｓ 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

一般被
保険者
療養給
付費 

国保
年金
課 

一般被保険者が保険医療機関等で診療を受けた場合、
その医療費の原則７割（義務教育就学前は８割、７
０歳以上は７割又は８割）を医療機関等を通じて負
担する。 

一般被保険者療養
給付費の支払 

8,060,312 一般被保険者療養
給付費の支払 

8,060,312 一般被保険者療養
給付費の支払 

8,060,312 

一般被
保険者
療養費 

国保
年金
課 

一般被保険者がやむを得ない理由により保険証を提
示できず、保険医療機関等において自費で診療を受
けた場合及び柔道整復等に係る費用を１０割支払っ
た場合、後日その診療に要した費用を被保険者の一
部負担金を除いて給付する。 

一般被保険者療養
費の支給 

112,730 一般被保険者療養
費の支給 

112,730 一般被保険者療養
費の支給 

112,730 

一般被
保険者
高額療
養費 

国保
年金
課 

一般被保険者の医療費の自己負担を軽減するため、
所得や年齢に応じて定める一定限度額を超える医療
費を支払った場合、その超えた金額を給付する。 

一般被保険者高額
療養費の支給 

1,221,260 一般被保険者高額
療養費の支給 

1,221,260 一般被保険者高額
療養費の支給 

1,221,260 

一般被
保険者
高額介
護合算
療養費 

国保
年金
課 

一般被保険者の医療及び介護費用の自己負担を軽減
するため、所得や年齢に応じて定める一定限度額を
超える費用を支払った場合、その超えた金額を給付
する。 

一般被保険者高額
介護合算療養費の
支給 

2,000 一般被保険者高額
介護合算療養費の
支給 

2,000 一般被保険者高額
介護合算療養費の
支給 

2,000 

出産育
児一時
金 

国保
年金
課 

被保険者の妊娠４か月を超える出産（生産、死産を
問わない。）について、当該被保険者の属する世帯
主に対し、５０万円を給付する。 

出産育児一時金の
支給 

50,000 出産育児一時金の
支給 

50,000 出産育児一時金の
支給 

50,000 

葬祭費 国保
年金
課 

被保険者が死亡したとき、その葬祭を行った者に５
万円を給付する。 

葬祭費の支給 11,500 葬祭費の支給 11,500 葬祭費の支給 11,500 

傷病手
当金 

国保
年金
課 

新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に
対し、傷病手当金等を支給する。 

傷病手当金の支給 
傷病見舞金の支給 

4,600 傷病手当金の支給 
傷病見舞金の支給 

4,600 
 

0 

一般被
保険者
医療給
付費分 

国保
年金
課 

国民健康保険法に基づき、県の特別会計において負
担する保険給付費等交付金の交付に要する費用、そ
の他の国民健康保険事業に要する費用に充てるた
め、県に納付する。 

国民健康保険事業
費納付金（一般被
保険者医療給付費
分）の納付 

2,779,449 国民健康保険事業
費納付金（一般被
保険者医療給付費
分）の納付 

2,779,449 国民健康保険事業
費納付金（一般被
保険者医療給付費
分）の納付 

2,779,449 

一般被
保険者
後期高
齢者支
援金等
分 

国保
年金
課 

国民健康保険法に基づき、県の特別会計において負
担する保険給付費等交付金の交付に要する費用、そ
の他の国民健康保険事業に要する費用に充てるた
め、県に納付する。 

国民健康保険事業
費納付金（一般被
保険者後期高齢者
支援金等分）の納
付 

1,063,476 国民健康保険事業
費納付金（一般被
保険者後期高齢者
支援金等分）の納
付 

1,063,476 国民健康保険事業
費納付金（一般被
保険者後期高齢者
支援金等分）の納
付 

1,063,476 

介護納
付金分 

国保
年金
課 

国民健康保険法に基づき、県の特別会計において負
担する保険給付費等交付金の交付に要する費用、そ 
の他の国民健康保険事業に要する費用に充てるため、
県に納付する。 

国民健康保険事業
費納付金（介護納
付金分）の納付 

417,091 国民健康保険事業
費納付金（介護納
付金分）の納付 

417,091 国民健康保険事業
費納付金（介護納
付金分）の納付 

417,091 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

特定健
康診査
等事業 

国保
年金
課 

４０歳以上７５歳未満の被保険者を対象に、生活習
慣病及び内臓脂肪症候群（メタボリックシンドロー
ム）予防に着目した特定健康診査を実施する。 

特定健康診査の実
施 

145,500 特定健康診査の実
施 

145,500 特定健康診査の実
施 

145,500 

特定保
健指導 

国保
年金
課 

４０歳以上７５歳未満の被保険者を対象に、生活習
慣病及び内臓脂肪症候群（メタボリックシンドロー
ム）予防に着目した特定保健指導を実施する。 

特定保健指導の実
施 

8,587 特定保健指導の実
施 

8,587 特定保健指導の実
施 

8,587 

保健衛
生普及
業務 

国保
年金
課 

被保険者の健康増進事業として、医療費通知、保養
施設の利用助成及びコバトンＡＬＫＯＯマイレージ
事業を実施する。 

医療費通知の発送 
宿泊保養施設の利
用助成 
コバトンＡＬＫＯ
Ｏマイレージ事業 

6,165 医療費通知の発送 
宿泊保養施設の利
用助成 
コバトンＡＬＫＯ
Ｏマイレージ事業 

6,165 医療費通知の発送 
宿泊保養施設の利
用助成 
コバトンＡＬＫＯ
Ｏマイレージ事業 

6,165 

疾病予
防 

国保
年金
課 

疾病を予防し、医療費の負担軽減を図るため、人間
ドック検診費助成事業及び生活習慣病重症化予防対
策事業を実施するほか、疾病予防対策、医療費節減
対策の一環としてシールを配布する。 

後 発 医 薬 品 希 望 
シール作成 
後発医薬品利用差
額通知事業 
人間ドック検診費
の助成 
生活習慣病重症化
予防対策事業の実
施 

40,334 後 発 医 薬 品 希 望 
シール作成 
後発医薬品利用差
額通知事業 
人間ドック検診費
の助成 
生活習慣病重症化
予防対策事業の実
施 

40,334 後 発 医 薬 品 希 望 
シール作成 
後発医薬品利用差
額通知事業 
人間ドック検診費
の助成 
生活習慣病重症化
予防対策事業の実
施 

40,334 

 

施策２ 国民年金制度の推進 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

国民年
金事務 

国保
年金
課 

国民年金事務に係る共通事務経費等 
第１号被保険者（日本に住所のある２０歳以上６０
歳未満の自営業者・学生・無職の人など）となる人
の加入・喪失等の届出等の受理・進達、制度の周知
及び様々な国民年金に関する相談業務を行う。 

国民年金に関する
届出・申請等の受
理・進達 
国民年金制度の周
知 
基礎年金に関する
相談 
年金生活者支援給
付金に 
関する周知・相
談・申請受付 

13,225 国民年金に関する
届出・申請等の受
理・進達 
国民年金制度の周
知 
基礎年金に関する
相談 
年金生活者支援給
付金に 
関する周知・相
談・申請受付 

13,225 国民年金に関する
届出・申請等の受
理・進達 
国民年金制度の周
知 
基礎年金に関する
相談 
年金生活者支援給
付金に 
関する周知・相
談・申請受付 

13,225 
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施策１ 地域福祉の充実 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

市民相
談 

地域
活動
推進
課 

日常の暮らしの中で身近に抱えている心配事、悩み
事等について、市民が安心して相談することができ
るよう、専門の相談員による相談窓口（無料）を開
設する。 
１ 法律相談 
２ 税務相談 
３ 不動産相談 
４ 年金・社会保険・労働相談 

法律相談 週２回 
税務相談 月１回 
不動産相談 月１
回 
年金・社会保険・
労働相談 月１回 

4,290 法律相談 週２回 
税務相談 月１回 
不動産相談 月１
回 
年金・社会保険・
労働相談 月１回 

4,290 法律相談 週２回 
税務相談 月１回 
不動産相談 月１
回 
年金・社会保険・
労働相談 月１回 

4,290 

民生・
児童委
員業務 

福祉
政策
課 

厚生労働大臣から委嘱を受け、身近な市民の相談相
手として、また、行政との橋渡し役として、担当地
域を持って活動する民生委員・児童委員が構成する
市民生委員・児童委員協議会及び地区民生委員・児
童委員協議会（６地区）に対し、活動経費の助成を
行う。 

市及び地区民生委
員・児童協議会補
助金の交付 
民生委員推薦会の
開催 
一般職旅費 
バス借上料補助金
の交付 

25,039 市及び地区民生委
員・児童協議会補
助金の交付 
民生委員推薦会の
開催 
一般職旅費 
バス借上料補助金
の交付 

25,140 市及び地区民生委
員・児童協議会補
助金の交付 
民生委員推薦会の
開催 
一般職旅費 
バス借上料補助金
の交付 

25,039 

更生保
護 

福祉
政策
課 

犯罪や非行を行った者の更生や社会復帰の支援及び
これらを未然に防ぐ啓発活動を行う埼玉県更生保護
観察協会朝霞支部及び朝霞地区保護司会新座支部に
対し、経費負担・補助を行う。 

朝霞地区保護司会
新座支部補助金の
交付 
埼玉県更生保護観
察協会朝霞支部負
担金の納入 
一般職旅費 
バス借上料補助金
の交付 

1,609 朝霞地区保護司会
新座支部補助金の
交付 
埼玉県更生保護観
察協会朝霞支部負
担金の納入 
一般職旅費 
バス借上料補助金
の交付 

1,609 朝霞地区保護司会
新座支部補助金の
交付 
埼玉県更生保護観
察協会朝霞支部負
担金の納入 
一般職旅費 
バス借上料補助金
の交付 

1,609 

社会福
祉協議
会補助 

福祉
政策
課 

地域福祉向上のため、その中心的役割を担い、ボラ
ンティア、行政、町内会・自治会、民生・児童委員
及び福祉団体と連携し、高齢者、ひとり親、児童、
障がい者などに必要な福祉サービスの提供やボラン
ティアの育成を実施する新座市社会福祉協議会に対
し、補助を行う。 

社会福祉協議会の
人件費等の補助 

131,798 社会福祉協議会の
人件費等の補助 

131,798 社会福祉協議会の
人件費等の補助 

126,493 

 
第７節 地域福祉  関連する  

 ＳＤＧｓ 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

福祉フ
ェステ
ィバル
補助 

福祉
政策
課 

障がいのある人やない人、お年寄りから子どもまで
共に楽しみ、ふれあいと交流の輪を広げることを目
的として開催する福祉フェスティバルの実行委員会
に対し、補助等を行う。 

福祉フェスティバ
ルの開催 

3,293 福祉フェスティバ
ルの開催 

3,293 福祉フェスティバ
ルの開催 

3,293 

生活支
援体制
整備 

福祉
政策
課 

社会福祉法第１０６条の３第１項第１号及び介護保
険法第１１５条の４５第２項第５号に規定する事業
を推進するとともに、地域における支え合いの生活
支援体制づくりを推進する。 

協議体の設置及び
運営 
生活支援コーディ
ネーターの配置 
（社会福祉協議会
へ委託して実施） 

55,836 協議体の設置及び
運営 
生活支援コーディ
ネーターの配置 
（社会福祉協議会
へ委託して実施） 

55,836 協議体の設置及び
運営 
生活支援コーディ
ネーターの配置 
（社会福祉協議会
へ委託して実施） 

55,836 
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 第２章 基本政策❷ 教育文化  
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施策１ 就学前教育の充実 
 

 

 

 

施策１ 教育内容の充実 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

教育委
員会運
営 

教育
総務
課 

教育行政における重要事項や基本方針を決定するた
め、教育委員会定例会を開催する。 
また、市民の意見や要望等の把握を目的として、二 
つの中学校区ごとに教育懇談会を開催するとともに、
様々な教育課題に関して先進自治体を視察し、教育
行政に反映させる。 

定例教育委員会の
開催 
教育懇談会の開催 
教育行政視察の実
施 

4,054 定例教育委員会の
開催 
教育懇談会の開催 
教育行政視察の実
施 

4,054 定例教育委員会の
開催 
教育懇談会の開催 
教育行政視察の実
施 

4,054 

林間学
校助成
（小学
校） 

学務
課 

林間学校事業において、保護者が負担する費用の軽
減を図るため、参加児童１人当たり 2,000 円の助成
を行う。 

林間学校事業にお
いて、保護者が負
担する費用の軽減
を図るため、参加
児童１人当たり
2,000 円の助成 

3,068 林間学校事業にお
いて、保護者が負
担する費用の軽減
を図るため、参加
児童１人当たり
2,000 円の助成 

3,068 林間学校事業にお
いて、保護者が負
担する費用の軽減
を図るため、参加
児童１人当たり
2,000 円の助成 

3,068 

特別支
援教育
就学奨
励（小
学校） 

学務
課 

障がいのある学齢児童の就学の事情を考慮し、学齢
児童の保護者等の経済的負担の軽減を図るため、就
学に伴う費用の一部を援助する。 

障がいのある学齢
児童の就学の事情
を考慮し、学齢児
童の保護者等の経
済的負担の軽減を
図るため、就学に
伴う費用の援助 

4,662 障がいのある学齢
児童の就学の事情
を考慮し、学齢児
童の保護者等の経
済的負担の軽減を
図るため、就学に
伴う費用の援助 

4,662 障がいのある学齢
児童の就学の事情
を考慮し、学齢児
童の保護者等の経
済的負担の軽減を
図るため、就学に
伴う費用の援助 

4,662 

生徒派
遣費助
成 

学務
課 

部活動などで大会等に出場する生徒の派遣費用につ
いて、助成を行う。 

部活動などで大会
等に出場する生徒
の派遣費用の助成 

3,500 部活動などで大会
等に出場する生徒
の派遣費用の助成 

3,500 部活動などで大会
等に出場する生徒
の派遣費用の助成 

3,500 

第１節 就学前教育  関連する  
 ＳＤＧｓ 

第２節 学校教育  関連する  
 ＳＤＧｓ 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

林間学
校助成
（中学
校） 

学務
課 

林間学校事業において、保護者が負担する費用の軽
減を図るため、参加生徒１人当たり４，５００円の
助成を行う。 

林間学校事業にお
いて、保護者が負
担する費用の軽減
を図るため、参加
生徒１人当たり
４，５００円の助
成 

6,422 林間学校事業にお
いて、保護者が負
担する費用の軽減
を図るため、参加
生徒１人当たり
４，５００円の助
成 

6,422 林間学校事業にお
いて、保護者が負
担する費用の軽減
を図るため、参加
生徒１人当たり
４，５００円の助
成 

6,422 

特別支
援教育
就学奨
励（中
学校） 

学務
課 

障がいのある学齢生徒の就学の事情を考慮し、学齢
生徒の保護者等の経済的負担の軽減を図るため、就
学に伴う費用の一部を援助する。 

障がいのある学齢
生徒の就学の事情
を考慮し、学齢生
徒の保護者等の経
済的負担の軽減を
図るため、就学に
伴う費用の援助 

3,048 障がいのある学齢
生徒の就学の事情
を考慮し、学齢生
徒の保護者等の経
済的負担の軽減を
図るため、就学に
伴う費用の援助 

3,048 障がいのある学齢
生徒の就学の事情
を考慮し、学齢生
徒の保護者等の経
済的負担の軽減を
図るため、就学に
伴う費用の援助 

3,048 

学校健
康管理 

学務
課 

児童・生徒及び教職員の健康の保持増進を図るため、
定期健康診断を行うとともに、翌年度の小学校入学
予定者を対象に就学時健康診断を行う。 
また、教職員のメンタルヘルス不調の未然防止を図
るため、労働安全衛生法第６６条の１０の規定に基
づき、教職員の心理的な負担の程度を把握するため
の検査（ストレスチェック）を実施する。 

児童・生徒の健康
診断の実施 
教職員の健康診断
等の実施 

63,977 児童・生徒の健康
診断の実施 
教職員の健康診断
等の実施 

63,977 児童・生徒の健康
診断の実施 
教職員の健康診断
等の実施 

63,977 

学校環
境衛生
検査 

学務
課 

学校保健安全法第６条に基づき、学校環境衛生の維
持・管理を図るため、飲料水及びプール水の衛生検
査を行う。 

プール薬品等購入 
飲料水水質検査の
実施 
プール水水質検査
の実施 

2,554 プール薬品等購入 
飲料水水質検査の
実施 
プール水水質検査
の実施 

2,554 プール薬品等購入 
飲料水水質検査の
実施 
プール水水質検査
の実施 

2,554 

国際理
解教育
推進 

教育
支援
課 

英語のネイティブスピーカー（母語としている人又
はそれと同等の英語を話す人）を中学校に派遣する
ことにより、生徒に直接生きた英語や異文化に触れ
させ、体験を通して英語教育及び国際理解教育を推
進する。 
１ 英語指導助手 ６人 
２ 英語指導講師 １人（第二中学校 週２日配置）

中学校６校に英語
指導助手等の派遣 

28,529 中学校６校に英語
指導助手等の派遣 

27,571 中学校６校に英語
指導助手等の派遣 

27,582 

小学校
英語教
育推進 

教育
支援
課 

児童の英語による実践的なコミュニケーション能力
育成を目的として、小学校で英語学習を行う。 
小学校英語講師 １３人 

小学校１７校への
小学校英語講師の
派遣等 

33,534 小学校１７校への
小学校英語講師の
派遣等 

35,276 小学校１７校への
小学校英語講師の
派遣等 

37,018 

音楽会 教育
支援
課 

音楽会への参加を通して、児童生徒の表現力を高め
るとともに、豊かな情操を培う。 
１ 市内音楽会 
 ⑴参加者 各小学校１クラス、各中学校３クラス 

⑵予定会場 新座市民会館 
２ 南部地区音楽会 
 ⑴参加者 小学校２校各１クラス、中学校 1 校１ 

クラス  
⑵予定会場 戸田市文化会館 

音楽会への参加 2,250 音楽会への参加 2,250 音楽会への参加 2,250 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

キャリ
ア教育
体験 

教育
支援
課 

豊かな感性や社会性、自立心を養い、豊かに生きる
力を身に付け、社会の変化に流されることなく様々
な課題にたくましく対応し、社会人・職業人として
自立していくことができるよう、地域の中のいろい
ろな事業所において職場活動を体験させる。 

市立六校の中学校 2
年生全員を対象と
した 4 日間の職場
体験学習の実施 

1,128 市立六校の中学校 2
年生全員を対象と
した 4 日間の職場
体験学習の実施 

1,128 市立六校の中学校 2
年生全員を対象と
した 4 日間の職場
体験学習の実施 

1,128 

学校水
泳指導
委託 

教育
支援
課 

令和４年度の実績に基づき、市内一部の学校におけ
る水泳指導について、民間のスイミングスクールに
委託する。 

水泳授業 60 分〜75
分×4 日間 
実施校 
第四小学校、八石
小学校、野火止小
学校、栄小学校、
新座小学校 

23,355 水泳授業 60 分〜75
分×4 日間 
実施校 
八石小学校、野火
止小学校 
栄小学校、第四小
学校 
新座小学校、池田
小学校 
新堀小学校 

33,319 水泳授業 60 分〜75
分×4 日間 
実施校 
八石小学校、野火
止小学校 
栄小学校、第四小
学校 
新座小学校、池田
小学校 
新堀小学校、西堀
小学校、栗原小学
校 

41,310 

教育相
談 

教育
相談
セン
ター 

教育相談室では、電話相談、面接相談のほか、登校
できない子どもたちのための適応指導教室「ふれあ
いルーム」を設置し、支援に当たる。 
また、中学校にさわやか相談員を配置し、学校を拠
点として同様に取り組む。 
さらに、特別な配慮を要する児童生徒の登校支援の
ためにピアサポーターを配置する。 
不登校児童・生徒のための支援策として、適応指導
教室「とことこぷらすのへや」を設置する。 

教育相談業務、い
じめ問題対策連絡
協議会の開催、い
じめ防止対策審議
会の開催、学校カ
ウンセラー、ピア
サポーター(謝礼金
対応者)等による支
援業務、適応指導
教室の設置 

55,003 教育相談業務、い
じめ問題対策連絡
協議会の開催、い
じめ防止対策審議
会の開催、学校カ
ウンセラー、ピア
サポーター(謝礼金
対応者)等による支
援業務、適応指導
教室の設置 

55,253 教育相談業務、い
じめ問題対策連絡
協議会の開催、い
じめ防止対策審議
会の開催、学校カ
ウンセラー、ピア
サポーター(謝礼金
対応者)等による支
援業務、適応指導
教室の設置 

55,253 

特別支
援教育
整備 

教育
相談
セン
ター 

介助員や支援員の配置を行い、特別支援学級や通常
学級に在籍する特別な配慮を必要とする児童生徒に
ついて一層の教育的支援を図る。 

介助員、特別支援
教育支援員、特別
支援教育推進員、
介助員(臨時)による
支援、就学支援委
員会の開催(年９
回)、就学支援委員
会専門部会の開催
(年４回)、巡回相談
カウンセラー派遣 

140,877 介助員、特別支援
教育支援員、特別
支援教育推進員、
介助員(臨時)による
支援、就学支援委
員会の開催(年９
回)、就学支援委員
会専門部会の開催
(年４回)、巡回相談
カウンセラー派遣 

140,877 介助員、特別支援
教育支援員、特別
支援教育推進員、
介助員(臨時)による
支援、就学支援委
員会の開催(年９
回)、就学支援委員
会専門部会の開催
(年４回)、巡回相談
カウンセラー派遣 

140,877 

日本語
指導員
派遣 

教育
相談
セン
ター 

小・中学校に編入したばかりの外国籍児童生徒等の 
た め に 、 日 本 語 指 導 員 及 び 外 国 籍 児 童 生 徒 サ ポ ー 
ターが日本語の指導を行ったり、生活面での支援を
行ったりして学校への適応促進を図る。 

日本語指導員によ
る支援 
外国籍児童生徒サ
ポーター(謝礼金対
応者)による支援 
教材費 

2,338 日本語指導員によ
る支援 
外国籍児童生徒サ
ポーター(謝礼金対
応者)による支援 
教材費 

3,709 日本語指導員によ
る支援 
外国籍児童生徒サ
ポーター(謝礼金対
応者)による支援 
教材費 

3,709 
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施策２ 教育活動の質の向上 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

小学校
運営 

教育
総務
課 

小学校の運営に必要な消耗品費、印刷製本費、修繕
料などの共通経費を各校に配分する。 

学校運営に係る消
耗品購入 
卒業証書等の印刷 
教材備品の修繕 

62,881 学校運営に係る消
耗品購入 
卒業証書等の印刷 
教材備品の修繕 

62,881 学校運営に係る消
耗品購入 
卒業証書等の印刷 
教材備品の修繕 

62,881 

中学校
運営 

教育
総務
課 

中学校の運営に必要な消耗品費、印刷製本費、修繕
料などの共通経費を各校に配分する。 

学校運営に係る消
耗品購入 
卒業証書等の印刷 
教材備品の修繕 

35,427 学校運営に係る消
耗品購入 
卒業証書等の印刷 
教材備品の修繕 

35,427 学校運営に係る消
耗品購入 
卒業証書等の印刷 
教材備品の修繕 

35,427 

小中学
校用務
委託 

学務
課 

小・中学校に学校用務員を配置する。 
１ 小学校 １７校 
２ 中学校  ６校 

小学校 17 校、中学
校 6 校配置 

40,965 小学校 17 校、中学
校 6 校配置 

40,965 小学校 17 校、中学
校 6 校配置 

40,965 

学校教
育管理
運営支
援 

学務
課 

学校教育及び学校管理運営を支援するため、必要に
応じて会計年度任用職員（図書整理員／栄養士（委
託校）／教職員（病休代員等）／スクール・サポー
ト・スタッフ）を学校に配置する。 

学校教育及び学校
管理運営を支援す
るため、必要に応
じて会計年度任用
職員を学校へ配置 

72,687 学校教育及び学校
管理運営を支援す
るため、必要に応
じて会計年度任用
職員を学校へ配置 

72,687 学校教育及び学校
管理運営を支援す
るため、必要に応
じて会計年度任用
職員を学校へ配置 

72,687 

小学校
第一学
年副担
任 

学務
課 

小学校１年生にきめ細かい教育を実施するため、市
立小学校１年生の学級を担任する教員を補助する副
担任を配置する。 
教員（副担任） １４人 

小学校１年生にき
め細かい教育を実
施するため、市立
小学校１年生の学
級を担任する教員
を補助する副担任
の配置 

42,741 小学校１年生にき
め細かい教育を実
施するため、市立
小学校１年生の学
級を担任する教員
を補助する副担任
の配置 

42,741 小学校１年生にき
め細かい教育を実
施するため、市立
小学校１年生の学
級を担任する教員
を補助する副担任
の配置 

42,741 

教育活
動及び
学校運
営支援
（小学
校） 

学務
課 

小学校の教育活動及び学校運営を支援する。 教育活動及び学校
運営の支援 

2,324 教育活動及び学校
運営の支援 

2,324 教育活動及び学校
運営の支援 

2,324 

学校応
援団推
進 

教育
支援
課 

地域の教育力向上を図るため、地域住民が学校支援
ボランティアとして学校の教育活動に参画する。 
また、全ての小・中学校に配置された学校応援コー
ディネーターが学校の求めに応じてボランティア活
動を調整して有効に機能させるなど、地域ぐるみで
学校教育を支援する体制「学校応援団」の確立を推
進する。 

学校応援団実行委
員会の開催 
地域学校協働活動
講演会の開催 
地域内学校区への
学校支援本部事業
実施に係る普及啓
発、広報活動 

1,246 学校応援団実行委
員会の開催 
地域学校協働活動
講演会の開催 
地域内学校区への
学校支援本部事業
実施に係る普及啓
発、広報活動 

1,246 学校応援団実行委
員会の開催 
地域学校協働活動
講演会の開催 
地域内学校区への
学校支援本部事業
実施に係る普及啓
発、広報活動 

1,246 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

２１世
紀教育
研究 

教育
支援
課 

市内の学校教育の一層の充実・発展のため市立小・
中学校全校に３年間の研究を委嘱する。 
また、各種調査問題の傾向から、国が求めている授
業のあり方や、調査結果から分かる児童生徒の学習
上の課題を明確にし、学力向上につながる研修会を
実施する。 

各校において定め
た研究主題に基づ
いた、３年間（原
則）の研究 

3,227 各校において定め
た研究主題に基づ
いた、３年間（原
則）の研究 

3,227 各校において定め
た研究主題に基づ
いた、３年間（原
則）の研究 

3,227 

教育副
読本整
備 

教育
支援
課 

体力向上、児童生徒の郷土への理解と愛情育成を目
的として、副読本を各学校に配布する。 

教育副読本の配布 8,356 教育副読本の配布 3,632 教育副読本の配布 3,632 

 

施策３ 教育環境の整備・充実 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

教育ネ
ットワ
ーク整
備 

教育
総務
課 

ＧＩＧＡスクール構想による整備等を受けて教育Ｄ
Ｘを着実に推進するため、国の指針に沿った新たな
教育ネットワークを構築・運用する。教職員の働き
方改革に繋げるとともに、蓄積した個々の教育デー
タの有機的な利活用を図る。 

新教育ネットワー
ク借上 
通信 
メンテナンス用品
関係 
パスワード付ＵＳ
Ｂメモリ追加 
統合ＩＤライセン
ス追加 

399,293 新教育ネットワー
ク借上 
通信 
メンテナンス用品
関係 

380,115 新教育ネットワー
ク借上 
通信 
メンテナンス用品
関係 

380,115 

小学校
施設管
理 

教育
総務
課 

小学校施設に係る維持管理を行う。 小学校の維持管理 143,502 小学校の維持管理 206,229 小学校の維持管理 234,990 

小学校
施設修
繕 

教育
総務
課 

小学校施設の老朽化等に対応する修繕を行う。 突発的に起こる施
設の修繕 

28,000 突発的に起こる施
設の修繕 

28,000 突発的に起こる施
設の修繕 

28,000 

小学校
施設整
備 

教育
総務
課 

小学校施設の日常的な維持補修等を行うとともに、
新座市学校施設長寿命化計画に基づき、計画的に改
修工事を実施する。 

屋外トイレ改築工
事 
体育館空調設置工
事 
その他設計・監理 
その他諸工事 

685,790 屋外トイレ改築工
事 
体育館空調設置工
事 
大和田小体育館解
体工事 
第四小・池田小校
舎長寿命化工事 
設計・監理 
その他諸工事 

3,144,447 大和田小体育館改
築工事 
第四小・池田小・
東北小校舎長寿命
化工事 
設計・監理 
その他諸工事 

3,167,225 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

小学校
用地借
上 

教育
総務
課 

学校運営に必要な学校用地の一部を借り上げる。 
１ 地権者 ７人 
２ 借 地 ９，４６７．９３㎡ 

学校用地借上 16,706 学校用地借上 16,706 学校用地借上 16,706 

小学校
備品整
備 

教育
総務
課 

小学校の施設備品、教材備品等の充実を図るととも
に、現有備品の老朽化、破損等に伴う買換え等、備
品の整備を行う。 

机・椅子の購入 
備品の修繕 
施設・教材備品の
購入 

20,115 机・椅子の購入 
備品の修繕 
施設・教材備品の
購入 

20,115 机・椅子の購入 
備品の修繕 
施設・教材備品の
購入 

20,115 

小学校
図書整
備 

教育
総務
課 

小学校の図書の整備・充実を図る。 
蔵書冊数 １８６，０００冊（令和６年３月末見込
み） 

図書の購入 10,000 図書の購入 10,000 図書の購入 10,000 

小学校
樹木管
理 

教育
総務
課 

小学校樹木の維持管理に係る剪定・清掃を行う。 樹木等の剪定除草 
樹木等の清掃 

28,671 樹木等の剪定除草 
樹木等の清掃 

28,671 樹木等の剪定除草 
樹木等の清掃 

28,671 

小学校
コンピ
ュータ
教育推
進 

教育
総務
課 

情報化社会に対応した学習環境を整備するため、Ｇ
ＩＧＡスクール構想に基づき、可動式コンピュータ
等を活用して、ＩＣＴ教育水準の維持向上を図る。 

可動式コンピュー
タ賃貸借 
可動式コンピュー
タ保険 
可動式コンピュー
タ修繕 
電子黒板購入 

88,392 可動式コンピュー
タ保険 
可動式コンピュー
タ修繕 
電子黒板購入 

68,769 可動式コンピュー
タ保険 
可動式コンピュー
タ修繕 
電子黒板購入 

68,769 

中学校
施設管
理 

教育
総務
課 

中学校施設に係る維持管理を行う。 中学校の維持管理 66,752 中学校の維持管理 105,381 中学校の維持管理 116,313 

中学校
施設修
繕 

教育
総務
課 

中学校施設の老朽化等に対応する修繕を行う。 突発的に起こる施
設の修繕 

13,000 突発的に起こる施
設の修繕 

13,000 突発的に起こる施
設の修繕 

13,000 

中学校
施設整
備 

教育
総務
課 

中学校施設の日常的な維持補修等を行うとともに、
新座市学校施設長寿命化計画に基づき、計画的に改
修工事を実施する。 

屋外トイレ改築工
事 
その他設計・監理 
その他諸工事 

40,833 屋外トイレ改築工
事 
第四中体育館長寿
命化設計 
その他設計・監理 
その他諸工事 

79,245 第四中体育館長寿
命化工事 
第五中体育館長寿
命化設計 
第二中校庭改修設
計 
その他諸工事 

306,858 

中学校
用地借
上 

教育
総務
課 

学校運営に必要な学校用地の一部を借り上げる。 
１ 地権者 ６人 
２ 借 地 ２２，７２８．９㎡ 

学校用地借上 25,675 学校用地借上 25,675 学校用地借上 25,675 

中学校
備品整
備 

教育
総務
課 

中学校の施設備品、教材備品等の充実を図るととも
に、現有備品の老朽化、破損等に伴う買換え等、備
品の整備を行う。 

机・椅子の購入 
備品の修繕 
施設・教材備品の
購入 

12,658 机・椅子の購入 
備品の修繕 
施設・教材備品の
購入 

12,658 机・椅子の購入 
備品の修繕 
施設・教材備品の
購入 

12,658 

中学校
図書整
備 

教育
総務
課 

中学校の図書の整備・充実を図る。 
蔵書冊数 ９８，０００冊（令和６年３月末見込
み） 

図書の購入 4,300 図書の購入 4,300 図書の購入 4,300 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

中学校
樹木管
理 

教育
総務
課 

中学校樹木の維持管理に係る剪定・清掃を行う。 樹木等の剪定除草 
樹木等の清掃 

9,760 樹木等の剪定除草 
樹木等の清掃 

9,760 樹木等の剪定除草 
樹木等の清掃 

9,760 

中学校
コンピ
ュータ
教育推
進 

教育
総務
課 

情報化社会に対応した学習環境を整備するため、Ｇ
ＩＧＡスクール構想に基づき、可動式コンピュータ
等を活用して、ＩＣＴ教育水準の維持向上を図る。
また、ＧＩＧＡスクール構想で導入した可動式コン
ピュータと連携して学校教育の幅を拡げるため、中
学校の各教室に電子黒板を導入する。 

電子黒板等借上 
可動式コンピュー
タ賃貸借 
可動式コンピュー
タ保険 
可動式コンピュー
タ修繕 

34,211 電子黒板等借上 
可動式コンピュー
タ保険 
可動式コンピュー
タ修繕 

26,937 電子黒板等借上 
可動式コンピュー
タ保険 
可動式コンピュー
タ修繕 

26,937 

第二中
学校校
舎長寿
命化改
修 

教育
総務
課 

第二中学校校舎長寿命化改修工事及びその工事監理
業務委託を実施する。 

第二中学校舎長寿
命化改修工事（Ⅱ
期工事） 
監理（Ⅱ期） 
（令和５年度繰越
事業：861,741 千
円） 

0 第二中学校舎長寿
命化改修工事（Ⅲ
期工事） 
監理（Ⅲ期） 

633,754 
 

0 

給食室
施設管
理 

教育
総務
課 

学校給食の安全性と衛生及び安定した供給確保のた
め、給食室及び関連設備の各種点検などの施設の管
理を行う。 

給食室保守点検委
託 
空調賃貸借 

33,047 給食室保守点検委
託 
空調賃貸借 

58,222 給食室保守点検委
託 
空調賃貸借 

58,222 

給食室
施設修
繕 

教育
総務
課 

小・中学校給食施設の老朽化等に対応する修繕を行
う。 

突発的に起こる給
食室の修繕 

9,600 突発的に起こる給
食室の修繕 

9,600 突発的に起こる給
食室の修繕 

9,600 

給食室
施設整
備 

教育
総務
課 

学校給食の安全性と衛生及び安定した供給確保のた
め、小・中学校給食施設の日常的な維持補修等を行 
うとともに、新座市学校施設長寿命化計画に基づき、
計画的に改修工事を実施する。 

その他諸工事 7,100 第四小・東野小給
食室長寿命化改修
工事設計 
その他諸工事 

9,722 第四小・東野小・
第三中給食室長寿
命化改修設計 
その他諸工事 

24,282 

奨学金
貸付 

学務
課 

能力があるにもかかわらず経済的理由により修学困
難な者のために、奨学金の貸付けを無利子で行う。 

奨学金の貸付け
（無利子）の実施 

1,200 奨学金の貸付け
（無利子）の実施 

960 奨学金の貸付け
（無利子）の実施 

480 

修学資
金利子
補給 

学務
課 

教育の機会均等と経済的負担の軽減を図るため、日
本政策金融公庫及び日本学生から教育資金を借り入
れた者に対し、返済利子の一部または全部を交付す
る。 

修学資金利子補給
の実施 

800 修学資金利子補給
の実施 

1,600 修学資金利子補給
の実施 

2,400 

コミュ
ニテ
ィ・ス
クール
推進 

学務
課 

地域ぐるみで、児童生徒の健全育成を目指し、既存
の学校評議員、ＰＴＡ、学校応援ボランティア団体
等の再編成と活性化を進め、学校を総合的に支援す
る学校運営協議会の充実に取り組む。 
市内全小・中学校２３校において活動を推進する。 

学校運営協議会の
推進 

1,319 学校運営協議会の
推進 

1,319 学校運営協議会の
推進 

1,319 

要保護
及び準
要保護
児童生
徒就学
援助
（小学
校） 

学務
課 

経済的理由により教育の機会が失われないように、
学齢児童の保護者等に対し、就学に伴う費用を援助
する。 

就学に伴う費用の
援助 

75,434 就学に伴う費用の
援助 

75,434 就学に伴う費用の
援助 

75,434 



- 65 - 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

要保護
及び準
要保護
児童生
徒就学
援助
（中学
校） 

学務
課 

経済的理由により教育の機会が失われないように、
学齢生徒の保護者等に対し、就学に伴う費用を援助
する。 

就学に伴う費用の
援助 

70,268 就学に伴う費用の
援助 

70,268 就学に伴う費用の
援助 

70,268 

学校給
食管理 

学務
課 

学校給食の安全性と衛生及び安定した供給の確保の
ため、定期的な各種衛生検査を行う。 

物品修繕 
検便検査 
食品大腸菌群検査 
給食用食材検査 
害虫駆除・事務機
器借上 

16,646 物品修繕 
検便検査 
食品大腸菌群検査 
給食用食材検査 
害虫駆除・事務機
器借上 

16,646 物品修繕 
検便検査 
食品大腸菌群検査 
給食用食材検査 
害虫駆除・事務機
器借上 

16,646 

学校給
食運営 

学務
課 

学校給食業務の運営を行う。 給食消耗品の購入 
施設用燃料費の支
払い 
清掃の委託 
一般廃棄物収集運
搬処理の委託 
給食室検収用計量
器検定 

83,579 給食消耗品の購入 
施設用燃料費の支
払い 
清掃の委託 
一般廃棄物収集運
搬処理の委託 

83,439 給食消耗品の購入 
施設用燃料費の支
払い 
清掃の委託 
一般廃棄物収集運
搬処理の委託 
給食室検収用計量
器検定 

83,579 

学校給
食調理
委託 

学務
課 

学校給食調理業務の民間委託を順次推進する。 
委託実施校 
小学校 １５校（大和田小、西堀小、片山小、第四
小、八石小、東北小、野火止小、池田小、新堀小、
栄小、石神小、新開小、栗原小、陣屋小、新座小） 
中学校  ６校（全校） 

継続契約小・中学
校２１校 

506,424 継続契約小・中学
校２１校 
新規契約（野寺
小）１校 

541,382 継続契約小・中学
校２２校 

568,450 

学校給
食備品
整備 

学務
課 

給食調理の衛生管理上、必要となる調理備品の新規
購入及び買換えを行う。 

各小・中学校給食
室の老朽化 
及び必要な備品の
購入 

24,000 各小・中学校給食
室の老朽化 
及び必要な備品の
購入 

24,000 各小・中学校給食
室の老朽化 
及び必要な備品の
購入 

24,000 

学校ふ
るさと
支援 

教育
支援
課 

小・中学校の立地条件をいかした自然体験を通して、
児童・生徒に自然保護に向かう心と情操を育むとと
もに、学校緑化を推進し、緑にあふれるふるさと新
座を愛する市民を育成する「学校ふるさと構想」に
基づき、学校教育林（１校）及び学校教育農園（２
３校）を設置する。 

農業体験活動等の
推進 

2,230 農業体験活動等の
推進 

2,230 農業体験活動等の
推進 

2,230 

小中学
校コン
ピュー
タ業務
補助員
配置 

教育
支援
課 

各小・中学校にコンピュータ業務補助員を配置し、
学校事務、学習指導補助等コンピュータ活用の効果
的な推進を図る。 
コンピュータ業務補助員 ６人 

コンピュータ業務
補助員の配置 

10,363 コンピュータ業務
補助員の配置 

11,188 コンピュータ業務
補助員の配置 

12,013 

交通安
全活動 

教育
支援
課 

主に小学生の登下校時の交通安全を図り、安全通行
並びに交通道徳の高揚及び交通秩序の確保に努める
ため、交通指導員を配置する。 
また、交通指導員の欠員箇所や、交通施設が設置さ
れるまでの間、交通秩序の確保が特に必要な箇所に
交通マナー案内員等を配置する。 
交通安全子供自転車埼玉県大会へ参加する。 

交通指導員の配置 
交通マナー案内員
等の人員配置委託 

52,846 交通指導員の配置 
交通マナー案内員
等の人員配置委託 

53,398 交通指導員の配置 
交通マナー案内員
等の人員配置委託 

53,950 
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施策１ 青少年の健全育成の推進 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

青少年
教育振
興基金 

生涯
学習
スポ
ーツ
課 

青少年教育振興事業（芸術文化、スポーツ、国内外
派遣研修等参加、地域交流、環境美化及び奉仕活
動）の推進に貢献する個人・団体に対し、助成を行
う。  
また、寄附金などを青少年教育振興基金に積み立て
る。 

助成金の交付 
青少年教育振興基
金への積立 

2,952 助成金の交付 
青少年教育振興基
金への積立 

2,952 助成金の交付 
青少年教育振興基
金への積立 

2,952 

新座っ
子ぱわ
ーあっ
ぷくら
ぶ 

生涯
学習
スポ
ーツ
課 

市立小学校等を会場として、スポーツ推進委員、青
少年育成推進員会などの団体及び様々なスキルを持
つ地域のボランティアが指導者となって、学習・文
化・スポーツ・自然体験のジャンルで様々なクラブ
を開設し、子どもたちの週末活動の一層の充実と安
全・安心な居場所の確保を図るとともに地域の教育
力の活性化を図る。 

３５クラブ開設 3,704 ３５クラブ開設 3,704 ３５クラブ開設 3,704 

子ども
の放課
後居場
所づく
り 

生涯
学習
スポ
ーツ
課 

放課後等に学校施設を活用して、子どもたちの安
全・安心な活動拠点（居場所）を設置し、地域の
方々の参画を得て、勉強、スポーツ、文化活動、地
域との交流活動等を実施することにより、子どもた
ちが心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推進す
る。 

市直営校 ８校 
委託校  ９校 

161,151 市直営校 ８校 
委託校  ９校 

161,151 市直営校 ８校 
委託校  ９校 

161,151 

 

 

 

 

 

 

第３節 青少年健全育成  関連する  
 ＳＤＧｓ 
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施策１ 生涯学習の推進 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

社会教
育団体
補助 

生涯
学習
スポ
ーツ
課 

自主的・主体的な事業活動及び健全かつ適切な事業
展開を図る社会教育関係団体に対し、補助を行う。 

社会教育団体補助 2,016 社会教育団体補助 2,016 社会教育団体補助 2,016 

新座快
適みら
い都市
市民ま
つり 

生涯
学習
スポ
ーツ
課 

市民のふれあいの場とふるさとづくりを促進し、地
域コミュニティとふるさと意識の高揚を図るため、
市民参加によって開催される新座快適みらい都市市
民まつり文化祭実行委員会に対し、事業費の補助を
行う。 

新座快適みらい都
市市民まつり文化
祭（秋実施） 

1,265 新座快適みらい都
市市民まつり文化
祭（秋実施） 

1,703 新座快適みらい都
市市民まつり文化
祭（秋実施） 

1,265 

にいざ
プラス
カレッ
ジ 

生涯
学習
スポ
ーツ
課 

「にいざプラスカレッジ」を実施する。 
開催予定コース・会場 
（１）にいざまなびコース 跡見学園女子大学 
（２）にいざデザインコース 十文字学園女子大学 
（３）（仮称）にいざウエルネスコース 立教大学 

市内３大学におい
て「にいざプラス
カレッジ」の実施 

1,009 市内３大学におい
て「にいざプラス
カレッジ」の実施 

1,009 市内３大学におい
て「にいざプラス
カレッジ」の実施 

1,009 

市民会
館運営
管理 

生涯
学習
スポ
ーツ
課 

市民会館に係る運営管理を行う。 
株式会社ケイミックスパブリックビジネスを指定管
理者とする（令和６年度〜令和１０年度）。 

市民会館の運営管
理 

83,548 市民会館の運営管
理 

83,804 市民会館の運営管
理 

83,765 

市民会
館整備 

生涯
学習
スポ
ーツ
課 

市民会館利用者の安全管理や利用促進を図るため、
施設の改良改修工事等を行う。 

防火シャッター危
害防止装置設置工
事 

4,974 
 

0 
 

0 

ふるさ
と新座
館ホー
ル運営
管理 

生涯
学習
スポ
ーツ
課 

ふるさと新座館ホールに係る運営管理を行う。 
株式会社セイウンを指定管理者とする（令和４年度
〜令和８年度）。 

ふるさと新座館 
ホールの運営管理 

3,760 ふるさと新座館 
ホールの運営管理 

3,860 ふるさと新座館 
ホールの運営管理 

3,860 

第４節 生涯学習  関連する  
 ＳＤＧｓ 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

公民館
施設管
理 

中央
公民
館 

公民館及びコミュニティセンターに係る運営管理を
行う。 
１ 公民館（５館） 
  中央公民館、栄公民館、栗原公民館、畑中公民 

館、大和田公民館 
２ コミュニティセンター（２館） 
  東北コミュニティセンター、西堀・新堀コミュ 

ニティセンター 

公民館及びコミュ
ニティセンター
（野火止公民館を
除く。）の運営及
び施設管理 

106,932 公民館及びコミュ
ニティセンター
（野火止公民館を
除く。）の運営及
び施設管理 

106,932 公民館及びコミュ
ニティセンター
（野火止公民館を
除く。）の運営及
び施設管理 

106,932 

公民館
施設整
備 

中央
公民
館 

公民館及びコミュニティセンター施設の機能維持・
向上のための施設整備を行う。 

長寿命化改修工事
実施設計 
陶芸室エアコン設
置工事 
体育室床改修工事 

23,881 長寿命化改修工事 0 長寿命化改修工事 0 

公民館
講座 

中央
公民
館 

市民の多様な学習ニーズに対応するため、学習機会
を提供し、各種講座を行う。  
実施予定講座 
家庭教育・国際理解と交流・子どもたちの体験的学
習・環境・芸術・文化・高齢社会・グループ・サー
クルとの連携・市民参画・観光・ＩＴ・人権に関す
る講座など 

公民館・コミュニ
ティセンターにお
ける各種講座の開
催 
年間 １８９講座
開催予定 

7,198 公民館・コミュニ
ティセンターにお
ける各種講座の開
催 
年間 １８９講座
開催予定 

7,198 公民館・コミュニ
ティセンターにお
ける各種講座の開
催 
年間 １８９講座
開催予定 

7,198 

社会教
育指導
員 

中央
公民
館 

公民館・コミュニティセンターにおける講座の企
画・運営、利用者の学習指導、サークルの育成等を
行う社会教育指導員を配置し、市民の社会教育奨励
を図る。 
社会教育指導員 ７人 

社会教育指導員の
配置 

12,577 社会教育指導員の
配置 

12,577 社会教育指導員の
配置 

12,577 

ふるさ
と新座
館施設
管理 

中央
公民
館 

ふるさと新座館に係る運営管理を行う。 
株式会社セイウンを指定管理者とする（令和４年度
〜令和８年度）。 

ふるさと新座館に
ついて、指定管理
者による運営及び
施設管理 

50,645 ふるさと新座館に
ついて、指定管理
者による運営及び
施設管理 

50,645 ふるさと新座館に
ついて、指定管理
者による運営及び
施設管理 

50,645 

図書館
資料整
備 

中央
図書
館 

市民の学習活動、調査研究その他の多種多様な要望
に応じるため、蔵書の充実を図る。 

図書等図書館資料
の購入 

47,797 図書等図書館資料
の購入 

47,797 図書等図書館資料
の購入 

47,797 

図書館
施設管
理 

中央
図書
館 

中央図書館の運営管理を行う。また、業務用端末機
器については、福祉の里図書館、分館５館、東北コ
ミュニティセンターサービススポット及び栗原５丁
目図書サービススポット（ビブリア）分を含めて維
持管理を行う。 
福祉の里図書館及び中央図書館分館５館について
は、株式会社図書館流通センターを指定管理者とす
る（令和４年度〜令和８年度）。 

図書館等の運営維
持管理 
図書館ｼｽﾃﾑの運用 

112,338 図書館等の運営維
持管理 
図書館ｼｽﾃﾑの運用 

112,338 図書館等の運営維
持管理 
図書館ｼｽﾃﾑの運用 

112,338 

図書館
講座、
講習等 

中央
図書
館 

図書館利用の推進及び市民文化振興の一助として、
講座、講習会等を開催する。また、地域の子育て支 
援 策 と し て 、 親 子 に 本 の 楽 し さ を 伝 え る ブ ッ ク ス 
タート事業（はじめてブックの配布）を行う。 

講座、講習会 
子ども読書イベント 
冬のおたのしみ会 

738 講座、講習会 
子ども読書イベント 
冬のおたのしみ会 
ブックスタート事業 
 

1,637 講座、講習会 
子ども読書イベント 
冬のおたのしみ会 
ブックスタート事業 

1,637 
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施策１ 文化芸術活動の振興 
 

施策２ 文化財の保存・活用 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

文化財
調査 

歴史
民俗
資料
館 

各種文化財の基礎的な調査及び資料の整理並びに文
化財の保護を図るため、発掘調査等を行う。 

開発行為等に先立
つ遺跡所在確認調
査及び個人住宅の
建設に伴う発掘調
査の実施、大和田
カミ遺跡群発掘調
査の報告書編集
等、各種文化財の
調査・整理作業 

48,971 開発行為等に先立
つ遺跡所在確認調
査及び個人住宅の
建設に伴う発掘調
査の実施、大和田
カミ遺跡群発掘調
査の報告書編集
等、各種文化財の
調査・整理作業 

48,971 開発行為等に先立
つ遺跡所在確認調
査及び個人住宅の
建設に伴う発掘調
査の実施、大和田
カミ遺跡群発掘調
査の報告書編集
等、各種文化財の
調査・整理作業 

48,971 

文化財
補助 

歴史
民俗
資料
館 

文化財所有団体の保護活動に対し、補助を行う。 
１ 市指定文化財：武州里神楽／大和田囃子／大和 

田氷川神社はだか神輿／中野の獅子舞 
２ 県指定文化財：平林寺建造物群（惣門・三門・ 

仏殿・中門）防災設備保守点検等 
３ 国指定文化財：平林寺境内林再生事業（令和７ 

年度〜） 

文化財所有団体の
保護活動に対する
補助 

324 文化財所有団体の
保護活動に対する
補助 

2,794 文化財所有団体の
保護活動に対する
補助 

794 

文化財
保存活
用 

歴史
民俗
資料
館 

各種文化財の保存及び活用を図るため、野火止用水
平林寺堀の管理や文化財説明板の設置、文化財デジ
タル化等を行う。 

野火止用水平林寺
堀清掃業務委託、
文化財説明板設置
委託 

1,636 野火止用水平林寺
堀清掃業務委託、
文化財説明板設置
委託、文化財デジ
タル化事業 

2,772 野火止用水平林寺
堀清掃業務委託、
文化財説明板設置
委託、文化財デジ
タル化事業 

2,403 

睡足軒
の森運
営管理 

歴史
民俗
資料
館 

国指定天然記念物平林寺境内林の一部であり、平林
寺から貸与された睡足軒の森を青少年の体験学習の
場や市民等による文化的な活動場所として活用する
ための運営管理を行う。 

睡足軒の森施設管
理委託、維持管理
等 

5,274 睡足軒の森施設管
理委託、維持管理
等 

5,274 睡足軒の森施設管
理委託、維持管理
等、３年に１度の
建物燻蒸（防虫対
策） 

5,548 

歴史民
俗資料
館運営
管理 

歴史
民俗
資料
館 

歴史民俗資料館複合施設に係る運営管理を行う。 歴史民俗資料館複
合施設管理、企画
展・講座等の開催 

16,430 歴史民俗資料館複
合施設管理、企画
展・講座等の開催 

16,430 歴史民俗資料館複
合施設管理、企画
展・講座等の開催 

16,430 

第５節 文化芸術  関連する  
 ＳＤＧｓ 
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施策１ スポーツ・レクリエーションの振興 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

スポー
ツ推進 

生涯
学習
スポ
ーツ
課 

スポーツ推進委員を委嘱し、市民のスポーツ・レク
リエーションの普及を図るとともに、スポーツ分野
での活躍者を市民に周知するなど、スポーツ推進を
図る。 

スポーツ推進委員
定例会の実施 
スポーツ功労者の
市民周知（懸垂幕
等の作成） 

1,629 スポーツ推進委員
定例会の実施 
スポーツ功労者の
市民周知（懸垂幕
等の作成） 

1,629 スポーツ推進委員
定例会の実施 
スポーツ功労者の
市民周知（懸垂幕
等の作成） 

1,629 

学校開
放 

生涯
学習
スポ
ーツ
課 

市内小学校の校庭を開放し、市民の運動・スポーツ
の機会の創出及び健康維持・増進並びに市内スポー
ツの振興を図る。 

市内全小学校１７
校において「学校
施設遊び場開放」
事業の実施 

1,986 市内全小学校１７
校において「学校
施設遊び場開放」
事業の実施 

1,986 市内全小学校１７
校において「学校
施設遊び場開放」
事業の実施 

1,986 

市民総
合体育
大会 

生涯
学習
スポ
ーツ
課 

広く市民の間にスポーツを普及させるとともに、ス
ポーツ精神を高揚し、市民の健康増進を図るため、
毎年、市内の各運動施設で市民総合体育大会を開催
するもので、公益財団法人新座市スポーツ協会加盟
団体により２１競技２２種目を実施する。 

市民総合体育大会
の実施 

5,235 市民総合体育大会
の実施 

5,235 市民総合体育大会
の実施 

5,235 

スポー
ツ協会
補助 

生涯
学習
スポ
ーツ
課 

スポーツ・レクリエーション関係２４団体で構成さ
れる公益財団法人新座市スポーツ協会に対し、普及 
啓発に関する事業費及び人件費について補助を行う。

補助金の交付 23,491 補助金の交付 23,491 補助金の交付 23,491 

新座快
適みら
い都市
市民ま
つり 

生涯
学習
スポ
ーツ
課 

市民のふれあいの場とふるさとづくりを促進し、地
域コミュニティとふるさと意識の高揚を図るため、
市民参加によって開催される新座快適みらい都市市
民まつり市民体育祭実行委員会に対し、事業費の補
助を行う。 
なお、令和６年度については例年会場として使用し
ていた総合運動公園陸上競技場が改修工事のため、
第六中学校で開催することとしている。 
令和７年度以降については総合運動公園陸上競技場
で開催する予定。 

市民体育祭実行委
員会に対する補助 

4,242 市民体育祭実行委
員会に対する補助 

3,100 市民体育祭実行委
員会に対する補助 

3,100 

第６節 スポーツ・レクリエーション  関連する  
 ＳＤＧｓ 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

市民総
合体育
館運営
管理 

生涯
学習
スポ
ーツ
課 

市民総合体育館に係る運営管理を行う。 
公益財団法人新座市スポーツ協会を指定管理者とす
る（令和４年度〜令和６年度）。 

施設の管理（指定
管理） 
施設の修繕 
照明 LED 化 ESCO
事業 

122,920 施設の管理（指定
管理） 
施設の修繕 
照明 LED 化 ESCO
事業 

122,920 施設の管理（指定
管理） 
施設の修繕 
照明 LED 化 ESCO
事業 

122,920 

体育館
施設整
備 

生涯
学習
スポ
ーツ
課 

体育館利用者及び入場者の安全管理や利用促進を図
るため、施設の改修工事等を行う。 

空調設置工事及び
非構造部材耐震化
工事 
備品の購入 

594,163 メインアリーナ放
送設備改修工事 
サブアリーナバス
ケットゴール改修
工事 

11,407 
 

0 

体育施
設運営
管理 

生涯
学習
スポ
ーツ
課 

体育施設に係る運営管理を行う。 
公益財団法人新座市スポーツ協会を指定管理者とす
る（令和４年度〜令和６年度）。 

体育施設の運営管
理等 

107,479 体育施設の運営管
理等 

103,930 体育施設の運営管
理等 

103,930 

体育施
設整備 

生涯
学習
スポ
ーツ
課 

体育施設利用者及び入場者の安全管理や利用促進を
図るため、施設の改良改修工事等を行う。 

体育施設の維持管
理等 

269,959 体育施設の維持管
理等 
栄庭球場オムニ 
コート化改修工事
設計委託 

7,136 体育施設の維持管
理等 
栄庭球場オムニ 
コート化改修工事 

160,000 
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 第３章 基本政策❸ 都市整備  
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施策１ 計画的なまちづくりの推進 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

立地適
正化計
画策定 

都市
計画
課 

令和８年度から令和２４年度までを目標年次とする
立地適正化計画を、令和６年度及び７年度の２箇年
をかけて策定する。策定に当たっては外部コンサル
タントに業務委託を行うほか、庁内検討委員会及び
学識経験者等で組織する策定委員会を設置し、当該
計画に位置付ける内容の検討を行う。 

立地適正化計画の
策定 

14,577 立地適正化計画の
策定 

13,387 
 

0 

土地区
画整理
事業特
別会計
繰出金 

都市
計画
課 

新座駅北口土地区画整理事業特別会計に係る繰出金 新座駅北口土地区
画整理事業特別会
計に係る繰出金 

643,478 新座駅北口土地区
画整理事業特別会
計に係る繰出金 

430,000 新座駅北口土地区
画整理事業特別会
計に係る繰出金 

460,700 

土地区
画整理
事業 

新座
駅北
口土
地区
画整
理事
務所 

市域の中核拠点となる新たな市街地形成を図るため、
ＪＲ武蔵野線新座駅の北側に位置する面積約３１．
６ｈａの区域について、新座駅北口駅前広場を含む
都市計画道路３・４・１７新座駅北口通線や都市計 
画道路３・４・１６大和田通線を整備するとともに、
計画的な市街化を誘導し、現存する緑と調和した安
全で快適な市街地環境の創出を図る。 

物件調査及び積算 
物件移転補償 
道路等実施設計 
道路等工事 
工事等測量 

1,016,294 物件調査及び積算 
物件移転補償 
道路等実施設計 
道路等工事 
工事等測量 

710,000 物件調査及び積算 
物件移転補償 
道路等実施設計 
道路等工事 
工事等測量 

710,000 

 
 
 
施策２ 空家等対策体制の充実 
 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

空家等
対策 

建築
審査
課 

安全・安心な生活環境を保全するため、空家等対策
の推進に関する特別措置法及び新座市空家等の適切
な管理に関する条例に基づき、空家等の適切な管理
を行う。 
また、令和５年度からは所有者や相続人等がいない
空家について、財産清算人制度を活用し早期の解決
を図る。 

新座市空家等対策
協議会の開催（２
回） 
相続財産清算人制
度の申立て 

1,084 新座市空家等対策
協議会の開催（２
回） 
相続財産清算人制
度の申立て 

1,084 新座市空家等対策
協議会の開催（２
回） 
相続財産清算人制
度の申立て 

1,084 

第１節 都市づくり  関連する  
 ＳＤＧｓ 
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施策１ 公共交通網の充実 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

自転車
駐車場
管理 

交通
政策
課 

電車、バス利用者等の利便性を図るとともに、駅周
辺の放置自転車の誘発防止、街並みの美観維持を目
的として設置している自転車等駐車場の維持管理を
行う。 
有料自転車等駐車場（志木駅前暫定自転車駐車場を
除く。）については、かもめビルサービス・日駐研
共同企業を指定管理者とする（令和４年度〜令和８
年度）。 

自転車等駐車場の
維持管理 
市内自転車等駐車
場及び自動車駐車
場の精算機等につ
いて、令和 6 年 7
月に予定されてい
る新札発行に係る
改修 

17,031 自転車等駐車場の
維持管理 

6,238 自転車等駐車場の
維持管理 

6,238 

コミュ
ニティ
バス運
行 

交通
政策
課 

市内公共施設や病院等の利用者の利便性を図るため、
市コミュニティバスを運行する。 
路線 ４コース／便数 ７便／運行日 年末年始を 
除 く 毎 日 （ 土 日 祝 日 は 減 便 運 行 ） ／ 料 金  大 人 
１８０円、子ども９０円（市内在住の満７５歳以上
の高齢者、障がい者及び妊産婦は無料乗車証等を提
示することにより無料） 

無料乗車証ケース
購入 
無料乗車証印刷 
時刻表印刷 
バス停用地借上 
植栽撤去工事 
ベンチ設置工事 
にいバス運行補助 

68,913 無料乗車証ケース
購入 
無料乗車証印刷 
時刻表印刷 
バス停用地借上 
にいバス運行補助 

67,724 無料乗車証ケース
購入 
無料乗車証印刷 
時刻表印刷 
バス停用地借上 
にいバス運行補助 

67,724 

路線バ
ス運行
支援 

交通
政策
課 

路線バスの待機場等の転貸等により、路線バスの運
行を支援する。 

路線バス待機場等
の転貸 
路線バス事業者と
の協議 

8,338 路線バス待機場等
の転貸 
路線バス事業者と
の協議 

8,338 路線バス待機場等
の転貸 
路線バス事業者と
の協議 

8,338 

地域公
共交通
システ
ム 

交通
政策
課 

コミュニティバス「にいバス」等の公共交通機関に
ついて、市民の利便性向上を図るため、地域公共交
通会議を開催する。 

地域公共交通会議
の開催 
地域公共交通計画
策定の検討 

9,627 地域公共交通会議
の開催 
地域公共交通計画
策定の検討 

10,108 地域公共交通会議
の開催 
地域公共交通計画
の推進 

453 

都市高
速鉄道
１２号
線延伸
促進 

地下
鉄１
２号
線延
伸促
進室 

都市高速鉄道１２号線（都営大江戸線）の新座市及 
びＪＲ武蔵野線東所沢駅への延伸の早期実現に向け、
延伸促進活動を行う。 
新座市、清瀬市、所沢市及び練馬区で構成する都市
高速鉄道１２号線延伸促進協議会を通じた延伸促進
活動を行うとともに、市内関係団体代表者や地元選
出議員等で構成する新座市都市高速鉄道１２号線延
伸促進期成同盟会を通じた延伸促進活動を行う。 

延伸に向けた調
査・研究 
関係機関との調
整・協議 
関係機関への要望
活動の実施 
啓発品の作成 
建設促進基金の積
増し 
まちづくり構想の
見直し 

2,097 延伸に向けた調
査・研究 
関係機関との調
整・協議 
関係機関への要望
活動の実施 
啓発品の作成 
建設促進基金の積
増し 

1,597 延伸に向けた調
査・研究 
関係機関との調
整・協議 
関係機関への要望
活動の実施 
啓発品の作成 
建設促進基金の積
増し 

1,597 

第２節 公共交通網  関連する  
 ＳＤＧｓ 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

志木駅
南口エ
レベー
ター管
理 

道路
管理
課 

橋上駅である東武東上線志木駅のバリアフリー施設
として南口駅前広場に設置したエレベーターの維持
管理を行う。 
また経年劣化によるエレベーターの維持補修工事を
行う。 

志木駅南口駅前広
場エレベーターの
維持管理 
エレベータ昇降機
改修工事の実施 

4,043 志木駅南口駅前広
場エレベーターの
維持管理 

2,642 志木駅南口駅前広
場エレベーターの
維持管理 
エレベータ昇降機
改修工事の実施 

4,043 

 

施策２ 交通安全の確立 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

一般事
務（交
通政策
課） 

交通
政策
課 

交通安全啓発看板の設置、管理等を行う。 交通安全啓発看板
の設置、管理及び
処分 

7,418 交通安全啓発看板
の設置、管理及び
処分 

7,418 交通安全啓発看板
の設置、管理及び
処分 

7,418 

放置自
転車対
策 

交通
政策
課 

自転車等放置禁止区域に指定している志木駅周辺及
び新座駅周辺において、放置自転車等に対する警告
及び放置自転車の撤去や保管、返還等を行う。 

自転車等放置禁止
区域内の放置自転
車等に対する警
告、撤去、保管及
び返還等 

15,141 自転車等放置禁止
区域内の放置自転
車等に対する警
告、撤去、保管及
び返還等 

15,141 自転車等放置禁止
区域内の放置自転
車等に対する警
告、撤去、保管及
び返還等 

15,141 

交通安
全推進
補助 

交通
政策
課 

新座市交通安全協会、新座市交通安全母の会及び新
座市交通安全推進協議会に対し、補助を行う。 

補助金の交付 
・新座市交通安全
協会 
・新座市交通安全
母の会 
・新座市交通安全
推進協議会 

1,711 補助金の交付 
・新座市交通安全
協会 
・新座市交通安全
母の会 
・新座市交通安全
推進協議会 

1,711 補助金の交付 
・新座市交通安全
協会 
・新座市交通安全
母の会 
・新座市交通安全
推進協議会 

1,711 

道路施
設整備 

道路
管理
課 

市道の交通状況・安全度などに対応して、交通安全
施設である道路反射鏡及び道路照明灯の設置・整備
を行い、安全で円滑な道路交通と歩行者の安全を確
保する。 

道路反射鏡整備工
事の実施 
道路照明灯整備工
事の実施 
道路施設等整備工
事の実施 
道路用地予定地暫
定整備 

7,479 道路反射鏡整備工
事の実施 
道路照明灯整備工
事の実施 
道路施設等整備工
事の実施 
道路用地予定地暫
定整備 

7,479 道路反射鏡整備工
事の実施 
道路照明灯整備工
事の実施 
道路施設等整備工
事の実施 
道路用地予定地暫
定整備 

7,479 
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施策１ 良好な自然環境の保全、活用、創出 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

みどり
のボラ
ンティ
ア活動 

みど
りと
公園
課 

市内の緑地の保全と活用を図るため、雑木林の下草
刈りや清掃等を行うグリーンサポーターの活動や緑
地内の植物の盗掘・不法投棄等を防止する緑の保全
巡視員の活動など、市民参加による緑地保全・緑化
推進活動を推進する。 

グリーンサポー 
ター活動 
緑の保全巡視員活
動 
妙音沢クリーン 
アップ作戦 

1,378 グリーンサポー 
ター活動 
緑の保全巡視員活
動 
妙音沢クリーン 
アップ作戦 

1,378 グリーンサポー 
ター活動 
緑の保全巡視員活
動 
妙音沢クリーン 
アップ作戦 

1,378 

みどり
の保全
協定緑
地等管
理 

みど
りと
公園
課 

市民が自然に親しみながら緑の多い憩いの場として
利用できるよう、みどりの保全協定緑地（憩いの
森）及び保全緑地の維持管理等を行う。 

妙音沢緑地、憩い
の森、保全緑地の
維持管理 
新座グリーンスマ
イル基金の充実を
検討 

26,858 妙音沢緑地、憩い
の森、保全緑地の
維持管理 
新座グリーンスマ
イル基金の充実を
検討 

36,858 妙音沢緑地、憩い
の森、保全緑地の
維持管理 
新座グリーンスマ
イル基金の充実を
検討 

26,858 

みどり
の保全
協定緑
地等施
設整備 

みど
りと
公園
課 

市民が自然に親しみながら緑の多い憩いの場として
利用できるよう、みどりの保全協定緑地（憩いの
森）及び保全緑地の整備及び維持補修等を行う。 

みどりの保全緑地
等施設修繕 
樹木伐採伐根等工
事 
みどりの保全協定
緑地等維持管理及
び整備工事 
妙音沢緑地柵及び
階段等修繕 

18,060 みどりの保全緑地
等施設修繕 
樹木伐採伐根等工
事 
みどりの保全協定
緑地等維持管理及
び整備工事 
妙音沢緑地柵及び
階段等修繕 
妙音沢緑地憩いの
場周辺整備 

34,010 みどりの保全緑地
等施設修繕 
樹木伐採伐根等工
事 
みどりの保全協定
緑地等維持管理及
び整備工事 
妙音沢緑地柵及び
階段等修繕 
妙音沢緑地憩いの
場周辺整備 

95,600 

緑化推
進助成 

みど
りと
公園
課 

緑地の整備及び保全を目的とした補助を行う。 平林寺境内林緑地
保全助成金 

300 平林寺境内林緑地
保全助成金 
生け垣設置補助金 
市指定保存樹木奨
励金 

1,400 平林寺境内林緑地
保全助成金 
生け垣設置補助金 
市指定保存樹木奨
励金 

1,400 

 

 

第３節 公園・緑地  関連する  
 ＳＤＧｓ 
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施策２ 憩いの場となる公園の充実 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

公園管
理 

みど
りと
公園
課 

市民が都市公園等を安全で快適に利用できるように、
修繕（遊具、トイレ、水道、ベンチ、園内灯等）、
清掃、除草、樹木剪定等の施設の維持管理を行う。  
栄緑道については、公益財団法人新座市スポーツ協 
会を指定管理者とする（令和４年度〜令和６年度）。

公園管理・清掃委
託 
樹木剪定等委託
（除草・剪定・伐
採） 
公園遊具等点検委
託 

158,315 公園管理・清掃委
託 
樹木剪定等委託
（除草・剪定・伐
採） 
公園遊具等点検委
託 

158,315 公園管理・清掃委
託 
樹木剪定等委託
（除草・剪定・伐
採） 
公園遊具等点検委
託 

158,315 

公園施
設整備 

みど
りと
公園
課 

都市公園等について、各施設の遊具などの維持補修
や園内の改良改修を行う。 

都市公園等維持補
修、改良改修等  

23,375 都市公園等維持補
修、改良改修等 

23,375 都市公園等維持補
修、改良改修等 

23,375 

大和田
水辺の
丘公園
管理 

みど
りと
公園
課 

大和田水辺の丘公園について、安全で快適に利用で
きるよう運営管理を行う。 

管理事務所及び水
遊びエリア関連設
備の管理運営、夏
季の駐車場管理 

28,548 管理事務所及び水
遊びエリア関連設
備の管理運営、夏
季の駐車場管理 

28,548 管理事務所及び水
遊びエリア関連設
備の管理運営、夏
季の駐車場管理 

28,548 

大和田
水辺の
丘公園
施設整
備 

みど
りと
公園
課 

令和７年３月末完成予定の大和田水辺の丘公園の整
備を行う。 

整備検討協議会の
実施、公園の新設
工事 

426,804 
 

0 
 

0 

児童遊
園管理 

みど
りと
公園
課 

市民が児童遊園を安全で快適に利用できるように、
修繕（遊具、トイレ、水道、ベンチ、園内灯等）、
清掃、除草、樹木剪定等の施設の維持管理を行う。 

町内会への公園清
掃依頼 
光熱水・電気費用 
施設の修繕委託 
剪定除草業務の委託 
土地・建物の借上げ 

53,481 町内会への公園清
掃依頼 
光熱水・電気費用 
施設の修繕委託 
剪定除草業務の委託 
土地・建物の借上げ 

53,481 町内会への公園清
掃依頼 
光熱水・電気費用 
施設の修繕委託 
剪定除草業務の委託 
土地・建物の借上げ 

53,481 

児童遊
園施設
整備 

みど
りと
公園
課 

児童遊園について、安全で快適に利用できるよう、
各施設の遊具などの維持補修や園内の改良改修を行
う。 

遊具の解体・撤
去・移設 
児童遊園の維持・
改良・新設 
その他突発工事 

21,190 遊具の解体・撤
去・移設 
児童遊園の維持・
改良・新設 
その他突発工事 

21,190 遊具の解体・撤
去・移設 
児童遊園の維持・
改良・新設 
その他突発工事 

21,190 

総合運
動公園
管理 

みど
りと
公園
課 

市民を始め、多くの人々に利用される市のスポー
ツ・レクリエーションの拠点である総合運動公園に
ついて、安全かつ快適に利用できるよう運営管理を
行う。 
公益財団法人新座市スポーツ協会を指定管理者とす
る（令和４年度〜令和６年度）。 

管理用品の購入 
施設の修繕 
火災保険 
会場等の設営委託 
公園内の剪定除草
委託 
指定管理 

74,795 管理用品の購入 
施設の修繕 
火災保険 
会場等の設営委託 
公園内の剪定除草
委託 
指定管理 

74,795 管理用品の購入 
施設の修繕 
火災保険 
会場等の設営委託 
公園内の剪定除草
委託 
指定管理 

74,795 

総合運
動公園
施設整
備 

みど
りと
公園
課 

市民を始め、多くの人々に利用される市のスポー
ツ・レクリエーションの拠点である総合運動公園に
ついて、安全かつ快適に利用できるよう、各施設の
改良改修を行う。 

施設の維持、補修
工事 
施設の改良、改修
工事 
総合運動公園高圧
受電設備改修工事 

10,000 施設の維持、補修
工事 
施設の改良、改修
工事 
総合運動公園高圧
受電設備改修工事 

2,780 施設の維持、補修
工事 
施設の改良、改修
工事 

780 
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施策１ 道路交通網の整備 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

道路拡
幅用地
取得 

道路
管理
課 

市道の危険箇所等の改善を図る目的で、道路整備基
本計画に基づき、拡幅用地を取得する。 

事業用地購入 
 市道第 5 号線 
 物件移転補償 
 市道第 5 号線 

90,360 事業用地購入 
 市道第 5 号線 
 市道第 8 号線 
物件移転補償 
 市道第 5 号線 
 市道第 8 号線 

93,000 事業用地購入 
 市道第 5 号線 
 市道第 8 号線 
物件移転補償 
 市道第 5 号線 
 市道第 8 号線 

52,500 

生活道
路拡幅
用地取
得 

道路
管理
課 

歩行者の安全性と道路の利便性の向上のため新座市
生活道路拡幅整備要綱に基づき建築行為等のタイミ
ングに併せ、後退用地を取得する。 

事業用地購入 4,000 事業用地購入 4,000 事業用地購入 4,000 

都市計
画道路
保谷秋
津線用
地取得 

道路
管理
課 

西東京都市計画道路３・４・１３号保谷秋津線につ
いて、ひばり通りから西東京市境までの約２００ｍ
を整備し、ひばりヶ丘駅から保谷駅間のネットワー
ク形成を図る。 

不動産鑑定 
測量調査委託 
物件調査委託 
事業用地購入 
物件移転補償金 

105,441 不動産鑑定 
測量調査委託 
物件調査委託 
事業用地購入 
物件移転補償金 

106,000 不動産鑑定 
測量調査委託 
物件調査委託 
事業用地購入 
物件移転補償金 

106,000 

都市計
画道路
東久留
米志木
線整備 

道路
河川
課・
道路
管理
課 

都市計画道路東久留米志木線について、市域の南北
縦軸のネットワーク形成を図る。 

水道道路から本多
一丁目交差点まで
の５２０ｍを整備
するため、関係機
関との協議を行う 

13,700 水道道路から本多
一丁目交差点まで
の５２０ｍを整備
する。都市計画法
に基づき事業認可
を取得する。 

173,000 水道道路から本多
一丁目交差点まで
の５２０ｍを整備
する。関係権利者
との交渉業務。 

173,000 

 
施策２ 道路管理の充実 
 

第４節 道路  関連する  
 ＳＤＧｓ 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

道路管
理 

道路
管理
課 

安全で円滑な道路交通の確保のため、市道の管理を
行うとともに道路上施設の維持、修繕及び清掃を行
う。 

道路管理者賠償責
任保険 
道路管理システム
の保守管理 
道路管理台帳の補
正 

139,852 道路管理者賠償責
任保険 
道路管理システム
の保守管理 
道路管理台帳の補
正 

111,574 道路管理者賠償責
任保険 
道路管理システム
の保守管理 
道路管理台帳の補
正 

111,574 

測量調
査 

道路
管理
課 

市が管理する道路や水路の未査定箇所等の境界の確
定及び買収等により拡幅が生じる場合の道路線形検
討や道路用地区域を確定するための測量調査等を行
う。 

不動産鑑定 
測量調査等委託 
物件調査委託 

4,990 不動産鑑定 
測量調査等委託 
物件調査委託 

14,951 不動産鑑定 
測量調査等委託 
物件調査委託 

4,990 

街路事
業費負
担金 

道路
管理
課 

埼玉県が施行する街路事業について、「埼玉県が施
行する街路事業に係る市町村負担金徴収事務取扱要
領」に基づき、県事業費の１／５を負担する。 

新座都市計画道路
３・４・１号保谷
朝霞線整備 
新座都市計画道路
３・４・１０号放
射７号線整備 
新座都市計画道路
３・４・１１号放
射７号線整備 

390,651 新座都市計画道路
３・４・１号保谷
朝霞線整備 
新座都市計画道路
３・４・１０号放
射７号線整備 
新座都市計画道路
３・４・１１号放
射７号線整備 

338,000 新座都市計画道路
３・４・１号保谷
朝霞線整備 
新座都市計画道路
３・４・１０号放
射７号線整備 
新座都市計画道路
３・４・１１号放
射７号線整備 

338,000 

道路施
設管理 

道路
河川
課 

安全で円滑な道路交通の確保のため、道路上施設の
維持管理及び環境保全を行う。 

路面排水施設の道
路側溝などの清掃 
道路樹木剪定草刈
等 
路面排水のための
マンホールポンプ
保守点検 

95,157 路面排水施設の道
路側溝などの清掃 
道路樹木剪定草刈
等 
路面排水のための
マンホールポンプ
保守点検 

97,297 路面排水施設の道
路側溝などの清掃 
道路樹木剪定草刈
等 
路面排水のための
マンホールポンプ
保守点検 

97,297 

道路維
持補修 

道路
河川
課 

道路としての機能を維持し、事故の誘発を未然に防
ぐため、道路の維持補修を行う。 

市道第１号線（平
林寺大門通り）維
持補修工事その１ 
市道第７号線（産
業道路）維持補修
工事その１ 
市道第７号線（産
業道路）維持補修
工事その２ ほか 

583,242 道路としての機能
を維持し、事故の
誘発を未然に防ぐ
ための道路の維持
補修 

575,000 道路としての機能
を維持し、事故の
誘発を未然に防ぐ
ための道路の維持
補修 

575,000 

道路改
良 

道路
河川
課 

市民生活に密着した一般市道の改良整備を行い、安
全で円滑な道路交通を確保する。 

新堀歩道橋撤去に
伴う附帯工事 
市道第１１１号線
（こもれび通り）
歩道暫定整備工事 
新堀歩道橋撤去工
事 
諸工事 

424,902 道場セントラルキ
ッズパーク歩道整
備工事 
陣屋通り道路整備
工事（平林寺脇） 

102,500 水道道路暫定整備
工事 
陣屋通り道路整備 
工事（ひるねの森） 

102,500 
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施策１ 治水対策の推進 
 
施策２ 河川・水路環境の整備 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

河川管
理 

道路
河川
課 

準用河川・普通河川及び野火止用水の草刈・清掃等
を行い、河川環境の保全と維持管理を行う。 

河川・水路等の樹
木剪定、草刈、伐
採等 
河川・調整池等の
清掃 
樋菅ゲート設備保
守点検 
マンホールポンプ
保守点検 
調整池ポンプ保守
点検 

81,744 河川・水路等の樹
木剪定、草刈、伐
採等 
河川・調整池等の
清掃 
樋菅ゲート設備保
守点検 
マンホールポンプ
保守点検 
調整池ポンプ保守
点検 

91,350 河川・水路等の樹
木剪定、草刈、伐
採等 
河川・調整池等の
清掃 
樋菅ゲート設備保
守点検 
マンホールポンプ
保守点検 
調整池ポンプ保守
点検 

91,350 

河川改
修 

道路
河川
課 

河川の適正管理と周辺環境の保全のため、準用河川、
普通河川、野火止用水及び各施設の維持補修を行い、
治水安全度の向上を図る。 
また、大和田二・三丁目地区の雨水対策として、大
和田三丁目地下調整池内の貯留水を遠隔にて監視が
できる装置を整備するとともに、現在、建設中の大
和田水辺の丘公園において雨水浸透及び貯留施設を
整備する。 

河川、野火止用水
及び各施設の維持
補修 

24,000 野火止用水護岸整
備工事 
中野川浚渫工事 

75,000 中沢川水路改修工
事 
中野川浚渫工事 

75,000 
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施策１ 上水道の安定供給 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

耐震管
更新 

水道
施設
課 

地震等災害に備え、耐震性能のない配水管等を耐震
管に更新する。 

配水管布設替工事
及び舗装復旧工事 

612,065 配水管布設替工事
及び舗装復旧工事 

673,821 配水管布設替工事
及び舗装復旧工事 

628,181 

浄水場
施設設
備更新 

水道
施設
課 

浄水場施設設備の老朽化及び耐用年数に伴う更新を
図る。 

浄水場施設設備の
更新 

230,494 浄水場施設設備の
更新 

150,000 浄水場施設設備の
更新 

330,000 

水質検
査・放
射性物
質検査 

水道
施設
課 

水質検査並びに浄水及び天日乾燥汚泥の放射性物質
の検査を定期的・継続的に行い、安全な水の供給に
努める。 

・定期的な水質検
査（放射性物質検
査を除く） 
・各浄水場、給水
場の浄水及び西堀
浄水場の天日乾燥
床の汚泥に含まれ
る放射性物質の測
定 

11,545 ・定期的な水質検
査（放射性物質検
査を除く） 
・各浄水場、給水
場の浄水及び西堀
浄水場の天日乾燥
床の汚泥に含まれ
る放射性物質の測
定 

11,545 ・定期的な水質検
査（放射性物質検
査を除く） 
・各浄水場、給水
場の浄水及び西堀
浄水場の天日乾燥
床の汚泥に含まれ
る放射性物質の測
定 

11,545 

漏水調
査・修
繕 

水道
施設
課 

漏水による無効水量の縮減を図るため、定期的に給
水区域内の調査を実施する。 
また、漏水調査及び通報などにより、確認された漏
水箇所の修繕工事を実施する。 

・Ａ地区漏水調査 
・漏水箇所の修繕
工事 

47,480 ・Ｂ地区漏水調査 
・漏水箇所の修繕
工事 

48,668 ・Ａ地区漏水調査 
・漏水箇所の修繕
工事 

47,480 
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施策１ 下水道の整備促進 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

排水施
設管理 

下水
道課 

利用者の快適な生活の確保や事故防止のため、排水
施設の修繕、清掃等を行い、施設の機能維持を図
る。 

人孔、管渠等の修
繕 
人孔、管渠等の清
掃 

4,964 人孔、管渠等の修
繕 
人孔、管渠等の清
掃 

6,114 人孔、管渠等の修
繕 
人孔、管渠等の清
掃 

6,114 

公共下
水道事
業会計
繰出金 

下水
道課 

公共下水道事業会計に係る繰出金 公共下水道事業へ
の繰出金 

822,798 公共下水道事業へ
の繰出金 

813,159 公共下水道事業へ
の繰出金 

918,478 

汚水排
水対策
推進 

下水
道課 

汚水管路ストックマネジメント計画に基づき、既存
施設の正常な機能の維持に努めるため、劣化状況を
調査し、改築を実施する。また、生活環境の向上・
改善及び自然環境の保全を図るため、汚水枝線の整
備及び汚水桝の設置を推進する。 

既設管の調査 
汚水枝線工事 
汚水幹線改築工事 
汚水人孔蓋改築工
事 
汚水桝設置工事 

444,509 既設管の調査 
汚水枝線工事 
汚水幹線改築工事 
汚水人孔蓋改築工
事 
汚水桝設置工事 

345,000 既設管の調査 
汚水枝線工事 
汚水幹線改築工事 
汚水人孔蓋改築工
事 
汚水桝設置工事 

385,000 

雨水排
水対策
推進 

下水
道課 

降雨時における雨水を速やかに排除し、安全で快適
なまちづくりのため、雨水幹線及び雨水枝線の整備
や溢水対策を推進する。また、雨水管理総合計画に
基づく雨水管整備を推進する。 

既設管の調査 
雨水幹線工事 
雨水枝線工事 

353,500 ストマネ計画の策
定 
雨水幹線工事 
雨水枝線工事 

531,000 既設管の調査 
雨水幹線工事 
雨水枝線工事 

847,000 
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 第４章 基本政策❹ 市民生活  
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施策１ コミュニティ活動の推進 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

町内会
活動推
進 

地域
活動
推進
課 

各町内会及び町内会連合会の健全な発展と円滑な運
営を助長し、自治と連帯の意識高揚を図るため、各
種補助等を通して町内会活動を支援する。 
町内会補助金／町内会連合会補助金／防犯灯設置費
及び管理費補助金／コミュニティ施設整備事業補助
金 

町内会活動の支援 
町内会加入促進 

23,918 町内会活動の支援 
町内会加入促進 

23,918 町内会活動の支援 
町内会加入促進 

23,918 

集会所
管理 

地域
活動
推進
課 

地域の人々の交流の場となる集会所を利用に供する
ことで、地域のコミュニティ活動推進の高揚を図
る。 
集会所 38 施設は地域の町内会等に、ふれあいの家
5 施設は公益社団法人新座市シルバー人材センター
に利用受付等の管理を委託し、地域に密着した施設
として利便性の向上に努める。 

集会所施設維持管
理 
集会所管理委託 

82,954 集会所施設維持管
理 
集会所管理委託 

82,954 集会所施設維持管
理 
集会所管理委託 

82,954 

集会所
施設整
備 

地域
活動
推進
課 

地域の人々の交流の場として利用に供している市立
集会所について、維持に必要な工事を行う。 

樹木伐採抜根等工
事 
改良改修工事 
照明器具等改修工
事 

1,865 改良改修工事 
照明器具等改修工
事 

1,234 改良改修工事 
照明器具等改修工
事 

1,234 

ホタル
飼育施
設維持
管理 

地域
活動
推進
課 

市民と行政が協働してふるさと新座づくりを進める
一環として、野火止三丁目地内にある野火止ホタル
飼育施設において、地元町内会（西分町内会）と連
携してホタルの飼育を推進する。 
また、ホタル飼育に取り組む畑中町内会及び新栄町
内会に対し、飼育に係る費用の助成を行う。 

飼育施設の維持管
理 
ホタル飼育施設等
管理費助成金の交
付 

1,027 飼育施設の維持管
理 
ホタル飼育施設等
管理費助成金の交
付 

1,027 飼育施設の維持管
理 
ホタル飼育施設等
管理費助成金の交
付 

1,027 

 
 
 
 

第１節 地域活動  関連する  
 ＳＤＧｓ 



- 87 - 
 

施策２ ボランティア・市民活動の推進 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

ボラン
ティ
ア・地
域活動
推進 

地域
活動
推進
課 

市内で活動する市民団体等の活動情報、ボランティ
ア募集情報、イベント情報等を広く発信し、地域活
動の活性化を推進する。 
また、市内に活動の拠点を置く市民団体等が、安心
して公益的な地域活動を行えるよう、補償制度を運
用する。 

４市協同事業実施 
制度案内 
市民公益活動補償
制度の保険契約 

2,181 ４市協同事業実施 
制度案内 
市民公益活動補償
制度の保険契約 

2,181 ４市協同事業実施 
制度案内 
市民公益活動補償
制度の保険契約 

2,181 

 
施策３ 国際化の推進 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

外国人
市民の
ための
生活ガ
イドブ
ック作
成 

地域
活動
推進
課 

平成３０年度に作成したガイドブックについて、内
容の修正、変更等を行い、外国人市民にとって、よ
り利用しやすいガイドブックを作成する。 
１ 内  容 新座市紹介、市の行政サービスなど 
２ 言  語 やさしい日本語、英語、中国語、ベ 

トナム語 
３ 発行方法 データ版のみ（市ホームページへ掲 

載） 
４ 周知方法 転入者へのチラシ配布など 

外国人市民のため
の生活ガイドブッ
ク作成 

1,813 
 

0 
 

0 
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施策１ 中小企業の経営基盤の強化 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

中小企
業融資 

産業
振興
課 

・利子補給金 
 中小企業の事業振興を図るため、市と金融機関と
の協定に基づき、事業資金の融資制度を運用し、当
該融資を受けた者に利子補給を行う。 
・新規創業融資利子補給金 
 市内における創業を促進し、雇用の創出及び地域
経済の活性化を図るため、日本政策金融公庫で創業
に係る融資を受けた者に利子補給を行う。 

・利子補給金 
・新規創業融資利
子補給金 
・新座市緊急運転
資金融資保証料補
助金 

26,171 ・利子補給金 
・新規創業融資利
子補給金 
・新座市緊急運転
資金融資保証料補
助金 

24,320 ・利子補給金 
・新規創業融資利
子補給金 

24,247 

にいざ
ビジネ
スサポ
ート 

産業
振興
課 

市内中小企業の事業振興を図るため、「にいざビジ
ネスサポート事業」として「経営のワンストップ相
談窓口」を設置し、専門家等による売上改善、拡大
に繋がる提案、事業承継支援等のビジネスコンサル
ティング業務を行う。 
また、補助金支援策を併せて実施し、ワンストップ
窓口体制と相乗効果を図ることで、経営課題解決の
一層の支援を図る。 

・経営相談業務 
・補助金交付業務 

7,388 ・経営相談業務 
・補助金交付業務 

7,388 ・経営相談業務 
・補助金交付業務 

7,388 

 

施策２ 商工業の充実 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

商店街
活動推
進 

産業
振興
課 

各商店街の活性化及び振興を図るため、商店街の設
備整備等のハード事業や集客に向けた催しの開催な
どのソフト事業を実施する商店会に対し、商店街活
性化事業補助金を交付する。 
 

商店街活動推進補
助金の交付 

17,512 商店街活動推進補
助金の交付 

17,512 商店街活動推進補
助金の交付 

17,512 

第２節 地域経済振興  関連する  
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

商工会
補助 

産業
振興
課 

市内商工業の活性化を図るため、新座市商工会に対
し、補助を行う。 
補助対象事業 
新座市商工会補助金／中小企業生涯学習事業補助金
／商店街一斉セール事業補助金／ぷらすにいざ地域
再発見事業補助金（旧観光にいざ地域振興事業補助
金）／経営アドバイザー事業補助金／ＤＸ対応創業
支援事業補助金 

商工会へ補助金の
交付 

14,600 商工会へ補助金の
交付 

14,600 商工会へ補助金の
交付 

14,600 

新座快
適みら
い都市
市民ま
つり 

産業
振興
課 

市民のふれあいの場とふるさとづくりを促進し、地
域コミュニティとふるさと意識の高揚を図るため、
新座市商工会に対し、新座快適みらい都市市民まつ
り商工祭事業費の補助を行う。 

商工祭の開催 7,016 商工祭の開催 7,016 商工祭の開催 7,016 

 

施策３ 都市農業の振興 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

農地土
埃防止
対策 

産業
振興
課 

農作物収穫後の農地は更地となり、春先に土埃が飛
散するため、土壌改良の役割も果たす緑肥作物の種
子（ヘイオーツ、小麦、ヘアリーベッチ）を希望す
る農家に無料配布し、農地から発生する土埃の防止
を図る。 

緑肥作付け用種子
（ヘイオーツ、小
麦、ヘアリーベッ
チ）の配布 

1,295 緑肥作付け用種子
（ヘイオーツ、小
麦、ヘアリーベッ
チ）の配布 

1,295 緑肥作付け用種子
（ヘイオーツ、小
麦、ヘアリーベッ
チ）の配布 

1,295 

農業振
興協議
会補助 

産業
振興
課 

都市近郊農業という環境の中で、農業後継者の育成
及び農業経営の近代化を図り、市民に理解が得られ
る農業の振興を目指すため、新座市農業振興協議会
に対し、補助を行う。 

新座市農業振興協
議会への補助 

3,544 新座市農業振興協
議会への補助 

3,544 新座市農業振興協
議会への補助 

3,544 

都市農
業推進
対策事
業費補
助 

産業
振興
課 

農業の近代化を図ろうとする農業者及び農業団体に
対し、農業用機器及び施設等に係る事業費の補助を
行う。 

都市農業推進対策
事業費補助金の交
付 

8,371 都市農業推進対策
事業費補助金の交
付 

8,371 都市農業推進対策
事業費補助金の交
付 

8,371 

片山農
産物直
売所管
理  
 
 

産業
振興
課 

地産地消のより一層の推進を図るため、片山農産物
直売所の用地を市が借上げ、無償で貸し付ける。 

片山農産物直売所
の用地借上 

1,079 片山農産物直売所
の用地借上 

1,079 片山農産物直売所
の用地借上 

1,079 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

新座快
適みら
い都市
市民ま
つり 

産業
振興
課 

市民のふれあいの場とふるさとづくりを促進し、地
域コミュニティとふるさと意識の高揚を図るため、
新座快適みらい都市市民まつり収穫祭実行委員会に
対し、事業費の補助を行う。 

実行委員会への補
助 

2,404 実行委員会への補
助 

2,404 実行委員会への補
助 

2,404 

ユニバ
ーサル
農業推
進 

産業
振興
課 

ユニバーサル農業の一環としてシイタケ栽培に取り
組んでいたが、障がい者支援団体に事業を移管した
ため、シイタケ栽培用のビニールハウスを解体する
もの。 

ビニールハウスの
解体撤去 

1,130 
 

0 
 

0 

 

施策４ 就労支援体制の充実 
 

施策５ 豊かで安心できる消費生活 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

消費生
活相談 

産業
振興
課 

市民の利益の擁護と消費生活の安定に寄与するた
め、消費生活センターを設置し、消費生活に関する
トラブルについて、消費生活相談員が情報提供、助
言及びあっせん交渉を行う。 

消費生活相談 15,040 消費生活相談 15,128 消費生活相談 15,233 
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施策１ 脱炭素社会の推進 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

ゼロカ
ーボン
推進 

環境
課 

２０５０年までに二酸化炭素排出量を実質ゼロにす
る「新座市ゼロカーボンシティ」の実現に向けた取
組として、公共施設に係る再エネ・省エネ設備の導
入並びに市民及び事業者に対する補助を行う。 

公共施設太陽光発
電設備等導入補助
金、公共施設高効
率空調機器導入補
助金及び公共施設
高効率照明機器導
入補助金の交付 
ゼロカーボン推進
補助金の交付 

143,907 公共施設太陽光発
電設備等導入補助
金及び公共施設高
効率照明機器導入
補助金の交付 
ゼロカーボン推進
補助金の交付 

135,377 公共施設太陽光発
電設備等導入補助
金及び公共施設高
効率照明機器導入
補助金の交付 
ゼロカーボン推進
補助金の交付 

132,128 

 

施策２ 循環型社会の推進 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

廃棄物
減量
化・再
資源化
促進 

環境
課 

ごみの減量化及び再資源化を推進するため、次のご
み分別の周知徹底と市民のリサイクル意識の高揚を
図る。 
分別容器等の購入／不燃ごみ収集日程表及び年末・
年始のごみ収集のお知らせの作成／ごみ分別アプリ
保守委託／廃食用油の拠点回収及び保管業務／生ご
み処理機補助事業（２年間の時限的措置） 

・分別容器等の購
入 
・不燃ごみ収集日
程表等作成 
・ごみ分別アプリ
保守委託 
・廃食用油の拠点
回収 
・生ごみ処理機補
助事業 
・災害廃棄物処理
計画策定委託 
 
 

12,209 ・分別容器等の購
入 
・不燃ごみ収集日
程表等作成 
・ごみ分別アプリ
保守委託 
・廃食用油の拠点
回収 

8,587 ・分別容器等の購
入 
・不燃ごみ収集日
程表等作成 
・ごみ分別アプリ
保守委託 
・廃食用油の拠点
回収 

8,587 

第３節 環境保全  関連する  
 ＳＤＧｓ 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

集団資
源回収 

環境
課 

町内会、小・中学校の保護者会、スポーツチームな
どの登録団体が新聞、雑誌、段ボール、布類、飲料
用紙パックなどの資源物を分別して排出し、協力事
業者がこれを回収する。市は登録団体に対し、回収
量に応じて奨励金を交付するとともに、協力事業者
に対し補助を行う。 

・奨励金の交付
（登録団体） 
・補助金の交付
（協力事業者） 

31,779 ・奨励金の交付
（登録団体） 
・補助金の交付
（協力事業者） 

31,779 ・奨励金の交付
（登録団体） 
・補助金の交付
（協力事業者） 

31,779 

一般廃
棄物
（可燃
ごみ）
収集運
搬 

環境
課 

一般家庭から排出される可燃ごみについて、市内を
２地域に分け各地域週２回の収集体制で、収集運搬
業務を委託する。 

収集日 各地域、
月・火・木・金曜
日のうち週２回
（祝日含む。） 
 
収集台数 １７台
／日（２ｔパッカ
ー車１６台・６ｔ
パッカー車１台） 

223,106 収集日 各地域、
月・火・木・金曜
日のうち週２回
（祝日含む。） 
 
収集台数 １７台
／日（２ｔパッカ
ー車１６台・６ｔ
パッカー車１台） 

223,106 収集日 各地域、
月・火・木・金曜
日のうち週２回
（祝日含む。） 
 
収集台数 １７台
／日（２ｔパッカ
ー車１６台・６ｔ
パッカー車１台） 

223,106 

一般廃
棄物
（不燃
ごみ）
収集運
搬 

環境
課 

一般家庭から排出される不燃ごみ及び有害ごみにつ
いて、市内を１０地域に分け各地域２週間に１回の
収集体制で、収集運搬業務を委託する。 

収集日 各地域、
月〜金曜日のうち
２週１回 
 
収集台数 ４〜７
台／日 

65,531 収集日 各地域、
月〜金曜日のうち
２週１回 
 
収集台数 ４〜７
台／日 

65,531 収集日 各地域、
月〜金曜日のうち
２週１回 
 
収集台数 ４〜７
台／日 

65,531 

一般廃
棄物
（リサ
イクル
資源）
収集運
搬 

環境
課 

一般家庭からリサイクル資源として排出されるビ
ン、カン、ペットボトル及び資源プラスチックにつ
いて、市内を６地域に分け各地域週１回の収集体制
で、収集運搬業務を委託する。 

収集日 月〜土の
週１回 
収集台数 
・ビン ３．５台
／日 
・カン ２台／日 
・ペットボトル３
台／日 
・資源プラスチッ
ク５台／日 

248,855 収集日 月〜土の
週１回 
収集台数 
・ビン ３．５台
／日 
・カン ２台／日 
・ペットボトル３
台／日 
・資源プラスチッ
ク５台／日 

248,855 収集日 月〜土の
週１回 
収集台数 
・ビン ３．５台
／日 
・カン ２台／日 
・ペットボトル３
台／日 
・資源プラスチッ
ク５台／日 

248,855 

一般廃
棄物
（粗大
ごみ）
収集運
搬 

環境
課 

一般家庭から排出される粗大ごみについて、収集運
搬業務等を委託するとともに、粗大ごみの収集及び
一般廃棄物の環境センターへの直接搬入に係る申込
受付業務等を委託する。 
また、粗大ごみの申込受付等を効率的に処理するた
め、粗大ごみ収集等受付システムを運用するととも
に、粗大ごみシールを市役所及び出張所で取り扱う
ほか、コンビニエンスストア等に販売を委託する。 
 
 

・粗大ごみ収集運
搬委託料等 
・粗大ごみ収集シ
ステム運用 
・粗大ごみシール
作成及び販売 

78,658 ・粗大ごみ収集運
搬委託料等 
・粗大ごみ収集シ
ステム運用 
・粗大ごみシール
販売 

78,641 ・粗大ごみ収集運
搬委託料等 
・粗大ごみ収集シ
ステム運用 
・粗大ごみシール
販売 

78,641 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

動物死
体収集
運搬 

環境
課 

路上等の飼い主不明の動物死体の収集運搬及びペッ
ト動物死体の訪問収集運搬業務を委託する。 

動物死体収集運搬 2,317 動物死体収集運搬 2,317 動物死体収集運搬 2,317 

志木地
区衛生
組合負
担金 

環境
課 

新座市・志木市・富士見市で構成する志木地区衛生
組合への一般廃棄物処理業務に係る経費を負担す
る。 
 構成市の負担割合 
（１）均等割 ２０％ 
（２）搬入量割 ８０％ 

志木地区衛生組合
への負担金 

1,183,937 志木地区衛生組合
への負担金 

1,183,937 志木地区衛生組合
への負担金 

1,183,937 

ふれあ
い収集
運搬 

環境
課 

日常生活によって発生する一般廃棄物を自ら集積所
へ持ち出すことが困難な世帯に対し、個別に訪問収
集することで日常生活における身体的負担を軽減し
市民生活の向上を図る。 

収集日  月〜金
曜日の週５日（可
燃ごみ・不燃ご
み・有害ごみ・リ
サイクル資源を一
括収集予定） 
収集台数 １台／
日 

19,911 収集日  月〜金
曜日の週５日（可
燃ごみ・不燃ご
み・有害ごみ・リ
サイクル資源を一
括収集予定） 
収集台数 １台／
日 

19,911 収集日  月〜金
曜日の週５日（可
燃ごみ・不燃ご
み・有害ごみ・リ
サイクル資源を一
括収集予定） 
収集台数 １台／
日 

19,911 
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施策１ 安全で快適な環境の創出 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

不法投
棄対策 

環境
課 

公道等の不法投棄物については、業者に回収業務を
委託する。 
職員が市内を巡回中に発見した場合や市民から通報
があった場合は、業者に連絡し、回収を行い、分別
して処分する。 
不法投棄禁止に関する看板を作成し周知を図る。 

・市内の道路上等
への不法投棄を防
止するため、パト
ロール実施 
・不法投棄物回収
業務を委託 

11,373 ・市内の道路上等
への不法投棄を防
止するため、パト
ロール実施 
・不法投棄物回収
業務を委託 

11,160 ・市内の道路上等
への不法投棄を防
止するため、パト
ロール実施 
・不法投棄物回収
業務を委託 

11,373 

スズメ
バチ駆
除 

環境
課 

衛生害虫であるスズメバチは、不特定多数の市民に
被害を及ぼし、刺された場合には生命の危険にさら
されることもあるため、公共施設にできたスズメバ
チ等の巣について、専門業者に駆除を委託する。 
また、専門業者に依頼してスズメバチの巣を駆除し
た市民等に対する補助を行う。 

・市公共施設にお
ける蜂の巣駆除 
・市民等に対する
スズメバチ駆除費
補助 

1,950 ・市公共施設にお
ける蜂の巣駆除 
・市民等に対する
スズメバチ駆除費
補助 

1,950 ・市公共施設にお
ける蜂の巣駆除 
・市民等に対する
スズメバチ駆除費
補助 

1,950 

駅前公
衆トイ
レ管理 

環境
課 

志木駅前及び新座駅前の２か所の公衆トイレの管理
を行う。 
不特定多数の利用者がいることから汚れる度合いも
高いため、日常清掃及び定期清掃を行い、常に清潔
に利用できるよう管理する。 

・新座駅及び志木
駅前公衆トイレの
清掃委託 

5,375 ・新座駅及び志木
駅前公衆トイレの
清掃委託 

5,375 ・新座駅及び志木
駅前公衆トイレの
清掃委託 

5,375 

路上喫
煙防止 

環境
課 

新座市路上喫煙の防止に関する条例に基づき、路上
喫煙禁止地区に指定している志木駅、新座駅及びひ
ばり通りの周辺において、路上喫煙防止の周知・啓
発を図るとともに、路上喫煙防止パトロールを業務
委託により実施する。 

路上喫煙防止巡回
パトロール委託 
看板作成委託料 

1,671 路上喫煙防止巡回
パトロール委託 
看板作成委託料 

1,671 路上喫煙防止巡回
パトロール委託 

1,397 

環境ボ
ランテ
ィア 

環境
課 

環境美化・環境保全に係る次のボランティア活動を
展開する。 
にいざまち美化パートナー/違反簡易広告物除去推
進員/地域クリーン活動/新座市環境保全協力員/そ
の他のボランティア団体による清掃活動 

・ボランティア団
体による清掃活動
の実施 
・町内会による清
掃活動の実施 
・出前講座の実施 
・研修会の実施 
 
 

7,204 ・ボランティア団
体による清掃活動
の実施 
・町内会による清
掃活動の実施 
・出前講座の実施 
・研修会の実施 

7,204 ・ボランティア団
体による清掃活動
の実施 
・町内会による清
掃活動の実施 
・出前講座の実施 
・研修会の実施 

7,204 

第４節 生活環境  関連する  
 ＳＤＧｓ 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

朝霞地
区一部
事務組
合負担
金 

環境
課 

新座市・朝霞市・志木市・和光市で構成する朝霞地
区一部事務組合事務のうち、し尿処理場の管理運営
に係る経費を負担する。 
 構成市の負担割合 
（１）均等割 ３５％ （２）人口割 １３％
（３）処理人口割 ５２％ 

朝霞地区一部事務
組合への負担金 

34,085 朝霞地区一部事務
組合への負担金 

34,085 朝霞地区一部事務
組合への負担金 

34,085 

墓所管
理 

環境
課 

市営墓園の墓所に係る維持管理を行う。 
新座メモリアルグループを指定管理者とする（令和
４年度〜令和８年度）。 

・市営墓園の墓所
に係る維持管理
（指定管理者によ
る） 
・墓所返還に係る
事務 
・合葬墓に係る事
務 

161,106 ・市営墓園の墓所
に係る維持管理
（指定管理者によ
る） 
・墓所返還に係る
事務 
・合葬墓に係る事
務 

161,106 ・市営墓園の墓所
に係る維持管理
（指定管理者によ
る） 
・墓所返還に係る
事務 
・合葬墓に係る事
務 

161,106 

墓所施
設整備 

環境
課 

市営墓園の区画ブロックの老朽化が進んでいるた
め、境界石等の維持補修工事を行う。 
また、市営墓園敷地内の危険木の伐採を行う。 

・危険木の伐採 
・境界石の補修工
事 
・駐車場路面標示
の修繕 

8,215 ・危険木の伐採 
・境界石の補修工
事 

7,689 ・危険木の伐採 
・境界石の補修工
事 

7,689 

集会施
設管理 

環境
課 

市営墓園の集会施設（斎場、和室、洋室、安置室
等）に係る維持管理を行う。 
新座メモリアルグループを指定管理者とする（令和
４年度〜令和８年度）。 

・市営墓園の集会
施設に係る維持管
理（指定管理者に
よる） 
・維持管理に伴う
施設内の空調機器
の借上げ（NTT フ
ァイナンスより） 

38,325 ・市営墓園の集会
施設に係る維持管
理（指定管理者に
よる） 
・維持管理に伴う
施設内の空調機器
の借上げ（NTT フ
ァイナンスより） 

40,520 ・市営墓園の集会
施設に係る維持管
理（指定管理者に
よる） 
・維持管理に伴う
施設内の空調機器
の借上げ（NTT フ
ァイナンスより） 

38,875 

広域行
政 

政策
課 

朝霞地区４市において、４市共用の火葬場の設置に
向け、任意の協議会を設置して検討を行う。 

基本構想の策定 8,967 基本計画の策定 3,879 PFI 導入可能性の調
査 
一部事務組合規約
の改正 

2,092 
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 第５章 基本政策❺ 安全安心  
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施策１ 災害に強いまちづくりの推進 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

耐震診
断・耐
震改修
等助成 

建築
審査
課 

地震による既存建築物の倒壊等の被害を防ぎ、安全
な建築物の整備を促進するため、木造戸建住宅等の
耐震診断及び耐震改修等に係る費用の一部について
助成を行う。 
制度の創設以来、補助率・補助額の引き上げ等を行
うとともに、危険ブロック塀等撤去・築造工事に対
する助成を行う。 

耐震診断・耐震改
修等助成 
危険ブロック塀等
撤去等助成 

25,482 耐震診断・耐震改
修等助成 
危険ブロック塀等
撤去等助成 

25,482 耐震診断・耐震改
修等助成 
危険ブロック塀等
撤去等助成 

25,482 

宅地耐
震化推
進事業 

都市
計画
課 

大地震等の災害時における滑動崩落危険性を把握す
るため、新座市内に存する２か所の大規模盛土造成
地について変動予測調査を行う。 

大規模盛土造成地
変動予測調査設計
業務委託 

2,552 大規模盛土造成地
変動予測調査業務
委託 

19,008  0 

自主防
災組織
育成 

危機
管理
室 

市内各地域の全町内会・自治会組織（６１団体）ご
とに設立されている自主防災会について、大規模災
害時に応急対策活動の主体となり、行政の応急対策
に対して、円滑に連携活動できるように育成する。 
自主防災組織育成補助金／自主防災組織防災資機材
整備費補助金／自主防災会の組織力向上を目的とし
た研修会／防災備蓄資機材倉庫の修繕 

自主防災会向け研
修会の実施 
自主防災組織育成
補助金の交付 
自主防災組織防災
資機材整備費補助
金の交付 
防災備蓄資機材倉
庫新設 

11,853 自主防災会向け研
修会の実施 
自主防災組織育成
補助金の交付 
自主防災組織防災
資機材整備費補助
金の交付 
防災備蓄資機材倉
庫新設 

8,973 自主防災会向け研
修会の実施 
自主防災組織育成
補助金の交付 
自主防災組織防災
資機材整備費補助
金の交付 
防災備蓄資機材倉
庫新設 

8,973 
 

防災行
政無線
等維持
管理 

危機
管理
室 

防災行政無線等に係る維持管理を行う。 防災行政無線、Ｊ
アラートの維持管
理 

4,351 防災行政無線、Ｊ
アラートの維持管
理 
埼玉県防災行政無
線衛星系再整備 

16,351 防災行政無線、Ｊ
アラートの維持管
理 

4,351 

防災行
政無線
等施設
整備 

危機
管理
室 

防災行政無線に係る設備の工事を行う。 戸別受信機の新設 1,199 戸別受信機の新設 1,199 戸別受信機の新設 960 

災害用
指定井
戸維持
管理 

危機
管理
室 

災害用指定井戸に係る維持管理を行う。 災害用指定井戸協
力者への謝礼品購
入 
災害用指定井戸水
質検査の実施 

2,645 災害用指定井戸協
力者への謝礼品購
入 

139 災害用指定井戸協
力者への謝礼品購
入 
災害用指定井戸水
質検査の実施 

2,645 

第１節 危機管理  関連する  
 ＳＤＧｓ 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

災害時
復旧対
策 

危機
管理
室 

災害時の緊急作業を新座市建設業防災協力会、新座
市建設業防災協会、新座市造園業防災協力会、新座
市指定水道工事店防災協力会及び新座市電設防災協
力会等に委託する。 

備蓄毛布の洗濯 
災害時作業委託 

1,001 備蓄毛布の洗濯 
災害時作業委託 

1,001 備蓄毛布の洗濯 
災害時作業委託 

1,001 

避難拠
点運営
管理 

危機
管理
室 

大地震等の災害発生に備え、避難所の体制等の維持
管理及び防災備品の購入・維持管理を行う。 

備蓄品の充実 
防災倉庫・資機材
等の維持管 
理 

17,460 備蓄品の充実 
防災倉庫・資機材
等の維持管 
理 

15,583 備蓄品の充実 
防災倉庫・資機材
等の維持管 
理 

17,015 

街角消
火器維
持管理 

危機
管理
室 

火災発生時における初期消火活動の迅速化を図るた
め、街角消火器の維持管理を行う。 

耐用年数切れ街角
消火器更新作業の
実施 

2,490 耐用年数切れ街角
消火器更新作業の
実施 

4,241 耐用年数切れ街角
消火器更新作業の
実施 

3,086 

被災者
支援シ
ステム 

危機
管理
室 

地方公共団体情報システム機構（J-LIS）が提供す
るクラウド型被災者支援システムを導入する。 
災害時、住民基本台帳の情報を基盤にして、被災者
の属性情報を管理する被災者台帳を備えた人的被害
及び住家等被害の状況を記録・更新することができ
る同システムの維持管理を行う。 

災害時の被災者支
援業務を支援する
システムの維持管
理 

1,468 災害時の被災者支
援業務を支援する
システムの維持管
理 

1,468 災害時の被災者支
援業務を支援する
システムの維持管
理 

1,846 

朝霞地
区一部
事務組
合負担
金 

危機
管理
室 

新座市・朝霞市・志木市・和光市で組織する朝霞地
区一部事務組合が共同処理する事務について、消防
（消防団及び消防水利施設に関することを除く。）
に要する経費及び当該組合の議会運営、総務等に係
る経費を負担する。 
１ 構成市の消防負担割合 

（１）人口割 ８５％ （２）均等割 １５％ 
２ 議会・総務負担割合  

（１）人口割 ６５％ （２）均等割 ３５％ 

消防負担金 
議会・総務負担金 

1,695,650 消防負担金 
議会・総務負担金 

1,695,650 消防負担金 
議会・総務負担金 

1,695,650 

消防団
活動 

危機
管理
室 

消防組織法第９条に基づき、消防団を組織し、消火
活動を始め、風水害、火災予防など地域の防災活動
を推進し、地域住民の安全確保のための活動及び訓
練を実施する。 

報酬・退職報償金
の支給 
会議・研修の実施 
被服の購入 
出初め式の実施 
運営交付金の交付 
準中型免許取得助
成 

57,817 報酬・退職報償金
の支給 
会議・研修の実施 
被服の購入 
出初め式の実施 
運営交付金の交付 
準中型免許取得助
成 

57,817 報酬・退職報償金
の支給 
会議・研修の実施 
被服の購入 
出初め式の実施 
運営交付金の交付 
準中型免許取得助
成 

57,817 

消防団
機械器
具等管
理 

危機
管理
室 

消防団が使用する機械器具（無線機、ポンプ車及び
可搬動力ポンプ）の維持管理を行う。 

ポンプ車両に係る
諸経費（燃料費、
修繕料、車検等整
備代、災害活動用
自動車保険代） 
無線に係る保守委
託及び通信運搬費 

3,522 ポンプ車両に係る
諸経費（燃料費、
修繕料、車検等整
備代、災害活動用
自動車保険代） 
無線に係る保守委
託及び通信運搬費 

3,522 ポンプ車両に係る
諸経費（燃料費、
修繕料、車検等整
備代、災害活動用
自動車保険代） 
無線に係る保守委
託及び通信運搬費 

3,522 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

消防団
車庫管
理 

危機
管理
室 

消防団車庫８か所の維持管理を行う。 光熱水費等の支払
い 
浄化槽等の汲取・
清掃・検査 
浄化槽点検委託の
実施 
第四分団、第五分
団及び第六分団車
庫用地の借上料の
支払い 

2,587 光熱水費等の支払
い 
浄化槽等の汲取・
清掃・検査 
浄化槽点検委託の
実施 
第四分団、第五分
団及び第六分団車
庫用地の借上料の
支払い 

1,729 光熱水費等の支払
い 
浄化槽等の汲取・
清掃・検査 
浄化槽点検委託の
実施 
第四分団、第五分
団及び第六分団車
庫用地の借上料の
支払い 

1,729 

消防団
車庫整
備 

危機
管理
室 

消防団第五分団車庫（建築年月：昭和 63 年 12
月）及び第二分団車庫（建築年月日：平成 6 年 12
月）の建替えに係る実施委託、建築工事、解体工事
を行う。 

第五分団車庫建設
工事 
第二分団車庫建替
工事実施設計 

115,264 第二分団車庫建替
工事 

108,116 
 

0 

消防自
動車取
得 

危機
管理
室 

消防ポンプ車の更新計画に基づき、消防団第一分
団、第四分団、第七分団の消防ポンプ車の買換えを
行う。 

第一分団ポンプ車
の更新 

29,440 第七分団ポンプ車
の更新 

29,440 第四分団ポンプ車
の更新 

29,440 

一般事
務（水
道会計
負担
金） 

危機
管理
室 

水道会計の消防施設に係る次の経費を負担する。 
１ 消防活動水道水使用負担金 
２ 消火栓修繕負担金 
３ 工事の仕様書作成に係る設計業務委託料 
４ 前年度実施の消火栓修繕箇所道路本復旧工事 

消防活動水道使用
量の支払い 
消火栓修繕の実施 
仕様書作成に係る
設計業務委託 
令和５年度実施の
消火栓修繕箇所道
路本復旧工事の実
施 

44,260 消防活動水道使用
量の支払い 
消火栓修繕の実施 
仕様書作成に係る
設計業務委託 
令和６年度実施の
消火栓修繕箇所道
路本復旧工事の実
施 

42,312 消防活動水道使用
量の支払い 
消火栓修繕の実施 
仕様書作成に係る
設計業務委託 
令和７年度実施の
消火栓修繕箇所道
路本復旧工事の実
施 

42,312 

消防施
設管理 

危機
管理
室 

消防水利（防火水槽、消火栓、標示）の維持管理を
行う。 

防火水槽用地提供
者謝礼金 
水利消耗品購入 
消火栓・防火水槽
等の修繕 

4,003 防火水槽用地提供
者謝礼金 
水利消耗品購入 
消火栓・防火水槽
等の修繕 

2,639 防火水槽用地提供
者謝礼金 
水利消耗品購入 
消火栓・防火水槽
等の修繕 

2,639 

 

施策２ 防犯体制の充実 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

防犯等
推進補
助 

危機
管理
室 

新座市防犯・暴力排除推進協議会に対し、補助を行
う。 

新座市防犯・暴力
排除推進協議会へ
の補助金の交付 

2,174 新座市防犯・暴力
排除推進協議会へ
の補助金の交付 

2,174 新座市防犯・暴力
排除推進協議会へ
の補助金の交付 

2,174 

 

施策３ 危機管理への対応力強化 
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 第６章 基本構想の推進のために  
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施策１ 共創によるまちづくりの推進 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

ホーム
ページ
運営 

シテ
ィプ
ロモ
ーシ
ョン
課 

市民の多様化した情報ニーズに迅速に対応するた
め、インターネットを利用したホームページの運営
及び管理を行う。 

ホームページ管理
システムの運用保
守 

4,625 ホームページ管理
システムの運用保
守 

4,541 ホームページ管理
システムの運用保
守 

4,541 

広報に
いざ発
行 

シテ
ィプ
ロモ
ーシ
ョン
課 

市政の情報や市内の出来事などをお知らせし、市民
の市政に対する理解と参加意識を高めるため、広報
にいざを発行する。 
１ 発行回数 年１２回（毎月１日発行） 
２ 発行部数 月８０，０００〜８２，０００部 
３ 刷色   全ページカラー 
４ サイズ  タブロイド版 
５ ページ数 １２ページ又は１６ページ 

広報紙の発行 
(12 ページ又は 16
ページ、 80,000
部） 

45,858 広報紙の発行 
(通年 16 ページ、
55 周年記念号 20
ページ  81,000
部） 

52,725 広報紙の発行 
(通年 16 ページ、
82,000 部） 

54,032 

秘書広
聴業務 

秘書
広聴
課 

市民からの意見等を市政に反映させるため、市長へ
の手紙や、新座市長とタウンミーティング等を実施
する。 
また、子どもたちのユニークな意見を市政に反映さ
せるとともに、柔軟な思考により斬新なアイデアの
提案が期待できる大学生から市政に対する提言等を
受けるため、小・中学生及び市内３大学学生からの
提案等の場を設ける。 

市長への手紙、 
新座市長とタウン
ミーティング、パ
ブリック・コメン
トの実施 
未来の市長作文、
小・中学生と市長
との懇談会、市内
３大学学生と市長
との懇談会の実施 

6,865 市長への手紙、 
新座市長とタウン
ミーティング、パ
ブリック・コメン
トの実施 
未来の市長作文、
小・中学生と市長
との懇談会、市内
３大学学生と市長
との懇談会の実施 

6,865 市長への手紙、 
新座市長とタウン
ミーティング、パ
ブリック・コメン
トの実施 
未来の市長作文、
小・中学生と市長
との懇談会、市内
３大学学生と市長
との懇談会の実施 

6,865 

 

 

 

 

第１節 共創のまちづくり  関連する  
 ＳＤＧｓ 
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施策１ 人権尊重社会の構築 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

人権啓
発推進 

人権
推進
室 

同和問題を始めとした人権問題の解決に向け、市民
の理解を深め、差別のない明るい地域社会を築いて
いくため、各種施策を推進する。 
また、戦争の記憶を風化させることなく、平和の尊
さ、戦争・核兵器の悲惨さを広く市民に周知するた
め、平和事業を実施する。 

人権啓発品の作成 
各種研修会等の実
施・参加 
人権問題に関する
情報収集 
平和展の開催 
人権相談 

4,115 人権啓発品の作成 
各種研修会等の実
施・参加 
人権問題に関する
情報収集 
平和展の開催 
人権相談 

4,115 人権啓発品の作成 
各種研修会等の実
施・参加 
人権問題に関する
情報収集 
平和展の開催 
人権相談 

4,115 

 
施策２ 多様性を認め合う社会の形成とジェンダー平等の推進 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

福祉相
談 

福祉
政策
課 

複合的な福祉課題等について、包括的に相談を受け
止め、内容に応じて関係機関の窓口へつなぐ、福祉
相談を実施する。 

性別による差別的
取扱いその他の男
女共同参画の推進
を阻害する要因に
よって人権を侵害
された場合の相談 

4,018 性別による差別的
取扱いその他の男
女共同参画の推進
を阻害する要因に
よって人権を侵害
された場合の相談 

4,018 性別による差別的
取扱いその他の男
女共同参画の推進
を阻害する要因に
よって人権を侵害
された場合の相談 

4,018 

配偶者
暴力相
談支援
センタ
ー 

福祉
政策
課 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るた
め、配偶者暴力相談支援センターを設置する。 

被害者及び同伴者
の相談受付及び情
報提供、緊急時の
安全確保、自立促
進のための情報提
供及び援助 

4,881 被害者及び同伴者
の相談受付及び情
報提供、緊急時の
安全確保、自立促
進のための情報提
供及び援助 

4,881 被害者及び同伴者
の相談受付及び情
報提供、緊急時の
安全確保、自立促
進のための情報提
供及び援助 

4,881 

 

施策３ 平和意識の高揚 

第２節 人権  関連する  
 ＳＤＧｓ 



- 104 - 
 

 

 

 

施策１ 選ばれるまちになるためのシティプロモーションの推進 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

シティ
プロモ
ーショ
ン推進 

シテ
ィプ
ロモ
ーシ
ョン
課 

新座市のブランドイメージの向上や確立につながる 
取組を推進し、地域資源をいかした施策を展開する。
また、市の魅力を効果的に発信することで選ばれる
まちとなり、転入数を増加させる取組や関係人口・
交流人口を創出する取組を進める。 

・ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ推進
懇話会等 
・まちあるきﾏｯﾌﾟ
作成等 
・ｸﾞﾘｰﾝﾂｰﾘｽﾞﾑ事業 
・ｿﾞｳｷﾘﾝ活用事業 
・半僧坊大祭併催
事業 

4,750 ・まちあるきﾏｯﾌﾟ
作成 
・ｸﾞﾘｰﾝﾂｰﾘｽﾞﾑ事業 
・ｿﾞｳｷﾘﾝ活用事業 
・半僧坊大祭併催
事業 
・市制 55 周年記念
事業 

8,354 ・ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ推進
懇話会等 
・まちあるきﾏｯﾌﾟ
作成等 
・ｸﾞﾘｰﾝﾂｰﾘｽﾞﾑ事業 
・ｿﾞｳｷﾘﾝ活用事業 
・半僧坊大祭併催
事業 

4,662 

 

施策２ 新座ならではの魅力づくり 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

ふるさ
と納税
促進 

シテ
ィプ
ロモ
ーシ
ョン
課 

本市へのふるさと納税を促進するとともに、本市の 
魅力を発信することで更なる地域活性化を図るため、
一定の条件を満たす寄附者に対し、返礼品を送付す
る。あわせて、ふるさと納税の使い道を具体的に示
すことで寄附を募るガバメントクラウドファンディ
ングを実施する。 

・返礼品の拡充 
・寄附件数、寄附
金額の向上 
・ふるさと納税事
務委託 
・ふるさと納税の
ＰＲ、広告等 

18,004 ・返礼品の拡充 
・寄附件数、寄附
金額の向上 
・ふるさと納税事
務委託 
・ふるさと納税の
ＰＲ、広告等 

18,004 ・返礼品の拡充 
・寄附件数、寄附
金額の向上 
・ふるさと納税事
務委託 
・ふるさと納税の
ＰＲ、広告等 

18,004 

祭り振
興補助 

シテ
ィプ
ロモ
ーシ
ョン
課 

市内で開催される祭りを振興し、地域活性化を図る
ため、市民等が主体で祭りの企画・運営を行う実行
委員会等に対し、補助を行う。 

柳瀬川ふれあい祭
り実行員会補助金
及び新座快適みら
い都市会議補助金
の交付 

1,300 柳瀬川ふれあい祭
り実行員会補助金
及び新座快適みら
い都市会議補助金
の交付 

1,300 柳瀬川ふれあい祭
り実行員会補助金
及び新座快適みら
い都市会議補助金
の交付 

1,300 

 
施策３ まちの魅力を伝え広める仕組みづくり 

第３節 シティプロモーション  関連する  
 ＳＤＧｓ 
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施策１ 行政の効率化・高度化の推進 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

職員研
修 

人事
課 

新座市人材育成基本方針（第３版）に基づき、職員
の資質向上を図るため、各種職員研修（集合研修、
派遣研修、庁内における人材育成等）を実施する。 

外部研修機関への
職員派遣 
委託・WEB 動画に
よる集合研修の実
施 
OJT 等庁内研修の
実施 

3,238 外部研修機関への
職員派遣 
委託・WEB 動画に
よる集合研修の実
施 
OJT 等庁内研修の
実施 

3,238 外部研修機関への
職員派遣 
委託・WEB 動画に
よる集合研修の実
施 
OJT 等庁内研修の
実施 

3,238 

職員厚
生人間
ドック
等助成 

人事
課 

職員の人間ドック等受診に対し、受診料の一部を助
成する。 

受診料の一部を助
成 

5,220 受診料の一部を助
成 

5,220 受診料の一部を助
成 

5,220 

職員健
康管理 

人事
課 

職員の健康管理を図るため、産業医による健康相談
及びカウンセラー（臨床心理士）による職員のメン
タルヘルスに係る相談を実施する。 
また、定期健康診断、特殊健康診断及びＢ型肝炎ワ
クチン接種を実施するとともに、職員のメンタルヘ
ルス不調の未然防止を図るため、心理的な負担の程
度を把握するための検査（ストレスチェック）を実
施する。 

健康相談（月２回） 
メンタルヘルス 
 カウンセリング
（月２回） 
健康診断 
Ｂ型肝炎ワクチン
予防接種 
職員ストレスチェ
ック 

6,424 健康相談（月２回） 
メンタルヘルス 
 カウンセリング
（月２回） 
健康診断 
Ｂ型肝炎ワクチン
予防接種 
職員ストレスチェ
ック 

6,424 健康相談（月２回） 
メンタルヘルス 
 カウンセリング
（月２回） 
健康診断 
Ｂ型肝炎ワクチン
予防接種 
職員ストレスチェ
ック 

6,424 

情報系
ネット
ワーク
運用 

情報
シス
テム
課
（デ
ジタ
ル市
役所
推進
室） 

庁内ＬＡＮをベースに、グループウェア、全庁ファ
イルサーバ、ＬＧＷＡＮ設備、セキュリティ対策等
で使用する機器やシステムの借上げ、これらのシス
テムを安全稼働させるための機器保守、ネットワー
クの維持管理を行う。 

庁内ＬＡＮをベー
スにした業務シス
テムの安定稼働の
ための維持管理 

149,421 庁内ＬＡＮをベー
スにした業務シス
テムの安定稼働の
ための維持管理 

149,421 庁内ＬＡＮをベー
スにした業務シス
テムの安定稼働の
ための維持管理 

149,421 

第４節 行財政運営  関連する  
 ＳＤＧｓ 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

住基系
ネット
ワーク
運用 

情報
シス
テム
課
（デ
ジタ
ル市
役所
推進
室） 

住民情報システムに係るネットワーク機器等の借上
げ及び維持管理を行う。 

住民情報システム
の安定稼働に向け
た整備のほか、自
治体標準準拠シス
テムの導入に向け
た取組を実施 

12,468 住民情報システム
の安定稼働に向け
た整備のほか、自
治体標準準拠シス
テムの導入に向け
た取組を実施 

12,468 自治体標準準拠シ
ステムの安定稼働
に向けた環境整備 

12,468 

地理情
報シス
テム
（情報
システ
ム課） 

情報
シス
テム
課
（デ
ジタ
ル市
役所
推進
室） 

市民向けに公開地図データの充実を図り、利用者の
利便性向上を図るとともに、庁内職員向けに多機能
な地図データ作成・編集・共有を行える地理情報シ 
ス テ ム （ 統 合 型 Ｇ Ｉ Ｓ ／ に い ざ マ ッ プ ） を Ａ Ｓ Ｐ 
サービスで運用する。 

統合型ＧＩＳ（に
いざマップ）の運
用 

2,957 統合型ＧＩＳ（に
いざマップ）の運
用 

2,957 統合型ＧＩＳ（に
いざマップ）の運
用 

2,957 

地理情
報シス
テム
（都市
計画
課） 

都市
計画
課 

市民向けに公開地図データの充実を図り、利用者の
利便性向上を図るとともに、庁内職員向けに多機能
な地図データ作成・編集・共有を行える地理情報シ 
ス テ ム （ 統 合 型 Ｇ Ｉ Ｓ ／ に い ざ マ ッ プ ） を Ａ Ｓ Ｐ 
サービスで運用する。 

統合型ＧＩＳ（に
いざマップ）の運
用 

2,957 統合型ＧＩＳ（に
いざマップ）の運
用 

2,957 統合型ＧＩＳ（に
いざマップ）の運
用 

2,957 

電子申
請シス
テム 

情報
シス
テム
課
（デ
ジタ
ル市
役所
推進
室） 

市民が利用する電子申請の継続的かつ安定的なサー
ビス提供を図るため、埼玉県及び県内市町村と共同
して、埼玉県市町村電子申請共同システムを運用す
るもの。 

電子申請届出サー
ビスシステムの運
用・管理 

1,053 電子申請届出サー
ビスシステムの運
用・管理 

1,053 電子申請届出サー
ビスシステムの運
用・管理 

1,053 

公共施
設予約
システ
ム 

情報
シス
テム
課
（デ
ジタ
ル市
役所
推進
室） 

利用者の利便性を向上させるため、インターネット
を通じて施設の空き状況照会及び予約が２４時間可
能となる公共施設予約システムをＡＳＰサービスで
運用する。 

オンラインで空き
状況照会及び予約
が可能となるシス
テムの管理 

1,947 オンラインで空き
状況照会及び予約
が可能となるシス
テムの管理 

1,947 オンラインで空き
状況照会及び予約
が可能となるシス
テムの管理 

1,947 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

ＡＩ・
ＲＰＡ
活用 

情報
シス
テム
課
（デ
ジタ
ル市
役所
推進
室） 

業務の効率化や職員の負担軽減を目的として、ＡＩ
等の先端技術を活用し、定型業務の自動化等を進
め、職員にしかできない業務へ注力できる環境整備
を行う。 
（音声テキスト化サービス／ＡＩ-ＯＣＲ／ＲＰＡ
／生成ＡＩサービス（ＣｈａｔＧＰＴ）） 

ＡＩ技術などの活
用による業務効率
化の推進 

2,905 ＡＩ技術などの活
用による業務効率
化の推進 

2,905 ＡＩ技術などの活
用による業務効率
化の推進 

2,905 

ＤＸ研
修 

情報
シス
テム
課
（デ
ジタ
ル市
役所
推進
室） 

全庁横断的なＤＸを推進するため、ＤＸ推進員や管
理職向けの研修を行う。 

デジタル人材育成
に向けた研修の実
施 

1,089 デジタル人材育成
に向けた研修の実
施 

1,089 デジタル人材育成
に向けた研修の実
施 

1,089 

情報セ
キュリ
ティ強
化対策 

情報
シス
テム
課
（デ
ジタ
ル市
役所
推進
室） 

新たな自治体情報セキュリティ対策の抜本的強化の
ため、二要素認証及びネットワーク分割の仕組みの
維持管理を行う。 

・ネットワーク分
割機器等の運用管
理 
・仮想ブラウザシ
ステム等の運用管
理 
・二要素認証シス
テムの運用管理 

37,466 ・ネットワーク分
割機器等の運用管
理 
・仮想ブラウザシ
ステム等の運用管
理 
・二要素認証シス
テムの運用管理 

37,466 ・ネットワーク分
割機器等の運用管
理 
・仮想ブラウザシ
ステム等の運用管
理 
・二要素認証シス
テムの運用管理 

37,466 

埼玉県
自治体
情報セ
キュリ
ティク
ラウド 

情報
シス
テム
課
（デ
ジタ
ル市
役所
推進
室） 

高度な情報セキュリティ対策を講じるため、埼玉県
が構築した埼玉県自治体情報セキュリティクラウド
を利用する。 

県が整備する自治
体情報セキュリテ
ィクラウドに参加
することで、イン
ターネットの出入
口を集約し、強固
なセキュリティ対
策を講じるもの 

3,219 県が整備する自治
体情報セキュリテ
ィクラウドに参加
することで、イン
ターネットの出入
口を集約し、強固
なセキュリティ対
策を講じるもの 

3,219 県が整備する自治
体情報セキュリテ
ィクラウドに参加
することで、イン
ターネットの出入
口を集約し、強固
なセキュリティ対
策を講じるもの 

3,219 

社会保
障・税
番号
（マイ
ナンバ
ー）制
度 

情報
シス
テム
課
（デ
ジタ
ル市
役所
推進
室） 

行政手続における特定の個人を識別するための番号
の利用等に関する法律（マイナンバー法）の施行に
伴い、国等との安全な情報連携を実現するため、中
間サーバを利用するもの。 

中間サーバー・プ
ラットフォームの
運用･保守経費及び
次期システムの設
計、構築に係る負
担金 

8,326 中間サーバー・プ
ラットフォームの
運用･保守経費及び
次期システムの設
計、構築、移行に
係る負担金 

8,326 中間サーバー・プ
ラットフォームの
運用･保守経費に係
る負担金 

3,701 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

住民基
本台帳
管理 

市民
課 

住民基本台帳法第６条に基づく住民基本台帳の作成
及び住民票等の調製、住民基本台帳の管理並びに印
鑑登録（新規・廃止等）に関する事務を行う。 

住民基本台帳の作
成及び住民票等の
調製、住民基本台
帳の管理、印鑑登
録に関する事務 

40,490 住民基本台帳の作
成及び住民票等の
調製、住民基本台
帳の管理、印鑑登
録に関する事務 

40,490 住民基本台帳の作
成及び住民票等の
調製、住民基本台
帳の管理、印鑑登
録に関する事務 

40,490 

住民基
本台帳
ネット
ワーク
システ
ム 

市民
課 

住民基本台帳の４情報（氏名、住所、性別及び生年
月日）、住民票コード、個人番号及びこれらの変更
情報をネットワーク化し、事務の効率化及び全国共
通の本人確認の確立を図る。また、住民票の写しの
広域交付、転入転出の特例処理及び転入転出手続の
ワンストップ化を実施するとともに、マイナンバー
カードの申請・交付・券面更新等の必要な手続を実
施する。 

住民基本台帳の情
報をネットワーク
化し、事務の効率
化・全国共通の本
人確認・住民票写
しの広域交付等を
実施。マイナンバ
ーカードの申請・
交付等を実施 

23,620 住民基本台帳の情
報をネットワーク
化し、事務の効率
化・全国共通の本
人確認・住民票写
しの広域交付等を
実施。マイナンバ
ーカードの申請・
交付等を実施 

23,620 住民基本台帳の情
報をネットワーク
化し、事務の効率
化・全国共通の本
人確認・住民票写
しの広域交付等を
実施。マイナンバ
ーカードの申請・
交付等を実施 

23,620 

住民情
報シス
テム 

市民
課 

各種情報をデータベースとして構築し、システム化
することにより、住民記録業務、税業務及び福祉業
務等の行政事務の効率化を図り、併せて市民の利便
性向上を図る。 

各種情報をデータ
ベースとしシステ
ム化。住民記録・
税・福祉業務等の
行政事務の効率化 

24,175 各種情報をデータ
ベースとしシステ
ム化。住民記録・
税・福祉業務等の
行政事務の効率化 

24,175 各種情報をデータ
ベースとしシステ
ム化。住民記録・
税・福祉業務等の
行政事務の効率化 

24,175 

コンビ
ニ交付
サービ
ス 

市民
課 

マイナンバーカードを利用して、住民票の写し等の
証明書をコンビニエンスストアに設置されているキ
オスク端末（マルチコピー機）で取得できるコンビ
ニ交付サービスを行う。 

マイナンバーカー
ドを利用し住民票
の写し等の証明書
をコンビニのキオ
スク端末で取得可
能とする事業 

16,056 マイナンバーカー
ドを利用し住民票
の写し等の証明書
をコンビニのキオ
スク端末で取得可
能とする事業 

16,056 マイナンバーカー
ドを利用し住民票
の写し等の証明書
をコンビニのキオ
スク端末で取得可
能とする事業 

16,056 

戸籍管
理 

市民
課 

戸籍法及び戸籍事務取扱準則に従い戸籍関連用紙の
作成・管理を行う。 
また、戸籍原簿を始め関係帳簿を全てデータ化しコ
ンピュータによる管理を行い、証明発行、戸籍記録
事務の迅速化及び効率化により市民サービスの向上
を図る。 

戸籍関連用紙の作
成・管理 
戸籍関係帳簿のデ
ータ化。証明発
行・戸籍記録事務
の効率化 

36,547 戸籍関連用紙の作
成・管理 
戸籍関係帳簿のデ
ータ化。証明発
行・戸籍記録事務
の効率化 

36,547 戸籍関連用紙の作
成・管理 
戸籍関係帳簿のデ
ータ化。証明発
行・戸籍記録事務
の効率化 

36,547 

旅券事
務 

市民
課 

市民課内に設置したパスポートセンターにおいて、
パスポートの申請受理・交付等の事務及び収入印紙
の発行を行う。 

パスポートの申請
受理・交付 
収入印紙の発行 

70,034 パスポートの申請
受理・交付 
収入印紙の発行 

70,034 パスポートの申請
受理・交付 
収入印紙の発行 

70,034 

出張所
管理 

市民
課 

出張所に係る運営管理を行う。 
出張所４か所 東北出張所／栄出張所／栗原出張所
／西堀・新堀出張所 

出張所４か所（東
北、栄、栗原、西
堀・新堀）の運営
管理 

13,480 出張所４か所（東
北、栄、栗原、西
堀・新堀）の運営
管理 

13,480 出張所４か所（東
北、栄、栗原、西
堀・新堀）の運営
管理 

13,480 

公共施
設マネ
ジメン
ト推進 

公共
施設
マネ
ジメ
ント
課 

市内公共施設のマネジメントを計画的に推進する。 
公共施設等総合管理計画に基づき、計画的な改修・
改築を進めるとともに、施設総量の適正化に向けた
公共施設の再配置について検討し、計画として策定
する。 

公共施設再配置計
画の策定に向けた
調査・検討 

12,584 公共施設再配置計
画策定 

8,261 計画の推進 0 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

（仮称） 
三軒屋 
公園等
複合施
設整備 

（仮
称）
三軒
屋公
園等
複合
施設
整備
推進
室 

（仮称）三軒屋公園等複合施設の整備に向け、令和
４年度に作成した基本計画に基づいて、官民連携事
業（ＤＢＯ方式）として必要となる事項について整
理するとともに、整備運営に当たっての要求水準書
を作成し、事業者公募の手続を進める。 
また、（仮称）三軒屋公園等複合施設整備運営事業
者選定委員会を設置し、事業者から提案のあった内
容について審査の上、複合施設の整備運営事業者を
選定し、契約締結に向けて事務を進める。なお、適
宜市民への意見を伺いながら事業を進める。 
事業者決定後は、複合施設の整備が円滑に行われる
よう、事務を進めていく。 

（仮称）三軒屋公
園等複合施設整備
運営事業者選定委
員会の設置 
事業者公募、事業
者決定 

12,994 契約締結、設計着
手 

32,335 設計完了、工事着
手 

1,292,682 

庁舎管
理 

管財
契約
課 

市庁舎（本庁舎、第二庁舎、第三庁舎、第四庁舎、
第五庁舎）に係る維持管理を行う。 

消耗品の購入 
光熱水費通信運搬
費の支払 
施設修繕 
庁舎管理における
業務委託 
事務機器等賃貸借 
その他 
第三庁舎増築練賃
貸借 

247,908 消耗品の購入 
光熱水費通信運搬
費の支払 
施設修繕 
庁舎管理における
業務委託 
事務機器等賃貸借 
その他 
第三庁舎増築練賃
貸借 

261,518 消耗品の購入 
光熱水費通信運搬
費の支払 
施設修繕 
庁舎管理における
業務委託 
事務機器等賃貸借 
その他 
第三庁舎増築練賃
貸借 

261,518 

庁舎等
整備 

管財
契約
課 

庁舎等の機能維持に必要な工事を行う。 庁舎等諸工事 12,056 庁舎等諸工事 900 庁舎等諸工事 900 

 

施策２ 健全な財政の確立 
 

事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

市債元
金償還 

財政
課 

市が借り入れた市債の元金償還金を計上する。 市債の元金償還 4,516,859 市債の元金償還 4,431,962 市債の元金償還 5,142,491 

市債利
子償還 

財政
課 

市が借り入れた市債の利子を計上する。 市債利子償還 155,151 市債の利子償還 174,271 市債の利子償還 196,816 

一時借
入金利
子償還 

財政
課 

歳計現金が不足した場合にその支払資金を補うため
に借り入れる一時借入金 
に伴う利子を計上する。 
一時借入金の最高限度額 ４０億円 

一時借入金利子償
還 

1,300 一時借入金利子償
還 

1,300 一時借入金利子償
還 

1,300 
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事業名 所属 事業概要 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業内容 事業費 
(千円) 事業内容 事業費 

(千円) 事業内容 事業費 
(千円) 

予備費 財政
課 

予算外の支出又は予算超過の支出に充てるため、使
途を特定しない予算として予備費を計上する。 

予備費 100,000 予備費 100,000 予備費 100,000 

市税等
徴収事
務 

納税
課 

市税等の収納管理・滞納整理等の徴収業務を行う。 ・納税環境の整備
を図る。 
・税の公平性を保
つため、滞納整理
の早期着手を推進
し、収納率の向上
に取り組む。 

124,524 ・納税環境の整備
を図る。 
・税の公平性を保
つため、滞納整理
の早期着手を推進
し、収納率の向上
に取り組む。 

124,524 ・納税環境の整備
を図る。 
・税の公平性を保
つため、滞納整理
の早期着手を推進
し、収納率の向上
に取り組む。 

124,524 

市民税
等賦課
事務 

課税
課 

個人市民税、法人市民税及び軽自動車税の賦課事務
及び各種証明書の交付事務を行う。 

個人市民税、法人
市民税、軽自動車
税及び市たばこ税
の賦課事務及び各
種証明書の交付事
務 

106,638 個人市民税、法人
市民税、軽自動車
税及び市たばこ税
の賦課事務及び各
種証明書の交付事
務 

106,638 個人市民税、法人
市民税、軽自動車
税及び市たばこ税
の賦課事務及び各
種証明書の交付事
務 

106,638 

固定資
産税等
賦課事
務 

課税
課 

固定資産税及び都市計画税の賦課事務及び各種証明
書の交付事務を行う。 

固定資産税及び都
市計画税の賦課事
務及び各種証明書
の交付事務、評価
替え 

51,561 固定資産税及び都
市計画税の賦課事
務及び各種証明書
の交付事務 

61,624 固定資産税及び都
市計画税の賦課事
務及び各種証明書
の交付事務 

52,000 
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